
 

 

ジブチ共和国 

設備運輸省道路局（ADR） 
 

 

 

 
 

ジブチ国 

国道一号線改修計画準備調査 

準備調査報告書 

（先行公開版） 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成 30年 12月 
（2018 年） 

 

 

独立行政法人 
国際協力機構（JICA） 

 
 

八千代エンジニヤリング株式会社 
 基盤

18-132 

JR(先) 



- i - 

要  約 

１ 国の概要 

ジブチ共和国（以下、「ジ」国という。）は、人口 99.3万人（2017年、Direction de la Statistiques 

et des Etudes Démographiques: DISED）、面積 23,200平方キロメートル（四国の約 1.3倍）と小規

模ながら、紅海を通じて欧州と中東およびアジアとを結ぶ海上輸送の要衝であり、アフリカと

中東沿岸諸国とを結ぶ東アフリカ内陸への出入口という地政学上重要な場所に位置する。2001

年に 10 年余り続いた内戦が終結したのちは政治的安定を保っており、「アフリカの角」地域の

安定およびテロ対策のために欧米諸国の軍が駐留している。また、近年はソマリア沖海賊対策

の拠点として国際社会から注目されており、2009 年から我が国の自衛隊も「ジ」国を拠点とし

て海賊対処のための活動を行っている。 

「ジ」国の国土の大部分は土漠地帯で農業は未発達であり、遊牧民による牧畜は伝統的かつ

非商業的なものにすぎず、さらに水資源・地下資源にも恵まれていない。第 1 次産業および第

2 次産業の発展が遅れており、GDPの 77.4％（2013年、ADB他）を第 3 次産業が占めており、

主にエチオピア向け輸出品の輸送および港湾役務提供による収入、並びに駐留軍関連の役務・

借料収入および外国援助に依存している。 

表 1に、近年の GDPの推移を示す。近年は、湾岸諸国や中国からの投資が増加しており、エ

チオピアのアジスアベバとジブチ市をつなぐ旅客及び貨物鉄道の開通やドラレ・コンテナター

ミナルの開港等、「アフリカの物流拠点」を目指したインフラ整備が実施されている。 

表1 ＧＤＰの推移 

2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年

名目 GDP 
（百万ｼﾞﾌﾞﾁﾌﾗﾝ） 

150,658 174,801 186,449 200,578 220,222 240,569 258,658 282,228 306,896 335,669

実質 GDP * 
（百万ｼﾞﾌﾞﾁﾌﾗﾝ） 

85,601 90,571 95,127 98,444 102,843 107,822 113,213 120,006 127,807 136,114

GDP成長率（%） 5.08 5.81 5.03 3.49 4.47 4.84 5.00 6.00 6.50 7.00

インフレ率（%） 4.97 11.96 1.67 3.95 5.07 3.74 2.40 2.94 2.10 3.00

出所：International Monetary Fund, "World Economic Outlook Database 2018" 
備考： *：実質 GDPの基準年は 1990年、為替レート（参考）：1ジブチフラン＝0.61円（2018年 4月） 

このような堅調な経済成長の一方で、経済成長の恩恵が地方部にまで配分されず、首都ジブ

チ市と地方の貧富の格差が顕著になってきている。それに加えて、気候変動の影響により繰り

返される干ばつ被害のために地方部の農業・牧畜生産力が低下し、地方部での生活環境が更に

悪化し、首都への人口流入が加速化している。その結果、都市部近郊の人口が膨れあがり、労

働力の飽和・競合が発生し、失業率の更なる上昇をもたらしている。 

２ プロジェクトの背景、経緯及び概要 

「ジ」国は人口約 99.3万人（2017年、DISED）を抱え、紅海の入り口であるアデン湾に面し

た地政学上重要な国である。近年 10％の経済成長を続けるエチオピアを後背地におくジブチ港

の港湾収入は同国財政を支え、エチオピアへの物流網であるジブチ回廊の起点ともなっており、
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地域のゲートウェイとしての機能を果たしている。 

「ジ」国政府は国家開発計画の実施戦略である 5 か年計画「成長加速化と雇用促進戦略

（2015-2019）」（前出の開発計画「SCAPE」）の 4本柱のうち、「経済インフラ整備や民間セクタ

ー競争力強化による経済成長」を第一の柱とし、運輸交通セクターでは競争力のある国際物流

網整備を進めることと国内の地域開発促進と格差是正に向けた国内輸送網の充実が重要戦略と

されているが、国道 1,193kmのアスファルト舗装率は 48％に過ぎず、舗装率向上と道路状況改

善に向けた道路整備・改修が「SCAPE」において重要課題とされている。 

「ジ」国の国道 1 号は、ジブチ港が位置する首都ジブチからエチオピア国境のあるガラフィ

までの 219kmを繋ぐ最重要幹線道路であり、隣国エチオピアの輸入物資の 9割以上が通過する

（出所：「ジブチ回廊情報収集・確認調査」報告書（2017年））ジブチ回廊の大動脈である。国

道 1 号はこれまでに、全区間舗装されているが、エチオピアとの国境であるガラフィ国境の通

過車両数は 2013年から 2017年の 4年間で倍増（税関情報より道路局推計）していることから、

ポットホールや路肩の損傷、舗装の剥離等が著しく進行している。特に、ガラフィ付近は通関

業務のため渋滞が発生し、停車車両を避けて大型車両が舗装端部を通過するため路肩の損傷が

加速し、通行に時間を要するとともに、大型車両の安全な走行が確保されていない。そのため、

「ジ」国の国際物流網の中心的役割を果たす国道 1 号のボトルネック区間を改修する事業は、

「SCAPE」が目指す国際物流網強化に資するものとして位置付けられている。 

上述の状況を受け、「ジ」国政府は我が国に対して、国道１号改修事業に係る無償資金協力の

正式要請書を 2017年 12月に発出した。 

３ 調査結果の概要とプロジェクトの内容 

JICAは、本調査の第一次現地調査として 2018年 3月 16日から同年 5月 2日、第二次現地調

査として同年 10月 18日から同年 10月 29日まで「ジ」国に調査団を派遣し、本計画に係る道

路整備の要請内容の確認を行い、「ジ」国側実施機関である設備運輸省道路局（以下、「道路局」

という。）が自前予算により国内で道路整備を実施する対象サイトの現地調査を実施した。帰国

後に現地調査結果を基に国内解析を行い、概略設計を実施すると共に、概略事業費の積算を行

った。 

しかしながら、国内解析期間中に「ジ」国政府より、当該案件の日本への要請取り下げ、ま

たは対象区間の変更にかかる要請を受けた。「ジ」国政府と協議を重ねた結果、要請区間は当初

の計画どおり日本が実施することとなったが、日本国外務省において、対ジブチ共和国「国道

一号線改修計画」協力準備調査を中止し、経済社会開発計画での実施を決定した。これを受け

て、JICAは本調査結果をまとめた報告書案を作成し、現地説明を実施した。 

本計画対象は、国道 1号のエチオピア国境地点からヨボキ方向への延長 20.69kmを対象区間

とした道路建設を実施することとする。また、本対象区間内のうち、降雨時に冠水し通行不能

を引き起こす既設の洗い越し構造を全てボックスカルバートに更新するとともに、交通安全の

ための各種付帯施設を設置することにより、通年通行を可能とする高水準な国際幹線道路とし

て整備することとする。これにより、協力対象地域における旅客・物流の増加、通行所要時間
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の短縮、通行不能期間の解消、安全な交通空間の確保などが期待される。 

表 2に、本計画対象の概要を示す。 

表2 協力対象事業の投入概要 

項 目 投入規模 

加熱混合アスファルト舗装による道路整備（国境付近を除く） 20,275m

セメントコンクリート舗装による国境施設付近の車道整備 415m

ワジ横断部の渡河構造物（ボックスカルバート）の整備 7箇所

雨水排水構造物（ボックスカルバート）の整備 33箇所

標識、ガードレール、路面表示などの付帯施設整備 1式
出所：調査団作成 

４ プロジェクトの工期及び概略事業費 

本計画の所要工期は、我が国無償資金協力ガイドラインに基づき、実施設計から入札業務、

施工監理を含めて 27.0ヶ月である。 

本計画における日本側負担事業費は、調達業者契約認証まで非公表。 

なお、これら工期及び概算事業費については JICAの確認を取ったものではない。 

表3 概略事業費 

内訳 概略事業費 備考 

日本側負担事業費 －  

相手国負担事業費 400万円 口座開設に基づく銀行手数料等 
交換レート：1米ドル=109.22円 

５ プロジェクトの評価 

本計画の妥当性及び有効性を以下に示す。 

(1) 妥当性 

我が国は、対「ジ」国支援について地域安定化の基盤の強化と経済社会に寄与すること（大

目標）をめざして以下の重点支援分野を設定している 

Ⅰ. 持続可能な発展のための経済社会基盤整備 

Ⅱ. 経済社会開発を下支えする人材の育成 

Ⅲ. 地域の安定化努力強化 

本計画は、上記のⅠに合致するもので、我が国の対「ジ」国支援の方針との整合性が高いも

のといえる。協力対象とする国道 1 号は、隣接するエチオピアとの交易のため「ジ」国政府よ

り最重要路線に位置付けられており、安定した交通確保のための道路改善が喫緊の課題とされ

ている。 

以上の背景から、本協力対象道路は改修事業の緊急性が高く、「ジ」国政府により持続可能な
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発展のための整備優先路線に位置付けられていることから、本計画の妥当性は高い。 

(2) 有効性 

本計画において道路整備が実現した際の定量的効果を表 4に示す。 

表4 道路整備の定量的効果 

 指標 
基準値 
(2018年) 

目標値 
(2024年) 

1 旅客数 50人/日 1 90人/日 2 
2 貨物量 32,900トン/日 3 37,900トン/日 4 
3 対象 20km区間の非混雑時の平均所要時間 約 1時間 5 20分 6 
4 ワジの氾濫による通行止めの発生頻度 10回/年 7 0回/年 
備考 1 基準値は現地調査および聞き取り調査結果により設定。 

2 目標値は 2018年の基準値から年増加率を 10%として算定。 
3 基準値は 2018年平均日交通量 940台/日･方向に大型車 1台あたり貨物量を 35トンとして算定。 
4 目標値は 2024年平均日交通量 1,083台/日･方向に大型車 1台あたり貨物量を 35トンとして算定。 
5 基準値は実走行結果により設定。 
6 平均時速 60kmとして設定。 
7 道路局への聞取り調査結果より設定。 

表 4に示す指標のうち、「1」及び「2」は目標年次において実施機関が交通量調査を行うこと

により測定、「3」は実施機関が整備対象区間を実走行することにより測定、「4」はディキル維

持管理基地や周辺住民への聞き取り調査により確認が可能である。 

また、上記に挙げた定量的効果に加え、対象道路整備によって物資輸送の円滑化、走行性の

改善、交通安全対策、医療や教育への社会サービスへのアクセス向上等、様々な定性的効果が

期待できる。 

なお、これら評価項目については先方実施機関の確認を取ったものではない。 
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ジブチ国国道一号線改修計画準備調査 

巻頭写真 (1/2) 

【関係者協議及び現地状況】 

実施機関（設備運輸省道路局）との全体協議 

インセプションレポートに基づく道路局との協議を通じ

て、本調査の対象区間、調査項目等について説明を行った。

設備運輸大臣への表敬訪問 
設備運輸大臣との面談を通じて、本調査の概要説明及び調査

への協力要請を行った。 

国道 1号周辺の様子(ヨボキ～ガラフィ間の一般的な景観)

国道 1号の対象区間周辺はほとんど草木のない土漠が広が

る。一部区間では損傷した道路の迂回路としてトラックや

トレーラーが土漠を頻繁に走行している。 

国道 1号の様子(ヨボキ～ガラフィ間の舗装消失状況) 

舗装の破損が激しくアスファルト舗装はほとんど残ってない

箇所が多く見られる。 

国道 1号の既設洗い越し 

対象区間に設置されている洗い越し構造物の様子（合計 6

箇所）。越流区間は周辺に比べ、舗装破損程度が顕著な状況

である。 

国道 1号の様子(ヨボキ～ガラフィ間の既設舗装) 

通行困難な車道を避け、路肩を利用して走行しており舗装端

部の削剥が進行することにより舗装幅が狭まる一方である。

1 2

3 4

5 6 



 

 

ジブチ国国道一号線改修計画準備調査 

巻頭写真 (2/2) 

【現地状況】 

 

ガラフィ国境のカスタム 

ガラフィ国境では軽微なシステムにより国境を通過する貨

物車を検査している。貨物の大型化が進みゲートを通過で

きないトラック等が迂回路を通過している状況である。 

国境のコンクリート杭 

緩衝地帯（No-man’s Land）のエチオピア国境地点（写真中

央のコンクリート杭）を本事業終点とする。 

国境付近ガラフィ村の井戸施設 

ガラフィ村の水源となる深井戸施設。国境から約 4km 地点

に位置しており、村までは給水管(PVC)で配水されている。 

国道 1号での横転事故 

国道 1号の沿道では不安定な路面状態等に起因するトラック

やトレーラーの横転事故が頻発している。 

ジブチ市内の橋梁 

中国により建設されている橋梁（国道 1号線、ジブチ市内)。

国道 1号線の EU支援区間 

ジブチからディキルに至る延長 120km 区間のうち、52km 区間

の道路支援事業が 2015 年までに実施された。 
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第 1 章 プロジェクトの背景・経緯 

１-１ 当該セクターの現状と課題 

１-１-１ 現状と課題 

ジブチ共和国（以下、「ジ」国という。）の道路総延長（約 1,806km）の内、舗装道路は全体

の約 43%（約 778km）にとどまっている。この内、国道の舗装率は 48％、市内道路の舗装率は

33%と低く、国や地方経済の成長や、国民生活の質の向上、社会サービスへのアクセスを妨げ

る要因となっている。また、地域格差を拡大し社会の安定を阻害する要因ともなり、国内企業

や外国企業の投資意欲を削ぐ要因ともなる。 

設備運輸省道路局（以下、「道路局」という。）は、「ジ」国の道路管理者として既存道路の維

持管理・補修業務を担っているが、技術や財政不足等により、道路維持管理業務に遅れが生じ

ている。 

表１-１.１に、道路局が管轄する道路種別（国道、市内道路）ごとの延長を示す。 

表１-１.１ 設備運輸省管轄道路の道路延長（2018年 4月時点） 

舗装種別 
道路延長（km） 

国 道 市内道路 計 

アスファルト系舗装 574（48％） 204（33％） 778（43％）

砕石舗装 619（52％） 409（67％） 1,028（57％）

計 1,193（100％） 613（100％） 1,806（100％）

出所：道路局 

また、表１-１.２及び表１-１.３に、道道路局管轄道路の舗装種別ごとの延長を示す。 
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表１-１.２ 設備運輸省道路局管轄の国道延長（2018年 4月時点） 

路線名 

国 道 (km) 

アスファルト系舗装 
未舗装 総延長 舗装率(%)

良好 可 計 

国道 1 号 98.0 121.0 219.0 0.0 219.0 100.0%
国道 2 号 27.0 0.0 27.0 0.0 27.0 100.0%
国道 3 号 15.0 0.0 15.0 0.0 15.0 100.0%
国道 4 号 8.0 0.0 8.0 0.0 8.0 100.0%
国道 5 号 0.0 17.0 17.0 48.0 65.0 26.0%
国道 6 号 0.0 0.0 0.0 75.0 75.0 0.0%
国道 7 号 0.0 0.0 0.0 68.0 68.0 0.0%
国道 8 号 0.0 0.0 0.0 29.0 29.0 0.0%
国道 9 号 0.0 122.0 122.0 0.0 122.0 100.0%
国道 10 号 0.0 0.0 0.0 16.0 16.0 0.0%
国道 11 号 94.0 0.0 94.0 30.0 124.0 75.8%
国道 12 号 0.0 0.0 0.0 15.0 15.0 0.0%
国道 13 号 0.0 0.0 0.0 33.0 33.0 0.0%
国道 14 号 62.0 0.0 62.0 0.0 62.0 100.0%
国道 15 号 0.0 0.0 0.0 102.0 102.0 0.0%
国道 16 号 0.0 0.0 0.0 115.0 115.0 0.0%
国道 17 号 5.0 0.0 5.0 0.0 5.0 100.0%
国道 18 号 0.0 0.0 0.0 88.0 88.0 0.0%
国道 19 号 9.0 0.0 9.0 0.0 9.0 100.0%
国 道 計 318.0 256.0 574.0 619.0 1193.0 48.1%

出所：道路局 

表１-１.３ 設備運輸省道路局管轄の市内道路延長（2018年 4月時点） 

地区名 
市内道路(km) 

アスファルト

系舗装 
未舗装 計 舗装率(%) 

市 地区 

ジブチ 
 

ラスディカ 38.79 7.30 46.09 84.2%

ブラオス 114.38 156.17 270.55 42.3%

バルバラ 35.97 213.27 249.24 14.4%

小計 189.14 376.74 565.88 33.4%

アリサビエ  3.78 8.55 12.33 30.7%

ディキル  0.81 6.67 7.48 10.8%

アルタ  4.24 6.60 10.84 39.1%

タジュラ  3.80 3.69 7.49 50.7%

オボック  2.83 4.88 7.71 36.7%

ジブチ市以外 小計 15.46 30.39 45.85 33.7%

市内道路 合計 204.60 408.13 612.73 33.4%
出所：道路局 

本計画対象路線である国道１号は、ジブチ港が位置する首都ジブチからエチオピア国境のあ

るガラフィまでの 219kmを繋ぐ最重要幹線道路であり、隣国エチオピアの輸入物資の 9割以上

が通過する（出所：「ジブチ回廊情報収集・確認調査」報告書（2017年））ジブチ回廊の大動脈

である。国道１号はこれまでに、全区間舗装されているが、エチオピアとの国境であるガラフ
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ィ国境の通過車両数は 2013年から 2017年の 4年間で倍増（税関情報より道路局推計）してい

ることから、ポットホールや路肩の損傷、舗装の剥離等が著しく進行している。特に、ガラフ

ィ付近は通関業務のため渋滞が発生し、停車車両を避けて大型車両が舗装端部を通過するため

路肩の損傷が加速し、通行に時間を要するとともに、大型車両の安全な走行が確保されていな

い。 

かかる状況下、国道 1号の改修は「ジ」国政府にとって喫際の課題とされており、「ジ」国内

のアクセス向上だけでなく、「ジ」国の交易の主要国であるエチオピアとの安定的な物流確保に

寄与するものである。 

１-１-２ 開発計画 

「ジ」国政府は、2011年より「Vision Djibouti 2035」の策定作業を開始し、以下の 4項目が国

家開発計画の柱として設定された。 

 グッドガバナンス 

 競争力のある多様化した経済、均衡のとれた国土整備 

 社会進歩の拡大、機会均等に関する人的資本の開発、国内の能力育成と活用 

 地域統合への「ジ」国の参加と国際協力 

また、「Vision Djibouti 2035」の策定に伴い、住民組織や大学、NGO等の代表者が集まり議論

を交わす参加型アプローチの成果である「Strategy of Accelerated Growth and Promotion of 

Employment (SCAPE)」（以下、「SCAPE」という。）が策定された。「SCAPE」は、より計画の運

用に焦点をあてた最初の中期計画で、2015 年から 2019 年までを対象期間とした中期計画であ

る。 

この「SCAPE」の中では、2019年を目標年次とした以下 10項目のゴールが定められている。 

1. 成長の加速：毎年 10%の GDP成長率と一人あたり 6%の所得増 

2. 失業者の削減：失業率を 38%まで削減 

3. 最貧困層の削減：最貧困層を 20%削減 

4. 地域ハブの創出：大規模な経済インフラへの投資 

5. 教育と訓練の改善：初等教育の普及と市場ニーズに合った職業訓練システムの構築 

6. 全国へ健康管理の普及：死亡率を妊産婦 15%、乳幼児 25%、幼児 30%削減 

7. ジェンダーや社会的弱者への不平等の削減：男女ともに初等教育を 100%、中・高等教育

を 85%以上、女性の識字率を 60%以上まで向上 

8. 水問題の解決：水へのアクセスを 85%以上に向上 

9. 不安定な住宅の削減：所得が 150,000DJF以下の人々へ優先的な住宅供給 

10. 気候変動への備え：地域住民の強靭化 

また、運輸交通セクターにおける開発の柱として、以下の方針が設定されている。 

期待する成果：旅客および物流のニーズを満たすべく、国道網を強化 

目標値：国道のアスファルト舗装率を現在の 41%から 2019年に 82%へ 
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舗装状態の良好な道路の割合を現在の 36%から 2019年に 82%へ 

戦略的方向性：需要を満たし国内交通を強化する国道網の整備 

4つの優先課題： 

 アスファルト道路網の拡大と復旧 

 道路網の構造および制度の整備 

 道路維持管理の改善 

 道路整備資金調達の改善 

さらに、運輸交通セクターにおける SCAPEへの貢献として、「物流システムの維持強化によ

ってジブチはエチオピアの第一の港としての地位を確実にすることが不可欠」とされている。 

本計画による国道 1号対象区間の整備事業は、「ジ」国政府が掲げる以上の開発計画に合致す

るものである。 

１-１-３ 社会経済状況 

（１）国家概況 

「ジ」国は、人口 99.3万人（2017年、Direction de la Statistiques et des Etudes Démographiques: 

DISED）、面積 23,200平方キロメートル（四国の約 1.3倍）と小規模ながら、紅海を通じて欧州

と中東およびアジアとを結ぶ海上輸送の要衝であり、アフリカと中東沿岸諸国とを結ぶ東アフ

リカ内陸への出入口という地政学上重要な場所に位置する。2001 年に 10 年余り続いた内戦が

終結したのちは政治的安定を保っており、「アフリカの角」地域の安定およびテロ対策のために

欧米諸国の軍が駐留している。また、近年はソマリア沖海賊対策の拠点として国際社会から注

目されており、2009 年から我が国の自衛隊も「ジ」国を拠点として海賊対処のための活動を行

っている。 

「ジ」国の国土の大部分は土漠地帯で農業は未発達であり、遊牧民による牧畜は伝統的かつ

非商業的なものにすぎず、さらに水資源・地下資源にも恵まれていない。第 1 次産業および第

2 次産業の発展が遅れており、GDPの 77.4％（2013年、ADB他）を第 3 次産業が占めており、

主にエチオピア向け輸出品の輸送および港湾役務提供による収入、並びに駐留軍関連の役務・

借料収入および外国援助に依存している。 

表１-１.４に、GDP の産業別比率を示す。エチオピアとの貿易、港湾事業が好調であり、経

済は比較的堅調である。 

表１-１.４ ＧＤＰ の産業別比率 

2008年 2013年 

第 1次産業 農業、林業、漁業、狩猟/採集 3.5 3.6
第 2次産業

 
鉱業 0.3 0.3

製造業 3.5 3.2

電力、ガス、水道 4.3 5.1

建設業 12.1 11.1

第 2次計 20.2 19.7

(%)
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第 3次産業
 

卸売、小売、自動車修理、ホテル、レストラン 19.3 22.6

運輸、倉庫、通信 32.0 27.6

金融、不動産、賃貸、企業向けサービス 8.5 8.6

公共サービス 15.5 17.8

その他サービス 1.0 0.8

第 3次計 76.3 77.4
合計 100.0 100.0

出所：AfDB, OECD, UNDP, UNECA "African Economic Outlook 2017" 

また、表１-１.５に GDPの推移を示す。近年は、湾岸諸国や中国からの投資が増加しており、

エチオピアのアジスアベバとジブチ市をつなぐ旅客及び貨物鉄道の開通やドラレ・コンテナタ

ーミナルの開港等、「アフリカの物流拠点」を目指したインフラ整備が実施されている。 

表１-１.５ ＧＤＰの推移 

2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年

名目 GDP 
（百万ｼﾞﾌﾞﾁﾌﾗﾝ） 

150,658 174,801 186,449 200,578 220,222 240,569 258,658 282,228 306,896 335,669

実質 GDP * 
（百万ｼﾞﾌﾞﾁﾌﾗﾝ） 

85,601 90,571 95,127 98,444 102,843 107,822 113,213 120,006 127,807 136,114

GDP成長率（%） 5.08 5.81 5.03 3.49 4.47 4.84 5.00 6.00 6.50 7.00

インフレ率（%） 4.97 11.96 1.67 3.95 5.07 3.74 2.40 2.94 2.10 3.00

出所：International Monetary Fund, "World Economic Outlook Database 2018" 
備考： *：実質 GDPの基準年は 1990年、為替レート（参考）：1ジブチフラン＝0.61円（2018年 4月） 

このような堅調な経済成長の一方で、経済成長の恩恵が地方部にまで配分されず、首都ジブ

チ市と地方の貧富の格差が顕著になってきている。それに加えて、気候変動の影響により繰り

返される干ばつ被害のために地方部の農業・牧畜生産力が低下し、地方部での生活環境が更に

悪化し、首都への人口流入が加速化している。その結果、都市部近郊の人口が膨れあがり、労

働力の飽和・競合が発生し、失業率の更なる上昇をもたらしている。 

表１-１.６に「ジ」国の財政収支を示す。近年、歳入は全体の 14～18％程度を外国からの贈

与に依存しており、さらに歳入に対して 30～50％程度の財政赤字が続いている。 

表１-１.６ 「ジ」国の財政収支 

単位：百万ジブチフラン 
     2014年 2015年 2016年 

歳入及び贈与 87,326 114,222 109,424

税収 52,600 61,779 63,349

  直接税 22,941 26,724 26,541

  間接税及びその他税 29,660 35,055 36,808

   間接税 26,485 31,280 31,948

   その他税 3,175 3,775 4,860

税以外の国内収入 8,684 13,037 11,777

税以外の国外収入 12,843 18,286 19,285

贈与   13,199 21,120 15,013

  開発プロジェクト 9,521 8,474 6,500

  財政支援 3,678 12,646 8,513

歳出   114,392 180,805 162,750

経常支出 64,566 70,685 81,607
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  給与等 29,561 31,023 34,212

   給与 26,432 27,748 30,846

   住宅補助 3,129 3,275 3,366

  物品およびサービス 20,245 22,999 27,702

   民生向け 16,577 19,055 22,789

   軍事向け 3,668 3,944 4,913

  メンテナンス 1,456 1,320 1,403

  移転 10,955 12,239 12,767

  金利支払い 892 1,747 4,630

  海外資金による経常支出 1,456 1,357 893

投資   49,827 110,120 81,143

  国内資金による投資 19,368 30,704 15,188

  海外資金による投資 30,459 79,416 65,955

   贈与 9,521 8,474 6,500

   ローン 3,767 5,377 5,943

財政収支（ 贈与含む） -27,066 -66,582 -53,326

出所：I International Monetary Fund (2017.4) "Djibouti: Sixt/時 Review Under the Extended Credit 
Facility Arrangement and Request for Waivers of Nonobservance of Performance Criteria Staff Report" 
為替レート（参考）：1ジブチフラン＝0.61円（2018年 4月） 

（２）政治・行政 

「ジ」国は、大統領制で任期 5 年の大統領国家元首としている。国家行政は首相を頂点とし

た 17の省からなる。地方行政区分は 6の県によって構成され、それぞれに大統領によって任命

された知事が配置され、国の組織として地方行政を行っている。 

「ジ」国の国会は、各県を選挙区として選出された代議員 65名によって構成される。さらに、

各県には県民の選挙によって選出された議員による地方議会があり、議員の互選で選ばれた議

長がいる。地方議会は知事から委託された地方行政の一部を行っており、出生・死亡・婚姻等

の戸籍管理のほか、住居証明や貧困証明の発行を行っている。この他にもゴミの収集・処理、

建築許可、市場管理、公有地管理等が地方に委託されることになっているが、地方には独自の

財源がなく国からの配分も限られているため、現状、これらは国によって行われている。 

表１-１.７ 行政区域と人口（2016年） 

県名 面積( ) 県人口(人) 首都・県都 首都・県都人口(人)

ジブチ 500 576,686 ジブチ市(首都) 576,686

アルタ 1,100 51,418 アルタ市 16,088

アリサビエ 1,800 105,491 アリサビエ市 46,030

ディキル 7,200 107,917 ディキル市 30,193

タジュラ 7,000 105,194 タジュラ市 17,980

オボック 5,600 45,929 オボック市 14,202

計 23,200 992,635 計 701,180
出所：2017年統計局資料(DISED) 
備考：2009年に行われた人口と住宅の国勢調査（RGPH2009）時の将来推計人口の値 
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（３）対象道路沿道の社会状況 

1） 住民生活の状況 

本計画対象道路が通過するディキル県の人口は約 10.8万人であり、そのうちの約 3万人はデ

ィキル市に居住している。また、ディキル県内のうち、整備対象区間に所存するヨボキ及びガ

ラフィの人口は約 6,000 人である。対象区間沿道には、通行車両の運転手を客とする近隣に所

在する食堂、商店、休憩所などがあり、地域住民の主要な収入源となっている。また、町を外

れた奥地には遊牧民の住居地域が広がっており、井戸や学校のあるところでは小規模な集落が

形成されている。一例として、ヨボキのハンレー部落は国道 1号から 2kmほど離れたところに

あり、井戸の水で灌漑してデーツやマンゴ、トマトなどを栽培し、一部を町に出荷している。 

国道 1 号は経済回廊としての性格が強いが、支援物資の輸送路であるほか、医師の巡回診療

や急患の搬送路であるなど、周辺住民の生命線となっている。なお、協力対象地周辺に外来者

が滞在可能な宿泊施設は存在せず、安全面からも来訪者の滞在は厳しい環境である。 

2） 教育施設 

対象区間周辺の教育施設として、エチオピア国境近くのガラフィ集落内とヨボキに 1 校ずつ

小学校があり、2018年 4月時点の生徒数は、ガラフィ約 200人、ヨボキ約 400人である。中学

校はヨボキに 1校あり、2018年 4月時点の中学校生徒数は、約 300人である。 

3） 医療施設 

対象区間周辺の医療体制としては、ガラフィに医療施設はなく、ヨボキに診療所が設置され

ているが、医師はおらず、看護師 2 名で運営されている。しかし薬や病床などの備品・設備は

ほとんど何も供えられておらず、治療が必要な患者はディキル市内の病院に搬送する必要があ

る。 

なお、近年 JICAは、ディキル市内の病院へボランティアの看護師を派遣しており、日本によ

るディキル県への医療支援が継続して行われている。 

4） インフラ施設 

対象区間沿線の通信環境は、時間や場所により差はあるが、総じて悪い状況である。また、

電力事情に関しては、ヨボキとエチオピア国境近くのガラフィに低圧配電線が敷設されている。

しなしながら、ヨボキやガラフィ等の住民住居地域を除く国道１号沿線の大部分は、未電化地

域であり、街灯も整備されてない状況である。 

１-２ 無償資金協力の背景・経緯及び概要 

「ジ」国は人口約 99.3万人（2017年、DISED）を抱え、紅海の入り口であるアデン湾に面し

た地政学上重要な国である。近年 10％の経済成長を続けるエチオピアを後背地におくジブチ港

の港湾収入は同国財政を支え、エチオピアへの物流網であるジブチ回廊の起点ともなっており、

地域のゲートウェイとしての機能を果たしている。 
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「ジ」国政府は国家開発計画の実施戦略である 5 か年計画「成長加速化と雇用促進戦略

（2015-2019）」（前出の開発計画「SCAPE」）の 4本柱のうち、「経済インフラ整備や民間セクタ

ー競争力強化による経済成長」を第一の柱とし、運輸交通セクターでは競争力のある国際物流

網整備を進めることと国内の地域開発促進と格差是正に向けた国内輸送網の充実が重要戦略と

されているが、国道 1,193kmのアスファルト舗装率は 48％に過ぎず、舗装率向上と道路状況改

善に向けた道路整備・改修が「SCAPE」において重要課題とされている。 

「ジ」国の国道 1 号は、ジブチ港が位置する首都ジブチからエチオピア国境のあるガラフィ

までの 219kmを繋ぐ最重要幹線道路であり、隣国エチオピアの輸入物資の 9割以上が通過する

（出所：「ジブチ回廊情報収集・確認調査」報告書（2017年））ジブチ回廊の大動脈である。国

道 1 号はこれまでに、全区間舗装されているが、エチオピアとの国境であるガラフィ国境の通

過車両数は 2013年から 2017年の 4年間で倍増（税関情報より道路局推計）していることから、

ポットホールや路肩の損傷、舗装の剥離等が著しく進行している。特に、ガラフィ付近は通関

業務のため渋滞が発生し、停車車両を避けて大型車両が舗装端部を通過するため路肩の損傷が

加速し、通行に時間を要するとともに、大型車両の安全な走行が確保されていない。そのため、

「ジ」国の国際物流網の中心的役割を果たす国道 1 号のボトルネック区間を改修する事業は、

「SCAPE」が目指す国際物流網強化に資するものとして位置付けられている。 

上述の状況を受け、「ジ」国政府は我が国に対して、国道１号改修事業に係る無償資金協力の

正式要請書を 2017年 12月に発出した。 

上記要請を背景に、国際協力機構により、無償資金協力に係る本件準備調査が実施されるこ

ととなった。 

１-３ 我が国の援助動向 

（１）我が国の援助方針 

「ジ」国は、アジア、アフリカ及び欧州をつなぐ海上交通路の要衝に位置し、不安定な「ア

フリカの角」地域において、2001年の和平達成以降、国内情勢は安定しており、外交的にも我

が国を含め諸外国と良好な関係を築いている。また、ジブチ港は、エチオピア、南スーダンな

ど近隣内陸国への東アフリカ各国の物流拠点の 1 つとなっており、経済統合・連携を進める東

アフリカが引き続き堅調な経済成長を遂げる上で重要な機能を担っている。 

我が国の援助方針では、東アフリカの物流の拠点であるとともに海賊対策を始めとする国際

的課題に積極的に取り組む「ジ」国に対し、我が国が ODAを通じて支援することは、同国が抱

える様々な国内的課題の解決を後押しし、その安定と発展を促進するとともに、東アフリカ地

域や我が国を含む国際経済の安定的発展にも貢献することが期待されることから、意義が大き

いとし、以下の 3項目を重点分野としている。 

① 持続可能な発展のための経済社会基盤整備  

② 経済社会開発を下支えする人材の育成  

③ 地域の安定化努力強化  
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本計画は、上記分野の内、「①持続可能な発展のための経済社会基盤整備」に該当するもので

ある。 

（２）我が国の関連支援計画 

本計画と関連のある、過去の計画を表１-３.１に示す。 

表１-３.１ 過去の我が国の類似案件 

案件名 
年度 

（事業費） 
実施機関 案件概要 備考 

ジブティ共和国 道路

機材整備計画 
（一般無償資金協力） 

1993年度 
（約 6.2億円）

公共事業・ 
都市計画・ 
住宅省 

・道路整備機材の調達（ブル

ドーザ、ホイールローダ、

モーターグレーダ、ダンプ

トラック、タンデムロー

ラ、コンクリートミキサ、

高圧洗浄ポンプ等） 

道路 機材 整 備 対

象：公共事業局実施

の道路維持管理及

び砂利道整備、市街

地の排水・下水路の

維持管理 

ジブティ共和国 道路

網整備計画 
（一般無償資金協力） 

1996 年 度 ～

1998年度 
（約 20.6億円）

公共事業・

都市計画・

住宅省 

・道路整備（ジブチ市の都市

部道路[国道 1号、2号]） 
・道路整備用機材の調達（振

動ローラ、散水車、ワーク

ショップ工具、補給部品） 

改良対象道路総延

長（13.63km） [国道
1号：5.1km、2号：
8.53km] 

ジブチ共和国 道路維

持管理機材整備計画 
（一般無償資金協力） 

2015年度 
（約 12.39 億
円） 

設備運輸

省道路局 
・道路維持管理機材（ブルド

ーザ、エクスカベータ、ホ

イールローダ、モーターグ

レーダ、アスファルトフィ

ニッシャ、ダンプトラッ

ク、アスファルトプラント

等）及びワークショップ機

材（電気溶接機、オルタネ

ータ・スタータ試験機等） 

道路 機材 整 備 対

象：道路局実施の道

路維持管理及び舗

装・砂利道整備 

出所：調査団作成 

１-４ 他ドナーとの関連 

本計画と関連する道路・交通分野のドナー活動は以下の通りである。 

表１-４.１ 他ドナー・国際機関の活動内容(道路・交通分野) 

機関名 対象地域 概要 
世 界 銀 行
/World Bank 

ジブチ市内 ジブチ市内第 7 地区の道路を含むインフラ改修事業。現在実施中
で、2019年までの実施予定である。 

欧 州 連 合
/EU 

国道 1 号（ア
ルタ～ムルー

ド間） 

国道 1 号の内、アルタからムルード（国道 5 号との分岐点）まで
の 52km 区間の道路改修事業。2015 年に事業完了した。国道 1 号
では最も直近の改修事業であることから、同国道 219km の中では
舗装状況が良好な区間である。 

クエート 国道 11号 国道 1 号の北側を平行する道路であり、本事業はエチオピアに至
る国際幹線道路整備として位置付けられている。現在調査段階で

あり、事業区間・時期・事業費等は未定である。 
中国 「ジ」国南部 エチオピアの首都アジスアベバとジブチを結ぶ鉄道事業。2018 年

2月に運行を開始した。 
出所：道路局 
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第 2 章 プロジェクトを取り巻く状況 

２-１ プロジェクトの実施体制 

２-１-１ 組織・人員 

本計画の実施機関は設備運輸省道路局である。同局は、2013 年 11 月に行われた設備運輸省

組織改編において、旧機材局及び道路整備基金（FER）の統合により設立された。2018年 4月

時点で、同局には約 630名の職員が所属しており、国道 1号エチオピア方面の貨物車輌からの

料金収入を主な収入源として組織運営する独立採算制部局である。 

道路局の組織図を以下の図２-１.１に示す。 

 
注）太枠は本計画対象区間を所掌する工事・維持管理担当組織を示す。 
出所： 道路局 

図２-１.１ 道路局組織図 

道路局の組織下にある計画監理部、工事部、総務・財務部の 3部署は、それぞれ表２-１.１に

示す業務を所掌している。 

表２-１.１ 道路局3部署の所掌業務内容 

部 署 所掌業務内容 

計画監理部 調査（測量等）・計画、設計、直営及びドナー事業の工事監理等

工事部 道路建設・維持管理、機材運営・維持管理、建設材料生産等 

財務部 財務管理、通行料金徴収、人事、広報等 

出所： 道路局 

 

ディキル維持管理基地

タジュラ維持管理基地

バルバラ維持管理基地

施工監理課

 測量課

計画設計課

機材課

生産課

地域課

財務課

 総務課

開発課

道路局（局長） 

財 務 部工 事 部計画監理部
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道路局の 3 部署のうち、本計画において実施主体となるのは計画監理部及び工事部である。

各部の組織図を以下の図２-１.２、図２-１.３に示す。 

 
注）(  )内の数値は職員数 
出所：道路局 

図２-１.２ 設計監理部組織図（２０１８年４月時点） 

設計監理部は、施工監理課、測量課及び計画設計課から構成され、職員数 50名が所属する組

織である。ジブチ市内に所在しており、道路局が管轄するすべての道路の設計、維持管理計画

を担当している。整備対象道路の維持管理においても先ずは設計監理部より計画され、工事部

より実行されることになる。 

 
注）(  )内の数値は職員数 
出所：道路局 

図２-１.３ 工事部組織図（２０１８年１０月時点） 

工事部は、地域課、機材課及び生産課から構成され、2018年時点では職員数 233名（機材課：

67名、地域課：133名、生産課：33名）が所属する組織である。ジブチ市に所在するバルバラ

維持管理基地にディキル及びタジュラ統括拠点となる本部を構えている。また、地方拠点とし

課長       (1)
技師       (4)
技術職員   (3)
事務職員   (1)
職員数 計：9

計画設計課 
課長       (1) 
技師       (6)
技術職員   (7)
事務職員   (2)
その他    (3)
職員数 計：19

測量課 
課長       (1)
技師       (3)
技術職員   (8)
事務職員   (1)
職員数 計：13

施工監理課 

部長       (1) 
技師       (1) 
事務職員   (4) 
運転手     (2) 
その他     (1)
職員数 計：9 

計画監理部 
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てディキル市及びタジュラ市にそれぞれディキル維持管理基地（南部地域担当）、タジュラ維持

管理基地（北部地域担当）を展開しており、そのうち、ディキル県及びアリサビエ県内の道路

を管轄しているディキル維持管理基地が、本事業後の道路維持管理を担うこととなる。 

２-１-２ 財政・予算 

表２-１.２に、2013年～2018年における道路局の年間歳入・歳出を示す。 

表２-１.２ 道路局の年間歳入・歳出 

単位：ジブチフラン 
  2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年(予算)

歳 入 
通行料 1,036,627,200 1,170,118,800 1,330,000,000 1,574,823,600 1,522,929,600 1,750,000,000

補助金 249,000,000 249,000,000 249,000,000 257,500,000 234,745,712 400,000,000

その他 52,415,942 54,944,982 195,415,881 208,068,364 108,884,216 420,000,000

合 計 1,338,043,142 1,474,063,782 1,774,415,881 2,040,391,964 1,866,559,528 2,570,000,000

歳 出 
給与・手当 654,385,059 676,126,667 707,694,337 805,174,596 944,476,592 1,004,853,094

建設・整備 192,073,007 378,563,114 413,000,000 303,343,300 742,000,000 550,500,000

機材・整備 466,743,699 120,117,976 257,783,675 403,000,000 124,743,490 94,754,000

運営費 146,367,368 147,588,496 215,221,544 127,394,000 103,006,955 177,850,000

その他 28,500,865 39,263,116 47,100,000 163,000,000 － － 

合 計 1,488,069,998 1,361,659,369 1,640,799,556 1,801,911,896 1,914,227,037 1,827,957,094

出所：道路局 

本計画整備対象道路における日常（年 1回）及び定期（5年に 1回）維持管理に係る費用は、

年間約 15百万ジブチフランと推定される。供用開始後の年間維持管理費は、道路局の過去 5年

間の建設・整備費の約 4%であることから、「ジ」国にとって国道 1号が国際物流の最重要路線

であることを踏まえると、本計画後においても道路局は整備対象区間に必要な維持管理予算の

手当てができると判断される。 

２-１-３ 技術水準 

本計画による道路整備において関係する道路局の技術水準について以下に示す。 

（１） 設計に係る技術水準 

道路の調査・計画・設計を担当する計画監理部は、全ての職員が 2013年の道路局設立以降に

新規雇用された若手職員であり、実務経験は乏しい。技術基準類については、「ジ」国の技術基

準が整備されていない状況の中、フランスの技術基準等の図書も道路局内に整備されていない

ため、担当職員が個人レベルでインターネット等でその都度検索し、適用可能と判断されるも

のを参照している。「ジ」国では大規模な道路整備事業はドナー支援で実施されているため、新

規道路建設事業や大規模改修事業のような本格的な計画・設計を自ら実施する必要性がこれま

で無かったのが実情である。 

（２） 施工に係る技術水準 

施工に関しては、主に道路の維持補修を対象とした直営工事の実施を工事部が担当し、民間

施工業者による工事や直営工事の施工監理を計画監理部の施工監理課が担当している。 
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工事部が実施する直営工事の主な内容は、舗装道路のポットホールや路肩損傷個所の修繕、

舗装打替え、堆積・落石の除去、及び未舗装道路の路面整形、コーズウエイの補修作業である。

工事部ではこれまで、1998年に我が国が調達した建設機械の修理を繰り返しながら活用してき

た。2017年には、再び我が国無償資金協力で道路維持管理機材の調達及びそれに係る技術指導

を受けたことから、道路建設及び補修工事に必要な機材は充実し、それらを活用した施工技術

も大幅に改善された。 

（３） 維持管理に係る技術水準 

道路維持管理に関しては、道路データベースの整備や維持管理計画は、計画監理部の計画設

計課が担当しているが、補修工事の実施は前述のとおり工事部が担当している。 

道路局による道路維持管理はこれまで体系的な管理がなされておらず、その都度緊急度の高

い箇所、特にジブチ市内を集中的に補修するという状況であった。道路局は国内全ての道路を

管轄しているにもかかわらず、国道の道路延長や舗装種別が把握・管理されている程度であっ

た。かかる状況を踏まえ、無償資金協力「道路維持管理機材整備計画」によるソフトコンポー

ネントとして、体系的な道路維持管理を目的に、道路の区分から道路名・道路番号の登録、道

路台帳の整備、維持管理計画までの一連の技術指導が行われた。同技術指導は、道路局職員に

対して 2017年に実施され、維持管理に係る一定の技術が習得された。 

２-１-４ 既存施設・機材 

（１） 既存施設 

本計画における管理者である道路局は、道路管理施設として、以下の３つの維持管理基地を

有している。 

1) バルバラ維持管理基地（工事部本部） 

所 在 地： ジブチ市バルバラ地区 

役  割： 全維持管理基地の統括拠点 

「ジ」国中部地域（ジブチ県及びアルタ県）の道路維持管理 

民間に発注する道路建設・改修工事の管理 

道路局が直営で実施する道路建設・改修工事の実施と管理 

2) ディキル維持管理基地 

所 在 地： ディキル市 

役  割： 「ジ」国南部地域ディキル県及びアリサビエ県の道路維持管理 

3) タジュラ維持管理基地 

所 在 地： タジュラ市 

役  割： 「ジ」国北部地域（タジュラ県及びオボック県）の道路維持管理 

上記のうち、本計画対象道路区間の維持管理を担当するディキル維持管理基地が保有する機

材は、表２-１.３の通りである。これらは全て 2018年までに我が国無償資金協力「道路維持管

理機材整備計画」で調達され、ディキル維持管理基地に配置された機材である。さらに、大規
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模な道路改修・維持管理の際に必要な土工建設機材（ブルドーザ、エクスカベータ等）、舗装機

材（アスファルトフィニッシャ、振動ローラ等）についても、同無償資金協力により統括拠点

であるバルバラ維持管理基地に対して調達されている。これらの新規に調達した機材一式によ

り、対象道路の補修・維持管理に必要な機材は十分であると言える。 

表２-１.３ ディキル維持管理基地の保有機材 

No. 機材名 機材数量 

(1) 道路維持管理機材 

1 ハンドガイドローラ 1 

2 プレートコンパクタ 1 

3 ランマ 1 

4 アスファルトカッタ 1 

5 アスファルトスプレイヤ 1 

6 アスファルトバーナ 1 

7 コンクリートミキサ（0.8 m3） 1 

8 コンクリートミキサ（0.5 m3） 1 

9 キャブバッククレーン 1 

10 移動式ワークショップ 1 

11 安全管理・工事管理車両 1 

12 ラインマーカ 1 

13 アスファルトプラント 1 

14 砕石プラント 1 

(2) ワークショップ機材 

1 発電機（80 kVA） 1 

2 エアコンプレッサ(2.2 kW) 1 

3 電気溶接機 1 

4 高圧洗浄機 1 

5 メカニック用工具セット 2 

出所：「道路維持管理機材整備計画」準備調査報告書（2015年）、JICA 

２-２ プロジェクトサイト及び周辺の状況 

２-２-１ 関連インフラの整備状況 

（１） 道路の現況 

本計画の整備対象道路である国道 1 号は「ジ」国の南部を横断する路線であり、隣国エチオ

ピアとの交易を担う最重要路線である。ジブチ市を起点とする国道 1号は、「ジ」国の主要都市

であるディキル市を経由し、エチオピア国境のガラフィまでの約 219km区間である。国道 1号

の道路改修状況としては、ジブチ市～ディキル市間の EU支援事業区間の約 50kmを除き、道路

改修から 10 年以上経っている。特に、ディキル市からエチオピア国境までの約 100km 区間は

舗装損傷程度が激しく、走行速度は平均 30km/時未満である。国道 1号全線の改修状況を表２-

２.１に示す。 

 

 



2-6 

表２-２.１ 国道1号の道路改修状況 

国境（ガラフィ） ヨボキ ディキル
国道5号
交差部 アルタ ジブチ

21
9

20
0

18
0

16
0

14
0

12
0

10
0

80 60 40 20 0

10km

2015
EU

HAWK
舗装幅 10.0m
表層 12cm

上層路盤 25cm
下層路盤

(礫混じり土砂)
50cm

6millio
n

EUR

25 cm 25 cm

工事費 9 million US - - 25 million EUR -

20 cm 情報なし 情報なし 情報なし 情報なし

COSMEZZ+Colas COSMEZZ

舗
装

6.5 m 7.2 m 7.2 m 9.0 m 7.0 m
4 cm 4cm 4cm 12 cm 12 cm

15 cm 20 cm 20 cm

1995
資金先 世界銀行 世界銀行 世界銀行 EU イタリア

2010

道
路
改
修
状
況

完工年 2003 2004 2003

施工会社 HAWK VERZI HAWK

測点

国道1号線（RN1） 82km 20km 42km 24km41km

国道9号
交差部

 
出所： 道路局及び施工会社への聞き取り調査に基づき調査団作成 
 

本計画対象区間であるエチオピア国境ガラフィから約 20kmは、1970年代に国道 1号として

整備されてから世銀支援事業により道 2003年までに路改修工事が行われている。当時改修工事

の幅員と舗装構成は、図２-２.１示す通り舗装幅 6.5m のアスファルト舗装（厚さ t=4cm）、路

肩面は砕石仕上げとなっており、保護路肩を含む全幅は 9.5mである。 

 
出所： 道路局 

図２-２.１ 国道1号対象区間の既存道路標準横断図（2003年完工） 

2003年の改修時点の大型車交通量は現在と比べ大幅に少なく、舗装構成も簡易なものである。

近年の急速な大型車交通量増加に伴い、この簡易な舗装構成では大型車の荷重に耐えることが

できず、既設舗装の損傷・劣化が急速に進行している。図２-２.２に、本計画対象区間における

典型的な道路状況を示す。 
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出所：調査団作成 

図２-２.２ 道路舗装対象区間の損傷状況（国境から16km付近） 

図２-２.２に見られるように、既設舗装にはポットホールやひび割れ、面荒れ等、舗装路面の

著しい損傷・劣化がみられる。大型車両の多くは通行困難な車道を避け、路肩もしくは路外を

走行しており、路肩はみ出し等に起因する舗装端部の削剥が進行することにより舗装幅が狭ま

る一方である。さらに、不安定な路面を走行するため、大型車両の横転事故が多発している。 

次に、対象区間の現地確認による舗装損傷調査結果を図２-２.３に示す。 

 
出所：調査団作成 

図２-２.３ 国道1号対象区間の舗装損傷調査結果 

図２-２.３は、現地調査により舗装損傷程度を大きく 3 段階（区分 A、B、C）に評価した結

果である。道路平面および縦断線形が不利な区間に舗装損傷が集中している傾向があり、平均

走行速度はそれぞれ時速 50、30、10km 程度である。ポットホールや横断クラックによる損傷
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は、ワジ近傍（走行速度の変化地点・洪水時の越流範囲）や高盛土に多く認められる。また、

舗装肩の損傷は、大型車両同士がすれ違う際に車道幅が狭く車道と路肩を交互に通過するため、

舗装端部が逐次破壊を起こし、舗装幅が狭まる個所が多く見られる。特に区分 B、C 区間につ

いては損傷が激しく車道上の走行は困難である。損傷程度が比較的に良好な区間（区分 A）に

ついては、工費削減と工期短縮を考慮し、既設舗装を評価して活用することが考えられる。 

本計画対象区間の既設構造物については、ワジを渡河する洗い越し 6 箇所、横断カルバート

21 箇所の計 27 箇所がする。洗い越し区間はコンクリート舗装であるものの、路面損傷が他区

間より著しく、また降雨時には冠水によって通行不能となることがある。本計画により既存道

路の拡幅を検討する際には、既設カルバートは劣化や損傷が激しく、さらに拡幅により構造物

延長が不足することとなるため、再構築が必要であると判断される。対象区間の主要な既設構

造物を表２-２.２に、全構造物のリストを表２-２.３にそれぞれ示す。（全箇所の既設構造物の状

況は、は、添付資料 7-2「既存構造物調査表」参照） 

表２-２.２ 主要な既設構造物 

PK. 213+852：洗い越し PK. 198+863.9：2連ボックス 

・ 洗掘防止のため、下流側にコンクリート版（幅
20m、傾斜 15度、厚さ 40cm）が設置されてい
る。 

・ 現道と河床の高低差は約 5mと高く、安全附帯
工としてコンクリートポールが設置されてい
るが、ほとんどが破壊されている。 

・ 吐口側に著しい洗掘がみられる。 
・ ボックス内に堆積物は確認できない。 
・ コンクリート部に多くのひび割れが見られる。

出所：調査団作成 
 



2-9 

表２-２.３ 対象区間の既設構造物リスト 

断面寸法 延長

B×H, (mm) L(m)

1 197+484.800 パイプカルバート 1000 9.8 ◯ 延長不足、損傷多数

2 197+792.900 パイプカルバート 800 11.0 ◯ 延長不足、損傷多数

3 198+019 パイプカルバート 800 9.7 ◯ 延長不足、損傷多数

4 198+269.500 パイプカルバート 800 11.0 ◯ 延長不足、損傷多数

5 198+485.200 パイプカルバート 800 11.0 ◯ 延長不足、損傷多数

6 198+692.900 パイプカルバート 800 9.7 ◯ 延長不足、損傷多数

7 198+863.900 ボックスカルバート 1000×1000(2連) 11.0 ◯ 延長不足、損傷多数

8 199+279.100 パイプカルバート 1000(2連) 15.0 ◯ 延長不足、損傷多数

9 200+376.500 パイプカルバート 600 8.4 ◯ 延長不足、損傷多数

10 201+942.900 パイプカルバート 600 8.7 延長不足、損傷多数

11 202+800 パイプカルバート 600 9.5 ◯ 延長不足、損傷多数

12 208+790.600 パイプカルバート 600 9.5 ◯ 延長不足、損傷多数

13 209+191.600 パイプカルバート 600 9.2 ◯ 延長不足、損傷多数

14 211+872.400 ボックスカルバート 2000×1500 8.4 ◯ 延長不足、損傷多数

15 211+992 洗い越し - 30.0 ◯ 洗い越し不適

16 212+288 洗い越し - 30.0 ◯ 洗い越し不適

17 212+550 洗い越し - 30.0 ◯ 洗い越し不適

18 212+753.700 ボックスカルバート 1000×800 10.0 ◯ 延長不足、損傷多数

19 212+819 パイプカルバート 600(2連) 8.8 ◯ 延長不足、損傷多数

20 213+126.700 パイプカルバート 600 9.0 ◯ 延長不足、損傷多数

21 213+355.100 パイプカルバート 600 9.0 ◯ 延長不足、損傷多数

22 213+411.300 パイプカルバート 600 9.0 ◯ 延長不足、損傷多数

23 213+514.700 ボックスカルバート 2000×1500 10.0 ◯ 延長不足、損傷多数

24 213+852 洗い越し - 80.0 ◯ 洗い越し不適

26 216+765 洗い越し - 30.0 ◯ 洗い越し不適

27 217+875.400 パイプカルバート 800 9.0 ◯ 延長不足、損傷多数

214+70025 洗い越し不適◯50.0-洗い越し

測点 構造物形式
渡河構造物の新設、
再構築の必要性

番号

 
出所：調査団作成 

（２） 交通事故の現況 

世界保健機関（WHO」の 2017年交通事故データによると、「ジ」国全体の交通事故による死

者数は 221人と報告されている。これは、人口 10万人当りの死者数は 30.82人であることを示

し、日本の 3.23人（2014年）の約 10倍に相当する（表２-２.４参照）。そのため、「ジ」国にお

いて交通事故が深刻な問題であることが分かる。 

 表２-２.４ 交通事故による死者数データ 

項目 
日本 

（2014年） 
「ジ」国 
（2017年） 

死者数 4,113人 221人

人口 10万人当り死者数 3.23人 30.82人

出所：日本は政府統計の総合窓口「平成 26年の交通事故状況」、「ジ」国はWHOの 2017年交通事故データ 

国道 1 号対象区間における交通事故発生件数等は統計データとして取りまとめられていない

が、道路局のディキル維持管理基地への聞き取り調査によると、ディキル市からガラフィまで

の国道 1号においては、1日平均 1~2件の交通事故が発生し、死者数は 1ヶ月 3~4人程度との

ことである。特に、夏に事故発生頻度が高く、過積載の大型貨物車両の通行が殆どであり事故

が大型化するため、人的・商業的損失が大きい傾向にある。国道 1 号対象区間の交通事故を誘
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発する直接的な要因としては、既存道路幅員の不足、舗装路面の凹凸による走行性の不安定化

等が挙げられ、これらに起因する車両の横転、車両同士の接触、路肩からの転落等が多発して

いる（図２-２.４の写真事例参照）。 

 
図２-２.４ 路肩から転落したセミトレーラー（第一次現地調査時に撮影） 

（３） 現況交通量及び交通需要予測 

本件現地調査において、直近 10年分（2008年～2017年）の月別トラック交通量のデータを

収集した。このデータは、国道 1 号を利用するトラックから道路局が徴収している料金のデー

タから割り出したものである。同様に、3 ヶ月分（2018 年 1 月～3 月）の日別交通量データも

収集した。また、港湾ターミナルで唯一計量台を運用しているジブチ国際港運営公社（PAID）

から 2018年 2月～3月までの日別計量データを入手した。 

舗装設計の条件となる大型車交通量は現況で 1,000台/日/方向を越えており、1年で 10％程度

の増加傾向にある。別途エチオピア鉄道公社から入手した鉄道輸送計画によれば、現況の貨物

列車 1往復/日（=大型貨物車換算で 53台/日/方向）が 2023年には 5往復/日（=大型貨物車換算

で 265台/日/方向）へと増加させることになっている。 

2018年 5月 2日～4日に交通量観測調査を実施している。ここで得られた日交通量は、季節

変動および週変動を調整し、年平均日交通量を算定する。直近 10年の月別交通量及びエチオピ

ア側の税関データから交通量増加率を算出して将来交通量を推計する。 

将来交通量推計には鉄道事業による影響も勘案する必要があり、鉄道の増便計画を考慮しつ

つ国道 1号の将来シェアを算出する。 

図２-２.５に、年平均日別トラック交通量を示す。 
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注）積載トラックのみ、両方向 
出所：道路局 

図２-２.５ 年平均日別トラック交通量(AADT) 

（４） 国境施設付近の現況 

国道 1 号のエチオピア国境付近は、それ以外の区間に比べ相対的に路面損傷が著しい。背景

として、「ジ」国側の国境施設のうち、特に税関通過時の手続きに起因した交通混雑が常態化し

ており、大型車両の低速走行、停止状態での車輪動作等が悪影響を与えている。 

調査団は、第一次現地調査において税関事務所への聞取り調査を実施し、通関手続きに関連

した交通渋滞の発生要因として、特に表２-２.５に示す 3点が挙げられることを確認した。 

表２-２.５ 通関手続きに関連した渋滞要因 

要因項目 内容 

税関手続きに係る
人的ミス 

各運送車両がジブチ市内の税関を出発する際、運転手に配布される税関
提出書類（記載情報：運転手氏名、コンテナ識別番号、車両登録番号等）
が入れ替わる人的ミスが散発している。これにより、国境税関施設にお
いて車両と書類の情報不一致が発覚し、税関施設付近において待機車両
の渋滞が生じる。

税関手続きに係る
オペレーションシ
ステムの問題 

現行のコンピュータシステム上、国境における税関書類の受付期限を 3
日間と設定している。そのため、3日間を過ぎて国境税関を通過する車
両は、税関に設置された識別システムによりブロックされる。これによ
り、税関施設付近において待機車両の渋滞が生じる。 

事故等による一時
的な交通量増大 

国道 1 号の道路上で発生した事故や冠水等で通過待ちした車列が一度
に国境施設に押し寄せ、一時的に国境施設の処理能力を超えることによ
り渋滞が生じる。 

出所：税関事務所への聞取り調査に基づき調査団作成 

また、上記の通関手続きに起因する渋滞に加え、エチオピア行きの車両が「ジ」国の国境施

設を通過後、エチオピア側の国境施設でのトラブルにより「ジ」国側まで渋滞の影響が及ぶ事

象も発生している。 
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２-２-２ 自然条件 

「ジ」国の地形概要を図２-２.６に示す。対象道路区間は、「ジ」国の西端・エチオピアとの

国境付近に位置し、北西－南東方向の陥没平原（ハンレー平原）の北部地域を通過する。｢ジ｣

国の地形は、溶岩台地と陥没平原で特徴付けられ、海岸付近を除いて｢ジ｣国内で降った雨は内

陸の陥没平原で蒸発あるいは地中に浸透し、紅海あるいはアデン湾に注ぐものはほとんどない。

陥没盆地には、国の中央部にアッサル湖（標高－157m）、エチオピアとの国境の山岳部にアベ

湖（標高 222m）といった湖があり、いずれも塩湖として有名である。 

 
出所：ALOS30mメッシュ地形データを用いて調査団作成 

図２-２.６ ｢ジ｣国の地形概要 

また、「ジ」国の地質概要を図２-２.７に示す。｢ジ｣国はアフリカ大地溝帯に位置し、国の大

半は鮮新世～更新世（1～4Ma）にかけて噴出した玄武岩溶岩から構成される。噴出した溶岩は

国の西側地域では北西－南東方向の正断層によって傾動・分断し、溶岩台地と陥没平原を形成

している。陥没平原には湖成や風成の堆積物が堆積している。 

ガラフィ 
(Galafi) 

 

ディキル
(Dikhil) 

ヨボキ
(Yoboki) 

対象道路

ハンレー(Hanle)
平原  
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出所：IRD Open Edition books 
 

図２-２.７ ｢ジ｣国周辺の地質概要 

「ジ」国の気候は、乾季・雨季に大別される。乾季（5～9月）は気温が高く湿度が低く、雨

季（10～4 月）は気温が低く湿度が高い。年降雨量は約 150mm 程度 と年間を通じて極めて少

なく、2007年以降は年間降雨量が 50mm程度であり干ばつ傾向にある。気温は 25～35℃の間で

変動し、12月～1月が最も低く、5月～9月は 30℃を越える日が続き、50℃に達する日もある。

湿度は 10月～5月は 70%以上と高く、6月～8月にかけては 45～55%と低い値を示す。 

２-２-２-１ 対象地域周辺の地形概要 

図２-２.８に本計画対象道路区間の地形概要を示す。対象道路はハンレー平原の南西縁（玄

武岩溶岩台地との境界）を縦断し、エチオピア国境の手前 3km付近で平原を横断し、北側の横

谷を通過する。対象道路が渡河する最も規模の大きなワジは、エチオピア国境手前 4km地点の

ガラフィワジである。 
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注）図中の赤線が本計画対象区間を示す。 
出所：ignフランスが 1950年発行の 1/100,000地形図を Google Earthを用いて鳥瞰表示 

図２-２.８ 対象道路区間の地形概要 

また、表２-２.６に地形区分及び現地状況写真を示す。対象道路周辺の地形は、国境から 7km

地点までの区間は主にガラフィワジの扇状地で地緩やかな丘陵をなし、7～15km の区間はハン

レー平原を通過する区間で、起伏はない。15km～起点の区間は南東側の玄武岩台地との境界に

位置し、玄武岩台地との境界斜面を通過している。 

 

エチオピア国境 

ハンレー平原

ガラフィワジ

周辺 
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表２-２.６ 対象道路の地形区分（国境を基準に表示） 

区間 地形区分 地形の特徴 

国境から 7kmの区間 
主に扇状地 

（緩やかな丘陵地斜面） 

0～1km：横谷の谷底を通過 
1～3km：北側玄武岩台地との境界 
3～4km：平原の横断区間 
4～7km：ガラフィワジの扇状地 

国境から 7～15kmの区間 ハンレー平原 平坦区間で起伏無し 

国境から 15km～ヨボキ側
起点の区間 

主に玄武岩台地との境界斜面 

基盤岩区間、崖錐堆積斜面 
小規模なワジを通過、起伏のある斜面
を通過するため、高盛土が発生してい
る。 

 国 境 か ら
4km の地点
からエチオ
ピアとの国
境方向を望
む。周辺は扇
状地性の礫
原が広がり、
ガラフィの
国境施設ま
での区間で
は、平原を横
断する区間
がある。 

 

 

 

 

 

 

 

国 境 か ら
4km の地点
から南東側
（起点側）を
望む。周辺は
扇状地性の
礫原が広が
り、玄武岩溶
岩台地に挟
まれ平原が
一望出来る。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国 境 か ら
17km のハン
レー平原。湖
成の砂～シ
ルトが周辺
一帯を構成
し、希に小さ
な池が見ら
れる場合が
ある。地下水
がある場所
では植生が
認められる。
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国 境 か ら
20km の玄武
岩丘陵地を
通過する道
路。斜面に設
定されてい
るため写真
左側は、基盤
岩が分布し、
写真右側は
高盛土が造
成されてい
る 

出所：調査団作成 

２-２-２-２ 対象地域周辺の地質概要 

（１） 地質 

表２-２.７に対象地域周辺の地質の性状を、また図２-２.９に地質図を示す。対象道路周辺の

地質は、1-4Ma（後期鮮新世～前期更新世）に噴出した玄武岩溶岩（上部玄武岩溶岩・中部玄武

岩溶岩）と後期更新世以降の堆積層から構成される。溶岩台地は北西－南東方向の多数の正断

層によって階段状に傾動し、高位には玄武岩溶岩が直接露出しているが、陥没凹地には後期更

新世以降の堆積物が広く分布する。対象道路は主に平原区間を縦断するため、沖積地盤や扇状

地堆積物が分布し、玄武岩溶岩の区間はガラフィ付近や南西側の区間に限定される。ワジ近傍

に分布する扇状地性堆積物は、湖成の白色堆積物（石灰・貝殻）の上下関係や分布高度によっ

て分類されており、最終氷期以前（更新世）の扇状地堆積物は、国境から 4kmにあるガラフィ

ワジ周辺一帯に分布する。 

表２-２.７ 対象道路周辺の地質性状 

地質区分 性状と代表的写真 

完新世～現世 

河成・湖成の 

シルト 

 

完新世～現世扇状

地堆積物 

 
 

左：湖成のシルト～細砂層（対象道路中央付近に広く分布・塩含有） 

右：国境から 4kmのガラフィワジの堆積物（段丘化した扇状地堆積物が再移動

したもの） 
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完新世 

湖成の石灰 

（巻貝含有） 

 

国境から 5.5kmの地点（集落）のワジ

に露頭する湖成石灰。 

白色を呈する特徴的地層で最も脆く、

構造物基礎として課題のある地層。 

(道路直下には分布は認められない。) 

後期更新世 

扇状地堆積物 

国境から 4kmのガラフィワジの側壁に

露出する段丘化した扇状地堆積物、平

均礫径は 30cm程度（最大礫径 1.3ｍ）。

やや締まっているが、容易に浸食され

る。（本計画道路建設材料の採取候補

地） 

後期鮮新世～ 

前期更新世 

上部玄武岩溶岩 

 

国境から 6kmの南西側山地の玄武岩溶

岩。2002年道路建設に使用された材料

採取地の一つ。（周辺は、工事キャンプ

地として造成されている） 

（本計画道路建設材料の採取候補地）

出所：調査団作成 
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出所：フランス地質・鉱山研究所（BRGM）1995年発行の 1/100,000地質図より作成 

図２-２.９ 対象地域の地質図（1/100,000） 

エチオピア国境

ハンレー平原

完新世～現世の地層 

後期完新世の沖積（扇状地堆積物）

完新世の地層 

湖成珪藻岩 

沖積層・扇状地堆積物 

湖成の石灰（未固結） 

熱水変質 

河川堆積物（扇状地堆積物）

最新の沖積層 

後期更新世の地層 

塩分を含んだシルト（現世の堆積物）

 

後期鮮新世～前期更新世 

上部玄武岩 

中部玄武岩 

粗面岩 

凝灰岩 

ハイアロクラスタイト 

道路近傍に分布する地質 

注）上図中の赤線が本計画対象区間を示す。 

凡例 
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（２） 地質構造と地下水 

図２-２.１０に、対象道路横断方向の地質構造イメージを示す。対象道路周辺は、降水量が

非常に少ないため、水は地下水と山裾からの少ない湧水に依存している。国境から 4kmの地点

には、深井戸が建設されており、ガラフィの国境施設と国境から 5.5km の集落に導水されてい

る（表２-２.８ 写真１参照）。周辺の地下水は平原から深さ 50m 付近にある。一般にハンレー

平原地域の地下水は電気伝導率が 3000μS/cm程度あり、塩化物濃度が高めであるが、対象地域

の深井戸はワジからの表流水（雨水起源）の混入により、周辺の深井戸に比べて塩化物濃度が

低いことが知られている。また、ハンレー平原の中にも古い浅井戸や山裾湧水があり、宙水が

少量分布する。降雨後の数日間は、平原の一部が湛水（表２-２.７写真 2参照）することから、

平原を構成する河性・湖性堆積物は深度方向の浸透し難い地層と考えられる。 

 
出所：調査団作成 

図２-２.１０ 対象地域の地質・地下水構造イメージ（南西－北東断面） 

表２-２.８ 現地の地下水状況 

 
写真 1 国境から 4km地点にある深井戸
ガラフィの国境施設と東の集落（国境から 5.5km）
に配水している。1990年にイタリア資本で建設さ
れた。深さ 138m 揚水量 13m3/時 EC 1350～
1626μS/cm 温度 42℃地下水位 GL-53ｍ。ハンレ
ー平原にある深井戸の中で最も電気伝導率が小
さく、飲用にも使われている井戸。表流水の混入
があることにより、溶存イオン（主に塩化ナトリ
ウム）が希釈されている。 

写真 2 降雨後のハンレー平原区間の湛水状況
国境から 8km付近。山裾からの湧水により平原が
数日間湛水した。 
 

出所：調査団作成 

Hanle 平原 
玄武岩溶岩（層状）

崖錐堆積物 

扇状地堆積物 

河性・湖性堆積物 

玄武岩溶岩

道路通過地点 

北東 南西 

安定した地下水 
（平原下 50～100ｍ）

宙水 
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２-２-２-３ ワジの状況 

本計画の対象区間では、小規模なワジが国道を横断しており、主となるワジは対象区間北西

部を集水域としている。対象区間のワジ流域分割図を図２-２.１１に示す。最も流域面積が大

きいワジは「ガラフィワジ」である。 

 
出所：調査団作成 

図２-２.１１ 本計画対象区間のワジ流域分割図 

  

 
出所：調査団作成 

図２-２.１２ ワジ道路横断部の状況 

対象区間の起点側（ヨボギ側）及び終点側（国境側）のワジは谷地形に沿って流下し国道 1

号に到達するが、中間部のワジはハンレー平原に流下後、平原部で流路が拡散して国道 1 号を

ガラフィワジ 平野部で国道を横断するワジ 

ハンレー平原

ガラフワジ流域 

ハンレー平原 

ガラフィワジ流域 

流域
番号

流域面積
(km2)

流域
番号

流域面積
(km2)

1-1 5.51 13 9.48
1-2 2.9 14 0.54
1-3 0.23 15 0.26
1-4 2.46 16 0.08
1-5 0.54 17 0.46
1-6 14.54 18 0.32
2 54.01 19 0.19
3 0.13 20 0.17
4 0.43 21 0.14
5 5.81 22 0.08
6 0.7 23 0.07
7 0.21 24 0.08
8 0.32 25 14.54
9 1.39 26 4.49

10 53.15 27 0.56
11 26.45 28 1.51
12 5.54 - -
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横断する形態となっている。現地調査の結果、ワジ横断区間で既設舗装の損傷が激しいことが

確認されたが、このような区間の道路縦断線形は、ワジ地形に伴い路面高が下がっているため、

出水規模に関わらずワジに流水がある時には道路上を流れ、路盤や表層の流失を助長する傾向

にある。 

図２-２.１３に、対象区間のワジのうち最も流域面積が大きいガラフィワジ流域の月別降水量

を示す。降水量が少ないという「ジ」国の気象特性は、対象区間のワジ流域においても例外で

はなく、ガラフィワジ流域では年間降雨量が 200mm程度である（2000年~2013年の衛星降雨デ

ータ整理結果より）。雨季である 7月～8月に降雨量が多い傾向にあるが、4月に年最大雨量が

発生する年もしばしばある。日雨量が 5mmを超える日は年間で平均 10日程度であり、降雨発

生頻度も極めて低いと考えられる。 

 
出所：GsMap(JAXA)データより調査団作成 

図２-２.１３ ガラフィワジ流域の月別降水量（2000年～2013年平均） 

本調査では、衛星降雨データを用いて時間単位の降雨波形についても確認したところ、降雨

パターンとしては 1 日以上継続する降雨はほとんどなく、半日以下の短期降雨も多い。また、

最大時間雨量は 10mmに満たない。 

上記のような降雨条件を踏まえると、本計画における主要なワジのピーク流量は、過去 18年

の既往最大で 6m3/秒～59m3/秒程度であると想定される。 
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表２-２.９ ワジの想定流量  

流域
番号

既往最大
流量m3/秒

流域
番号

既往最大
流量m3/秒

1-1 6.43 13 9.8
1-2 1.91 14 1.05
1-3 0.16 15 0.51
1-4 1.66 16 0.16
1-5 0.37 17 0.9
1-6 17.01 18 0.63
2 58.15 19 0.37
3 0.07 20 0.33
4 0.8 21 0.27
5 10.1 22 0.16
6 1.31 23 0.14
7 0.4 24 0.16
8 0.6 25 15.56
9 2.52 26 8.62

10 51.47 27 1.08
11 25.97 28 2.91
12 5.75 - -  

注）表中の流域番号は、図２－２．１１に示す番号に従う。 
出所：調査団作成 
 

なお、対象ワジの流量算出については、添付資料 7-3「水文/河川解析結果」に示す。 

２-２-２-４ 材料採取候補地と工事基地 

図２-２.１４に材料採取候補地と工事基地・井戸建設候補地の位置を、表２-２.１０に材料採

取候補地の選定条件を示す。道路改修に際して 10～20 万 m3の舗装材料を必要とする。対象道

路周辺は、平原地域の細砂・シルトを除いて、基盤の玄武岩溶岩と扇状地堆積物（硬質礫と砂

礫）は堅硬な玄武岩から構成されているため、道路近傍から材料を採取して盛土材料及び骨材

（下層路盤材）として使用する計画である。 

材料採取候補地は、近傍に材料が豊富に分布し、材質に大差無いことから、社会的条件及び

既往実績から以下に示す 3つの候補地を選定した。 

候補地 1：国境から 6km付近の南西側斜面（玄武岩溶岩および扇状地堆積物） 

     工事用の基地として造成されており、本計画でも工事基地としての有力候補地。既存

の深井戸に影響しない離隔（500ｍ以上）を確保して、深井戸を建設する計画 

候補地 2：国境から 13km付近の北東側斜面（玄武岩溶岩および崖錐堆積物） 

  工事区間のほぼ中間地点、北東側の斜面で集落からも遠い。材質的には類似の玄武岩

溶岩。 

候補地 3：国境から 4kmの扇状地堆積物 

既往に採取・使用されたかは不詳。扇状地堆積物の礫を使用するため、基盤岩山地よ

りも堅硬な材料が採取出来る。ただし、破砕設備によっては、最大礫径（約 1,000mm）

一軸圧縮強度(約 100Mpa)のため、巨礫を選別する必要が生じる。 
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表２-２.１０ 材料採取候補地の選定条件 

条 件 選定の条件 

社会的条件 国境の干渉地帯を避ける。 
・国境から 0～2kmの干渉地帯を避ける。 
集落および居住地地域を避ける。 

・国境から 2kmのガラフィ国境施設付近を避ける。 
・国境から 5kmの扇状地堆積物（集落あり）を避ける。 
・国境から 10kmの扇状地堆積物（居住地あり）を避ける。 
・国境から 16～20kmの北東・南西の玄武岩台地（居住地）を避ける。

既往実績 1992年及び 2002年に対象道路の改修が行われており、当時の材料採取
地が残されている。既往に採取された実績があることから、社会的影響・
自然環境への影響が最も小さい地点と考えられる。 

注）3 候補地の材料は、室内土質試験（すり減り減量試験等）を行って、品質を確認する。なお、候補地の賦存量
は、何れも 30万m3以上が期待できるため、単独の材料採取地としても満足する。 

工事基地及び深井戸建設候補地は、図２-２.１４に有力候補地を併記した。 

工事基地は、国境から 5kmの集落にやや近く、かつ既往の道路工事で使用された地点を選定

した。扇状地の末端付近に位置し、新しい氾濫原堆積物は無いため土砂災害に対しても安全な

地域である。 

地下水は一般に塩分濃度が高いため、表流水の涵養が多くあり、かつ既設深井戸に影響を与

えない地域（既設井戸からの離隔 500ｍ以上）を選定した。井戸設置地点はワジ等の地形改変

がない扇状地の中でも丘陵地の安定した地点とした。 
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出所：調査団作成 

図２-２.１４  材料採取候補地と工事基地・井戸建設候補地の位置 

  
「材料採取候補地」国境から 6.2km 地点の道路南西側玄
武岩溶岩山地（2002年道路補修の採取跡） 

「工事基地候補地」国境から 6.2km付近の北東側斜面
（玄武岩溶岩および崖錐堆積物）2012 年道路補修の
工事基地

出所：調査団作成 

図２-２.１５ 材料採取候補地（候補地1）と工事基地候補地 

凡  例 

 材料採取候補地 

   既設深井戸 

    深井戸（計画） 

    工事基地（計画） 

    対象道路 

玄武岩溶岩

崖錐堆積物

平原砂

扇状地堆積物

扇状地堆積物

平原砂

玄武岩溶岩

玄武岩溶岩

玄武岩溶岩

平原砂

平原砂

玄武岩溶岩

候補地1

候補地2

候補地3
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２-２-２-５ 自然条件調査 

（１） 地形測量 

1)  調査の目的 

道路設計に必要な地形やワジ、ならびに地物の情報を把握することを目的として実施した。 

2)  調査方法 

調査期間の短縮を図るべく、ドローンにより空中写真撮影を行い、設置した基準点で補正を

行なった上で三次元地形図に図化した。 

3)  調査位置・範囲 

国道 1号線のエチオピア国境から 22km区間を対象とし、現道中心線から左右に 25m以上の

範囲を調査することを基本として、一部の主要箇所については拡大した範囲を調査した。 

4)  調査項目 

表２-２.１１に調査項目を示す。 

表２-２.１１ 測量調査の項目 

項目 細目・数量 

計画・準備・データ収集  

基準点設置測量 コンクリート製の基準点 20点以上設置 
地形測量 
 

L=22km 
W=50m以上（現道中心から 25ｍ以上） 
※一部の主要箇所は、拡大した範囲 

既存地物調査 建物・構造物・カルバート等 
データ処理・三次元地形図作成 地形等高線 0.5ｍ間隔 
報告書作成  

5)  調査結果 

調査結果となる地形図は、添付資料 8「概略設計図」の平面図に示す。 

（２） ボ－リング調査 

ボ－リング調査は、規模の大きな渡河構造物 3 地点を対象に、基礎地盤としての適否を判断

するために実施した。ボ－リングは 5孔延べ 50ｍとした。ボ－リングと併せて標準貫入試験を

実施したが、土石流堆積物（巨礫層）からなるために、実施回数は当初計画よりも少なくなっ

た。表２-２.１２と図２-２.１６にボーリング調査の位置と数量を示す。 

表２-２.１２ ボ－リング調査位置・数量 

名称 北緯 東経 長さ(m) SPT 

B-1  11°42'40.08"N  41°50'45.83"E 10.0  

B-2  11°42'15.66"N  41°50'57.05"E 10.0 1 

B-3  11°42'15.40"N  41°50'57.47"E 10.0  
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B-4  11°42'15.11"N  41°50'57.83"E 10.0  

B-5  11°41'52.38"N  41°51'32.45"E 10.0 3 

計 50.0 4 

 
出所：調査団作成 

図２-２.１６  ボ－リング調査位置 

5孔の調査の結果、5カ所は何れも玄武岩の巨礫を含む礫層から構成され、白色のシルト層（固

結度の低い湖成層）は分布していなかった。そのため、ボックスカルバート基礎は、土石流堆

積物の表層（緩み範囲を）除いて、直接基礎形式とすることができると判断した。 

（３） 材料試験 

 路床・路盤および骨材等の道路材料は、調査団が実施した簡易動的コーン貫入試験以外に、

現地再委託にて室内土質試験を実施して評価した。 

・ 路床；現道脇で路床土を採取し、粒度試験・液塑性試験・締固め試験および CBR試験を実施
した。 

・ 現道路盤；現道の路盤材を採取し、粒度試験・液塑性試験・締固め試験および CBR試験を実
施した。 

・ かき込み砂利；既設道路の材料採取跡地付近を対象に、かき込み砂利材料を採取し、粒度試

験・液塑性試験・締固め試験および CBR試験を実施した。 
・ 骨材および路盤材料；既設道路の材料採取跡地付近を対象に玄武岩（土石流堆積物）を採取

し、粒度試験・液塑性試験・すり減り抵抗試験を実施した。 

 室内土質試験の結果、路床・路盤ともに、現地の扇状地堆積物および平原を構成する堆積

物は、粒径幅の広い礫質土であることが確認できた。また、材料は粘土分含有量および含水比

が小さく、問題土では無いことが確認できた。得られた CBR 特性は、路床：>20％、既設道路

路盤およびかき込み砂利：>40％であり、骨材のすり減りは 15％以下であることを確認した。 

B-1 

B-2 
B-3 
B-4 

B-5 

エチオピアとの国境 
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 以上から、路床の CBRは約 500ｍ間隔で行った現地試験（簡易貫入試験）と併せて検討し

た。また、既設道路の路盤およびかき込み砂利は、新設道路の下層路盤として十分な強度があ

ることが確認できた。更に上層路盤および骨材を対象とする材料は、すり減り抵抗が高く良好

な材料特性であることを確認した。 

 図２-２.１７に現道と材料試験用試料の採取位置を、表２-２.１３に材料試験の結果および

数量一覧を、図２-２.１８に試験した材料の粒度分布特性を示す。 

 

 
出所：調査団作成 

図２-２.１７  現道と材料試験試料の位置関係 
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表２-２.１３ 室内土質試験結果および数量一覧 

北緯 東経 -0.075mm -2.36mm LL PL wopt％
ρdmax
(g/cm3)

％ ％

RB01  11°37'39.06"N  41°56'49.28"E Hanle plan depsit ○ ○ 30.0 54.1 ○ 31 21.8 ○ 9.1 2.100 ○ 23.0 -

RB02  11°38'30.13"N  41°55'46.57"E Hanle plan depsit ○ ○ 25.9 55.9 ○ 23.5 19.4 ○ 7.8 2.145 ○ 33.0 -

RB03  11°39'21.08"N  41°55'6.05"E Hanle plan depsit ○ ○ 23.3 54.4 ○ NP NP ○ 6.8 2.359 ○ 73.0 -

RB04  11°40'26.62"N  41°53'54.33"E
Hanle plan depsit
(windblown silt)

○ ○ 97.9 100.0 ○ 32 19.8 ○ 15.0 1.910 ○
22.0

-

RB05  11°40'56.77"N  41°52'38.04"E Fan deposit ○ ○ 12.9 25.0 ○ NP NP ○ 8.6 2.238 ○
52.0

-

RB06  11°41'59.91"N  41°51'26.51"E Fan deposit ○ ○ 13.5 30.2 ○ 27.5 18.8 ○ 8.3 2.230 ○
42.0

-

RB07  11°42'43.93"N  41°50'44.66"E Fan deposit ○ ○ 19.8 40.6 ○ NP NP ○ 8.4 2.200 ○
47.0

-

BC01  11°37'38.81"N  41°56'49.04"E Existing road bed BC ○ ○ 19.8 51.4 ○ NP NP ○ 7.0 2.160 ○ 53.0 -

BC02  11°38'29.93"N  41°55'46.32"E Existing road bed SBC ○ ○ 15.0 42.5 ○ NP NP ○ 7.6 2.160 ○ 51.5 -

BC03  11°39'21.00"N  41°55'5.94"E Existing road bed SBC ○ ○ 4.8 31.2 ○ NP NP ○ 6.1 2.145 ○ 46.0 -

BC04  11°40'26.46"N  41°53'54.25"E Existing road bed BC ○ ○ 29.8 57.9 ○ NP NP ○ 8.8 2.245 ○ 73.5 -

BC05  11°40'56.56"N  41°52'37.96"E Existing road bed SBC ○ ○ 13.0 43.2 ○ NP NP ○ 7.4 2.145 ○ 54.0 -

BC06  11°41'59.85"N  41°51'26.42"E Existing road bed SBC ○ ○ 11.8 39.1 ○ NP NP ○ 7.3 2.239 ○ 64.0 -

BC07  11°42'44.00"N  41°50'44.80"E Existing road bed SBC ○ ○ 19.6 49.9 ○ NP NP ○ 5.6 2.158 ○ 48.0 -

SBC08  11°42'7.52"N  41°51'20.89"E Fan deposit ○ 7.4 30.4 ○ NP NP
○ 9.8 2.120

○
47

-

SBC09  11°41'26.62"N  41°51'41.26"E Fan deposit ○ 12.7 49.3 ○ NP NP
○ 7.9 2.234

○
60

-

SBC10  11°41'54.72"N  41°51'46.44"E River deposit ○ 3.3 70.9 ○ NP NP
○ 7.8 2.070

○
42.5

-

SBC11  11°40'20.09"N  41°55'8.12"E Talus cone deposit ○ 28.3 59.5 ○ NP NP
○ 8.7 2.270

○
69.5

-

Ma01  11°42'13.92"N  41°50'57.42"E Fan deposit ○ - - ○ NP NP - - - ○ 9.4

Ma02  11°41'27.09"N  41°51'38.47"E Fan deposit ○ 6.1 24.3 ○ NP NP - - - -

Ma03  11°41'24.58"N  41°51'35.27"E Talus/Basalt ○ 10.4 34.2 ○ NP NP - - - -

Ma04  11°42'12.55"N  41°50'53.89"E Fan deposit ○ - - ○ NP NP - - - ○ 13.9

Ma05  11°40'14.39"N  41°55'12.81"E Talus/Basalt ○ - - ○ NP NP - - - ○ 14.8

Ma06  11°40'14.07"N  41°55'15.32"E Talus/Basalt ○ 14.3 43.2 ○ NP NP - - -

0 24 24 18 18 3 3

区分 DCP

路床
（既存道路の脇）

既存道路の路盤材

かき込み砂利材料

クラッシング材料

Total

区分 名称

位置 粒度 液塑性限界試験（-0.4mm） 突き固め試験
CBR試験

Three point method
粗骨材のすり減
り試験

 

 

 
出所：調査団作成 

図２-２.１８  材料の粒度特性 

 

 



2-29 

２-２-３ 環境社会配慮 

２-２-３-１ 環境影響評価 

２-２-３-１-１ 環境社会影響を与える事業コンポーネントの概要 

本計画は、ディキル県西部ガラフィに位置する「ジ」国とエチオピアの国境から南東方向に

あるヨボキを結ぶ既存国道 1号 20.69kmの改修工事である。当該区間は、国道 1号の一部とし

て、1970年代に建設され、2003年に世界銀行支援により道路改修工事が行われているが、現在

では道路損傷が深刻な状況にある。本事業では、全体的な路面舗装の修繕と現道幅 9.5mを計画

道路幅 11.5mへ 2メートル程度拡幅、ならびに一部渡河構造物の周辺で線形変更する計画とし

ている。一部区間では、嵩上げのために盛土するため、法面を含め最大片側 10m程度の拡幅が

想定される。 

図２-２.１９に工事概要、図２-２.２０に計画横断図を示す。 

 

工事概要 

加熱混合アスファルト舗装による車道整備 
セメントコンクリート舗装による国境付近の車道整備 
ワジ横断部の渡河構造物の整備 
道路排水施設の整備 
ガードレール、路面表示などの安全施設の整備 

横断構成 

車道幅 ：3.75m 
路肩幅 ：1.25m 
保護路肩：0.75m 
道路幅：11.5m

舗装計画 

 

構造物計画 ワジ部の渡河構造物：7ヶ所、排水横断構造物:33ヶ所） 

国境施設 

計画 

退避車線 
国境施設付近でコンクリート舗装 

出所：調査団作成 

図２-２.１９ 工事概要 
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出所：調査団作成 
図２-２.２０ 計画横断図 

対象となる改修区間では、一部の線形変更箇所や建設工事に係る資機材の留置や仮設事務所

の設置等を除いて、すべて既存の道路用地内の工事となる。周辺の土地はすべて所有者のいな

い空閑地であり、国に帰属する国有地である立地条件から工事中ならびに供用後の周辺への大

きな負の環境社会影響は想定されない。ただし、沿線にはガラフィ国境近くとガラフィの起点

から 4km程度の 2か所に土地の所有権をもたない集落が存在するため、工事用地の影響などが

最小限となるよう環境社会配慮に係る検討が必要となる。図２-２.２１に協力対象事業位置図を

示す。 

 
出所：調査団作成 

図２-２.２１ 協力対象事業位置図 

２-２-３-１-２ ベースとなる環境社会の状況 

国道 1 号改修の範囲は前節の協力対象事業位置図に示すように、ディキル県西部のエチオピ

ア国境に位置するガラフィから、ディキル県南東方面約 20km にわたる既存道路上である。当

エチオピアとの国境 

ガラフィの集落（2か所）
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地は Hanle 平原の北部に位置しており、地質は主に玄武岩溶岩から構成される。気温は年間

25~35℃の間で変動し、年降雨量は約 150mmと年間を通じて極めて少ない。そのため、土地は

勾配の緩やかな土漠でアカシアの木など乾燥地帯特有の植生が所々にみられるが、作物の育成

は困難であり集約的な農牧業等の土地利用はされていない。雨季にはワジ（季節河川）が出現

し、一時的に洪水が起こる。 

本計画対象区間であるヨボキ及びガラフィ地域の人口は約 6,000 人であり、遊牧生活を営む

遊牧民も含まれる。集落を外れた奥地に遊牧民の生活地域が広がっており、主に牧畜を営み牧

草を求めて移動している。遊牧民がキャンプを構えるのは、主に井戸や学校のあるところが多

い。沿道には運転手を客とする食堂、商店、休憩所などがあり、地域住民の主要な収入源とな

っている。国道 1 号は経済回廊としての性格が強いが、支援物資の輸送路であり医師の巡回診

療や急患の搬送など地域住民の生命線となっている。 

図２-２.２２に国道 1号沿線の現況を示す。 

 
   

 
 

 

1 ガラフィ集落 2 ガラフィ集落 3 沿道の土漠風景 4 遊牧民の住宅 5 沿道の土漠風景 

出所：調査団作成 

図２-２.２２ 国道1号沿線の現況 

上図でみるとおり、調査では当該工事区間において、ガラフィ国境付近に比較的人が集まっ

て住んでいる 2ヶ所と数世帯規模の遊牧民集落 1ヵ所が近接する住居やコミュニティとして確

認された。ただし、すべての住居は道路と数メートル以上離れて立地している。沿道に住む住

民は元々遊牧民であるが一部は定住化しており、貨物運転手を主な客とする食堂や売店を営み、

主な収入源となっている。遊牧生活を送っている住民も、以前から存在する国道 1 号と共存し

1

5

2

3 4

1

2 

4

3

5

エチオピアとの国境 

ガラフィの集落（2か所）
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ている。 

本計画の対象である国道 1 号はエチオピアにとっても重要な貿易の玄関口であるジブチ港を

つなぐ主要な国際経済回廊として大型車交通量は現況で 1,000台/日/方向を超えており、1年で

10%程度の増加傾向にある。本計画による既存道路改修により、現況交通量の増加とそれに伴

う周辺環境の悪化による住居やコミュニティが負の影響を受ける可能性も否定できない。 

本計画では、現道幅 9.5mであるところ計画道路幅 11.5mとなることから、2メートル程度の

道路拡幅が見込まれている。また、一部区間では、道路を嵩上げする計画であり、片側最大 10m

の用地使用が見込まれる。一方、対象道路周辺の土地はすべて国有地であり、土地収用の必要

はなく、既存道路の改修工事であることから、周辺の空閑地で生活している遊牧民のコミュニ

ティへの大きな影響はない。また、現地踏査と併せて、住居都市計画環境省へのヒアリングに

より、本計画の国道 1 号周辺に希少な動植物は存在しないこと、鳥類の渡りルートは存在しな

いこと、また、動植物に係るいかなる保護区も存在しないことが確認されている。 

 
出所：調査団作成 

図２-２.２３ 国道1号沿線の景観 

道路用地内の地中埋設物については、ガラフィ国境付近に地下水くみ上げ施設及び近隣の集

落に水を供給する水道管及び通信ケーブルが敷設されているが、改修対象範囲からは十数メー

トル離れており、工事に支障する可能性は低い。ただし、地下埋設物の付近で工事を行うため、

事業実施機関である道路局は工事着工以前に各施設管理者である農業漁業畜産水資源省及び通

信公社へ設計及び工事の内容を説明し協議を行った上、両者の合意が得る必要がある。 

２-２-３-１-３ 相手国の環境社会配慮制度・組織 

(1) 環境社会配慮関連法制度 

「ジ」国においては 2009 年制定の環境法（Loi n°51/AN/09/6ème L portant Code de 

l'Environnement）を基本法として、2011年に環境影響評価手続き続きの改正に係る省令（Décret 

n°2011-029/PR/MHUEAT portant révision de la procédure d’étude d’impact environnemental）（以下、

「省令 2011-029 号」）が定められ、他の環境関連法規とも併せ、現行の環境管理に係る枠組

みが構築されている。しかし、大気質、水質、騒音・振動等に係る排出基準や排出規制につ
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いては、基本的にWHO等の国際基準を適宜適用している。 

「ジ」国において環境影響評価の実施が義務付けられる事業は、省令 2011-029号の付属文

書において、簡易環境影響評価（étude d'impact environnemental sommaire）の対象事業と詳細

環境影響評価（étude d'impact environnemental détaillée）の対象事業に分類されて規定されてい

る。 

表２-２.１４に、「ジ」国の環境社会配慮関連法制度を示す。（用地取得に係る法制度につい

ては、2-2-3-2-2「用地取得に係る法的枠組み」参照） 

表２-２.１４「ジ」国の環境社会配慮関連法制度 

分類 法規 

法律 

環境法 2009年第 51号 
Loi n°51/AN/09/6ème L portant code de l'environnement 
陸地と海洋の保護区に関する法律 2004年第 45号 
Loi n°45/AN/04/5ème L portant création des aires protégées terrestres et marines 
鉱業法 1994年第 66号 
Loi n° 66/AN/94/3L sur le code minier 

省令 

環境影響評価の手続きの改正に係る省令 2011年第 029号 
Décret n°2011-029/PR/MHUEAT portant révision de la procédure d’étude d’impact 
environnemental 
有害な製品の移動規制に係る省令 2003年第 0212号 
Décret n°2003-0212/PRE/MHUEAT portant réglementation du transport des produits dangereux 
生物多様性の保護に関する省令 2004年第 0065号 
Décret n°2004-0065/PR/MHUEAT portant protection de la biodiversité 
持続可能な開発のための国家委員会の設置に係る省令 2004年第 0092号 
Décret n° 2004-0092/PR/MHUE portant création de la commission nationale du développement 
durable (CNDD) 
環境影響評価に関する省令 2001年第 0011号 
Décret n° 2001-0011/PR/MHUE sur les études d’impact sur l’environnement 

出所：環境・持続開発局 

なお、上表中の「陸地と海洋の保護区に関する法律」は、同国の保護対象地域を定める唯

一の法規であり、Day Forest、 Mabla Forest、 Lake Abbe及び Lake Assalの 4地域が陸地にお

ける保護区として指定され法令によって保護されている。ただし、何れも本計画対象地から

は遠隔地にあり、同法律が本計画に適用されることはない。 

(2) 環境社会配慮関連機関 

「ジ」国においては、住居都市計画環境省（MHUE：Ministère de l’Habitat, de l'Urbanisme et 

de l'Environnement）が国及び地方レベルの環境行政を一元的に担う体制となっており、実務

上は環境・持続開発局（DEDD：Direction de l'Environnement et du Développement Durable）が

所管する。図２-２.２４に、住居都市計画環境省の組織体系を示す。 
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出所：住居都市計画環境省(MHUE) 

図２-２.２４ 環境・持続開発局の組織体系 

(3) 環境影響評価実施手続き 

前述のように、環境影響評価の実施が義務付けられる事業は、省令 2011-029号の付属文書

において簡易環境影響評価と詳細環境影響評価の対象事業に分類されて規定されている。道

路に関する記述では、農村地域の道路の定期的な材料による維持管理（Entretien périodique 

(avec rapport de matériaux) des routes en zone rurale）が簡易環境影響評価の実施対象とされてい

るのみであり、新規道路建設や改修工事に関する記載はなく、同付属文書の規定には不明瞭

な部分が散見される。 

調査団が本道路改修工事における環境影響評価実施の要否を環境・持続開発局に問い合わ

せたところ、法律に記載の不明瞭さを認めた上で、環境影響評価実施の要否は事業の内容や

規模だけで判断されるものではなく、その社会的影響や立地等を考慮して総合的な見地から

判断が下されるとの説明であった。そして後日、本計画は現道改修につき環境影響評価は不

要であり、工事許可に言及した書面は、道路局からの申請書面に基づき数日で発行可能との

回答を得た。道路局から同局宛てに、2018年 10月 25日付で本計画に係る環境影響評価の申

請書面が発出されている。 

参考として、図２-２.２５に、「ジ」国の環境影響評価の実施手続きをフロー図で示す。 

Minister

Secretary General

Minister’s Office

 Direction of Habitat 
and Urban Planning

Direction of Environment and

Sustanable Development   
Direction of Administration

and Finance 
Direction of Training

Documentation and

Communication

, 

 
 

  
Sub direction of  

Great Green Wall 

 Sub-Direction of 

Sustanable Development

Sub-Direction of Pollution and

Environmental Assessment 
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注釈:

1) EIAは、導入可能性調査を含むこと。 
2)　法令 No.2011-029/PR/MHUEATに言及される活動であるため,
環境許可は行政上公認で、正当でなくてはならない。

3) スクリーニングは、法令No.2011-029/PR/MHUEATの添付を参照
　　に、当該プロジェクトが簡易影響評価（IEE）または詳細影響評
　　価（EIA）は必要であるのか、または、環境影響評価の手続き
　　が免除されるものであるか判断するための手続きである。

4) プロジェクトにおける住民参加の過程は、住宅・都市計画・環
　　境省によって計画されたものである。

5) 一般検査は住宅・都市計画・環境省によって任命された検査
　　者により行われる。

6) 手続きに係る最長期間はプロジェクトのカテゴリによって異な
　　る(IEEは15日以内、EIAは20日以内)。なお、一般検査に要する
　　期間は、 含まれない。

30日
以内

プロジェクトの

導入可能性調査 1)

プロジェクトの申請(スコーピングドラフトとEIAのTORを含む)

TORの整合性検証のための専門家グループの形成

TORの決定

EIA調査
実施

EIAレポート評価のため、専門家グループの再形成 
(必要であれば公認のコンサルタントを含む) 

ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾝｻﾙﾃｰｼｮﾝ/
ヒアリング 4)

事業許可申請 2)

プロジェクトの実施 

プロジェクトの進捗 EIA(環境影響評価) 手順

TORの審査

認容性の評価

EIAレポートの提出

一般検査 5)EIAレポート審査

承認

承認のための対応,あ
るいは公衆ヒアリング

否認

環境上の認容性の評価

環境許可承認の決定

有利な承認取得のた

めの対応

環境許可書の発行

プロジェクトプラン変更

か、プロジェクトの中止

環境モニタリング 環境管理

環境完了書の発行プロジェクトの完了

適当な承認取得

のための対応

承認条件付き承認

承認 否認

プロジェクトプラン変更

か、プロジェクトの中止

15～20日
以内 6)

20日
以内

20日以内

20日以内

スクリーニング 3)

：提案者（道路局）

：住宅・都市計画・環境省

：特別技術審査委員会

：プロジェクトの影響を受ける公衆

行為主体

：都市計画・環境分野の理事会

：専門家グループ

条件付き承認

条件付き承認

 
出所：省令 2011-029号に基づき調査団作成 

図２-２.２５ 環境影響評価実施フロー 

一般的に、環境・持続開発局 (DEDD)によるスクリーニングの後、事業者が環境影響評価

の TOR等を含む必要書類を同局に提出し、その TORについての承認を得るまでに最長 30日、

また、事業者が環境影響評価を実施した場合、その報告書を提出してから環境認可を得るま

でに最長 80日を要する。ただし、これらの日数には TORの修正が求められた場合の手戻り

による追加の期間や環境影響評価報告書の縦覧に要する期間が含まれていないことから、実

際にはさらに長くなる可能性もある。 



2-36 

(4) 事業実施機関（道路局）の環境社会配慮に係る体制 

本計画の実施機関である道路局には、環境社会配慮の担当のセクションはなく、同局の設

計部が担当することとなっている。道路局は 2013年 11 月に設立された比較的新しい機関で

あり、これまでに実施した事業ではドナーが雇上したコンサルタントが環境社会配慮業務を

行ってきた経緯がある。このため、道路局が実施する事業で環境社会配慮の実施が求められ

る場合には、同局から外部への業務委託、又は、環境社会配慮調査経験のある関連省庁や地

方政府の担当官からなる作業チームを結成し対応するなどの方策を講じる必要がある。道路

局は、設備運輸省や環境・持続開発局、国有財産局等の中央政府機関やディキル県政府等の

地方政府機関などの助言を受けながら環境社会配慮を進める。 

2018 年現在、「ジ」国においては環境影響評価調査を履行する民間コンサルタントの認証

制度はない。環境・持続的開発局へのヒアリングによると、環境影響評価調査の履行能力の

あるジブチ国内の民間コンサルタントは存在するとのことであるが、世界銀行等の環境影響

評価ガイドラインに基づいて評価を実施した経験がある民間コンサルタントはごくわずかで

ある。 

２-２-３-１-４ 代替案の比較検討 

本計画は既存道路の改修工事であり、大規模な線形変更や構造変更は想定されないため、代

替案との検討はゼロオプション（プロジェクトの実施なし）のみとする。 

表２-２.１５に、代替案との比較検討内容を示す。 

表２-２.１５ 代替案の比較検討 

項目 プロジェクト実施 プロジェクト実施なし 

自然環境 
対象道路沿線はアカシアなどが疎らに生育

する土漠であり、希少な動植物の存在もな

いため、自然環境への影響はない。 
- 

社会環境 

対象道路沿線には、2 か所の集落が存在す
るものの道路からは十数メートル離れたと

ころに建物などが立地しており移転は生じ

ない。 

国道 1 号は生活道路ではないが、生活物資
の供給や医師の巡回・急患の搬送などに利

用されている。現在は路面の存省が激しく

走行速度が大幅に抑制されるため、緊急時

の車輛移動に遅れが生じるなどのリスクが

高い状況が継続する。 

経済 

「ジ」国の経済は貿易サービスを中心とし

た第 3 次産業が主要な収入源となってい
る。隣国エチオピアとジブチ港をつなぐ重

要な物流ルートである国道 1 号を改修し、
物流を円滑化することは「ジ」国経済にと

って大きな正の影響を与える。 

国道 1 号は隣国エチオピアとジブチ港をつ
なぐ主要ルートであり、交通量は主に大型

車が 1,000 台/日を超えている。現在は、路
面の損傷が激しいため走行速度が大幅に抑

制され、横転事故も多発している。プロジ

ェクトが実施されなかった場合、そうした

経済損失が継続する。 

推奨される 
最適案とその根拠

自然・社会環境への影響はほとんどなく、

経済発展への貢献が大きいプロジェクトで

あることから、プロジェクト実施が推奨さ

れる。 

国を支える産業の発展が阻害される要因と

なっていることから、プロジェクトの実施

なしは推奨されない。 
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２-２-３-１-５ スコーピング 

表２-２.１６に示す通り JICA環境社会配慮ガイドライン（2010年 4月）等に基づき 30の影

響項目を設定し、道路局と調査団との共同作業によりスコーピング案を作成した。 

表２-２.１６ スコーピング案 

分 類 

評 価 

評価理由 工事前

工事中
供用時

社
会
環
境 

1 
用地取得・住民移

転 
D D 

道路用地はすべて既存道路用地内への敷設となることから、

民有地からの用地取得は一切発生せず、住民移転も一切発生

しない。 

2 貧困層 D D 
事業対象地周辺に貧困層は存在するが、既存道路の改修工事

であることから貧困層への影響はほとんどない。 

3 
少数民族・先住民

族 
D D 

事業対象地及びその周辺に、少数民族・先住民族は存在しな

い。 

4 
雇用や生計手段等

の地域経済 
D D 

既存道路の改修であることから、地域経済への負の影響はほ

とんどない。 

5 
土地利用や地域資

源利用 
D D 

既存路道路の改修であることから、既往の土地利用や地域資

源利用への影響はほとんどない。 

6 水利用 C D 
工事中：一時的に地下水を使用するが、影響の程度は不明で

ある。 
供用時：周辺の水利用に影響を及ぼす可能性は想定されない。

7 
既存の社会インフ

ラや社会サービス
B- D 

工事中： 道路改修工事に際して、一時的な交通規制（迂回

路通行、もしくは交互通行）が想定される。 
供用時： 供用段階で既存の社会インフラや社会サービスに

影響を及ぼす作業は想定されない。 

8 
社会関係資本や地

域の意思決定機関

等の社会組織 
D D 

事業対象地及びその周辺に社会関係資本や地域の意思決定機

関等の社会組織は存在しない。 

9 被害と便益の偏在 D D 
道路の改修と存在が、周辺地域に不公平な被害と便益をもた

らすことはない。 

10 地域内の利害対立 D D 
道路の改修と存在が、周辺地域内に利害対立を引き起こすこ

とはないと考えられる。 

11 文化遺産 D D 事業対象地及びその周辺に、文化遺産等は存在しない。 

12 景観 D D 
事業対象地及びその周辺に、景勝地や観光地は存在せず、ま

た、保全を要する景観も存在しない。 

13 ジェンダー D D 
道路の改修と存在が、ジェンダーに負の影響を及ぼすことは

ほとんど考えられない。 

14 子供の権利 D D 
道路の改修と存在が、子供の権利に負の影響を及ぼすことは

ほとんど考えられない。 

15 
HIV/AIDS等の感
染症 

D D 

道路の改修と存在が、感染症の広がりを助長することはほと

んど考えられない。建設工事は大規模なものではなく、工事

作業員は地元からの雇用が想定されており、他地域からの流

入は限られると考えられる。 

16 
労働環境（労働安

全を含む） 
B- B- 

工事中： 建設作業員の労働環境に配慮する必要がある。 
供用時： 定期点検時の安全対策に配慮する必要がある。 

自
然
環
境 

17 保護区 D D 事業対象地及びその周辺に、保護区等は存在しない。 

18 生態系 D D 
事業対象地及びその周辺はほとんどが土漠であり、そこには

希少な動植物は存在しないことから、生態系への影響はほと

んどない。 

19 水象 D D 
道路の改修と存在が、河川等の水流や河床の変化を引き起こ

すことは考えられない。 

20 地形、地質 D D 
大規模な盛土や切土は計画されていないことから、地形、地

質への影響はほとんどないと考えられる。 
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分 類 

評 価 

評価理由 工事前

工事中
供用時

汚
染
対
策 

21 大気汚染 B- C 

工事中： 大規模な工事でないことから影響の程度や範囲は限
定的であると考えられるが、一時的な大気質の悪化が想定さ

れる。 
供用時： 改修された道路により交通量が増加することに伴い
排気ガスが増加し、大気質に影響を与える可能性がある。現

況でも一定の交通量があるため影響の程度や範囲の増加は限

定的であると考えられるが、影響の大きさは不明である。 

22 水質汚濁 C D 

工事中：大規模な工事でないことから影響の程度や範囲は限

定的であると考えられるが、建設機械からの油漏れによる水

質汚濁の影響の大きさは不明である。 
供用時： 改修された道路の存在が水質汚濁を引き起こすこ

とは想定されない。 

23 廃棄物 B- D 
工事中： 建設廃棄物の発生が想定される。 
供用時： 改修された道路の存在が廃棄物を発生させること

はない。 

24 土壌汚染 C D 

工事中： 大規模な工事ではないことから、建設機械からの

油漏れによる土壌汚染の可能性は限定的と考えられるが、影

響の程度や範囲は不明である。 
供用時： 改修された道路の存在が土壌汚染を引き起こすこ

とはない。 

25 騒音・振動 B- C 

工事中： 建設機械の稼働による騒音・振動の発生が想定さ

れる。 
供用時： 道路が改修されたことにより交通量が増加し、騒

音・振動が増加する可能性がある。ただし、現況でも一定の

交通量があり、影響の程度や範囲の増加は限定的であると考

えられるが、影響の大きさは不明である。 

26 地盤沈下 D D 
道路の改修と改修された道路の存在が地盤沈下を引き起こす

ことは考えられない。 

27 悪臭 D D 
道路の改修と改修された道路が悪臭を引き起こすことはほと

んど考えられない。 

28 底質 D D 
道路の改修と改修された道路の存在が底質に影響することは

ほとんど考えられない。 

そ
の
他 

29 事故 B- C 

工事中： 工事関係車両の既存道路への出入りについて、事

故に対する配慮が必要である。 
供用時： 道路が改修されたことにより交通量が増加し、事

故が増加する可能性は否定できないが、現況は道路状態の悪

化で横転事故等が多発しており、道路改修により事故件数は

減少に転じる可能性もあり、影響の程度は不明である。 

30 
越境の影響、及び

気候変動 
D D 

道路の改修と存在が越境する影響を引き起こすことは考えら

れず、また、気候変動にかかる影響もほとんど考えられない。

評価 
A+/-: 重大な正／負の影響の可能性あり。 
B+/-: 重大ではないが、ある程度の正／負の影響の可能性あり。 
C: 影響の程度は不明。（さらなる調査が必要であり、影響の度合いは調査の過程で明らかにされる。） 
D: 影響は想定されない。 
出所：調査団作成 

事業実施による影響を A+/-（重大な正／負の影響の可能性あり）、B+/-（重大ではないが、あ

る程度の正／負の影響の可能性あり）、C（影響の程度は不明）、D（影響は想定されない）に分

類し評価した結果、9 項目（①水利用、②既存の社会インフラやサービス、③労働環境、④大

気汚染、⑤水質汚濁、⑥廃棄物、⑦土壌汚染、⑧騒音・振動、⑨事故）で、「重大ではないが、

ある程度の正／負の影響の可能性あり」と「影響の程度は不明」と判断された。 
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２-２-３-１-６ 環境社会配慮調査の TOR 

スコーピング案において、「重大ではないが、ある程度の影響の可能性あり」と「影響の程度

は不明」と評価された 9 項目の影響項目について、環境社会配慮調査の項目及び調査手法を表

２-２.１７のとおり検討した。 

表２-２.１７ 環境社会配慮調査のTOR案 

環境項目 調査項目 調査手法 

水利用 (1) 工事のための取水による水資源への
影響 

(2) 地下水の生活利用状況 

(1) a) 関係機関へのヒアリング、b) 既存資料調査
(2) a) 現地踏査及びヒアリング、b) 既存資料調査

既存の社会インフ

ラや社会サービス 
(1) 道路改修工事による影響の確認 

 
 

(2) 生活用水供給のための井戸及び水道
管の敷設状況及び移設等の対応策

(1) a)現況道路利用の確認、b) 工事内容、工法、期
間、位置、範囲等の確認、c) 現地踏査及びヒ
アリング 

(2) a)現況井戸及び水道管利用の確認、b) 道路設
計、工事内容、範囲等の確認、c) 現地踏査及
びヒアリング 

労働環境（労働安全

を含む） 
(1) 建設現場における労働安全対策 
 
 
(2) 供用時（定期点検作業及び維持管理
作業）の労働安全対策 

(1) a) 類似施設の建設現場における労働安全対策
事例、b) 道路局の労働安全に係る内規や労働
安全ガイドライン等の検証 

(2) 道路局の労働安全に係る内規や労働安全ガイ
ドライン等の検証 

大気汚染 (1) 道路改修工事による影響の確認 (1) a) 工事内容、工法、期間、位置、範囲等の確
認、b) 建設機械の種類、稼動位置、稼動期間
等の確認 

水質汚濁 (1) 地下水水質 
 
(2) 地下水の生活利用の状況 

(1) a) 関係機関へのヒアリング、b) 既存資料調査
(2) a) 現地踏査及びヒアリング、b) 既存資料調査

廃棄物 (1) 建設廃棄物の処理方法 (1) a) 関連機関へのヒアリング、b) 類似事例調査
土壌汚染 (1) 工事中のオイル漏れ防止策 (1) a) 工事内容、工法、期間、位置、範囲等の確

認、b) 建設機械の種類、稼動位置、稼動期間
等の確認 

騒音・振動 (1) 発生源から住宅地までの距離 
(2) 道路改修工事による影響の確認 

(1) 現地踏査及びヒアリング 
(2) a) 工事内容、工法、期間、位置、範囲等の確
認、b) 建設機械の種類、稼動位置、稼動期間
等の確認 

事故 (1) 住宅地域や、病院・学校等の各種施
設の分布状況、及び周辺道路の交通

状況 
(2) 立入り制限等の施設供用時の事故防
止策 

(1) 現地踏査 
 
 
(2) 防護柵、注意標識等の工事内容、位置等の確認

出所：調査団作成 

２-２-３-１-７ 環境社会配慮調査結果 

スコーピングに基づき現地調査を実施した環境社会配慮調査の結果を表２-２.１８に示す。 

表２-２.１８ 環境社会配慮調査結果 

環境項目 調査結果 

水利用 対象地域周辺の集落では、地下水をくみ上げて生活用水の一部としている。井戸を管理し

ている農業漁業畜産水資源省へのヒアリングの結果、周辺にある井戸からは 30  /時間程

度の供給が可能である。工事で必要な水は、国境近くにある集落の井戸から約 3km離れた

場所で新たに掘削する深井戸から供給予定である。周辺の集落への影響が最小限となるよ
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環境項目 調査結果 

う工事開始前に水位のベースライン値の測定と定期的な水位のモニタリングを行う必要が

ある。また、工事中に集落の井戸に水位の低下がみられた場合、ただちに井戸の利用を停

止し別の水の入手方法を検討する。 

既存の社会インフ

ラや社会サービス 

道路改修工事中に交通流への影響が見込まれるため、迂回路の設置等の対応策を講じる必

要がある。迂回路は、対象道路沿線の土漠に全長 21.66m、片側 1車線程度の規模で設置す

る。対象道路及びその周辺はすべて国有地の土漠であり民有地はなく、環境への影響もほ

とんど想定されない。 

労働環境（労働安全

を含む） 

道路改修工事現場における安全対策に加えて、道路の供用時の定期点検作業及び維持管理

作業に係る安全対策を講じる必要がある。 

大気汚染 道路改修では大規模な工事は想定されず、普段から乾燥した土地であるために粉塵が舞っ

ている状態であり、また近隣に散在する小規模な集落には病院等の特別な配慮を要する施

設もないことから大気汚染（粉塵）の影響は小さい。ただし、建設機械の稼働や、資材及

び機械留置の際、周辺の集落への影響が最小限となるよう配置等に配慮する必要がある。

水質汚濁 事業対象地周辺に常時地表水の存在する河川や淡水湖は存在しない。周辺のワジ（季節河

川）には雨季の降雨により一時的に表流水が流入するが、現地調査及び農業漁業畜産資源

省へのヒアリングでは、この表流水の生活用水や農業用水等としての利用は確認されてい

ない。また、道路改修工事の規模・内容を考慮すれば、本計画が一時的に存在する表流水

の水質悪化を引き起こすことはほとんど考えられない。 

廃棄物 大規模な工事は想定されていないが、既存道路舗装の撤去によりアスファルト等のがらが

発生するほか、道路改修工事に伴う廃棄物の発生が想定される。 

土壌汚染 大規模な工事は想定されず、重度の土壌汚染を引き起こすことはほとんど考えられない。

ただし、建設機械のオイル漏れや廃油の処理に配慮する必要がある。 

騒音・振動 周辺に小規模な集落が散在するため、掘削機等の建設機械による騒音・振動の発生が最小

限となるよう配慮する必要がある。 

事故 小規模な集落の周辺では、人の立ち入りがないよう工事中の事故対策が必要となる。また、

道路改修後は交通量の増加が見込まれるため、供用時の交通安全事故対策が必要となる。

出所：調査団作成 

２-２-３-１-８ 影響評価 

前述の環境社会配慮調査結果に基づき、事業による環境影響を評価した結果を表２-２.１９に

示す。 

表２-２.１９ スコーピング案及び調査結果 

分 類 

スコーピング

時の影響評価

調査結果に基

づく影響評価 
評価理由 

工事前

工事中
供用時

工事前 
工事中 

供用時 

社
会
環
境 

1 
用地取得・住民

移転 
D D N/A N/A  

2 貧困層 D D N/A N/A  

3 
少数民族・先住

民族 
D D N/A N/A  

4 
雇用や生計手段

等の地域経済 
D D N/A N/A  

5 
土地利用や地域

資源利用 
D D N/A N/A  

6 水利用 C D B- D 
工事中：ヒアリングによる対象地域周辺の井戸

の水量の情報から、工事で必要な水は新たに掘

削する深井戸から十分に供給でき、工事が地下
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分 類 

スコーピング

時の影響評価

調査結果に基

づく影響評価 
評価理由 

工事前

工事中
供用時

工事前 
工事中 

供用時 

水の枯渇を引き起こす可能性は低いが、影響が

最小限となるよう配慮する必要がある。 
供用時：影響は想定されてない。 

7 
既存の社会イン

フラや社会サー

ビス 
B- D B- D 

工事中：道路改修工事に際して、一時的な交通

規制（迂回路通行、もしくは交互通行）が想定

される。 
供用時：影響は想定されない。 

8 

社会関係資本や

地域の意思決定

機関等の社会組

織 

D D N/A N/A  

9 
被害と便益の偏

在 
D D N/A N/A  

10 
地域内の利害対

立 
D D N/A N/A  

11 文化遺産 D D N/A N/A  

12 景観 D D N/A N/A  

13 ジェンダー D D N/A N/A  

14 子供の権利 D D N/A N/A  

15 
HIV/AIDS等の
感染症 

D D N/A N/A  

16 
労働環境（労働

安全を含む） 
B- B- B- B- 

工事中：建設作業員の労働環境に配慮する必要

がある。 
供用時：定期点検時の安全対策に配慮する必要

がある。 

自
然
環
境 

17 保護区 D D N/A N/A  

18 生態系 D D N/A N/A  

19 水象 D D N/A N/A  

20 地形、地質 D D N/A N/A  

汚
染
対
策 

21 大気汚染 B- C B- D 

工事中：道路改修工事に際しては、建設機械の

稼働等による粉塵や排ガスの発生抑制に配慮す

る必要がある。 
供用時：現況でも乾燥した土地柄と 1000台/日以
上の交通量で一定量の粉塵は舞っており、道路

の改修工事による影響は限定的である。 

22 水質汚濁 C D D N/A 

工事中：雨季の降雨により事業対象地周辺の涸

れ川に一時的に地表水が存在するが、この地表

水の利用は確認されていない。また、大規模工

事は想定されていないことから、この地表水の

水質が事業実施により悪化することはほとんど

考えられない。 

23 廃棄物 B- D B- N/A 

工事中：既設道路解体に伴うアスファルトやコ

ンクリートがらなどの建設廃棄物の発生が想定

されるため、現場にて破砕後、対象区間沿線の

道路局指定場所（具体箇所は詳細設計後に道路

局が指定）に適切に廃棄する。 

24 土壌汚染 C D B- N/A
工事中：建設機械からの油漏れによる土壌汚染

の可能性があるため、定期的な点検等の対策が

必要となる。 

25 騒音・振動 B- C B- N/A

工事中：建設機械の稼働による騒音・振動の発

生が想定されるため、騒音の小さい機材の使用

や工事時間に配慮する必要がある。 
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分 類 

スコーピング

時の影響評価

調査結果に基

づく影響評価 
評価理由 

工事前

工事中
供用時

工事前 
工事中 

供用時 

26 地盤沈下 D D N/A N/A  
27 悪臭 D D N/A N/A  
28 底質 D D N/A N/A  

そ
の
他 

29 事故 B- C B- B- 

工事中：周辺住民が工事現場に入らないように

する、工事関係車両の事故の防止などに配慮が

必要である。 
供用時：交通量の増加や通行スピードが上がる

ことによる交通事故の増加が予想されるため、

交通安全対策が必要である。 

30 
越境の影響、及

び気候変動 
D D N/A N/A  

評価  A+/-: 重大な正／負の影響の可能性あり。 
B+/-: 重大ではないが、ある程度の正／負の影響の可能性あり。 
C+/-: 影響の程度は不明。（さらなる調査が必要であり、影響の度合いは調査の過程で明らかにされる。） 
D: 影響は想定されない。 

出所：調査団作成 

２-２-３-１-９ 緩和策及び緩和策実施のための費用 

緩和策及び緩和策実施のための費用分担を表２-２.２０に示す。 

表２-２.２０ 緩和策及び緩和策実施の費用 

番号 影響項目 緩和策（案） 実施機関 責任機関 費用 
1 水利用 工事中：集落から 3km離れた場所に新規深

井戸を設置、工事開始前に水位のベースラ

イン値の測定、定期的な集落の井戸の水位

モニタリング、集落の井戸に水位の低下が

みられた場合はただちに井戸の利用を停止

し別の方法での水の入手 

請負業者

／道路局 
道路局 全体事業費

に含む 

2 既存の社会インフ

ラや社会サービス 
工事中：道路改修工事に際して迂回路の設

置よる交通流の確保 
請負業者 道路局 同上 

3 労働環境（労働安

全を含む） 
工事中：労働災害防止のためのヘルメット

の着用やバリケード等の安全設備の設置、

作業員への安全教育の実施など 
供用時：労働災害防止のための安全設備の

設置、定期点検及び維持管理マニュアル等

による作業員への教育 

請負業者 
／道路局 

道路局 全体事業費、

及び道路局

の年間施設

管理費に含

む 

4 大気汚染 工事中：集落周辺において定期的（1日 3
度程度）な散水、防護シートによる粉塵発

生の低減、建設機械の効率運用などによる

窒素酸化物等の発生の低減 

請負業者 道路局 全体事業費

に含む 

5 廃棄物 工事中：既設道路解体に伴うアスファルト

やコンクリートがらなどの建設廃棄物の発

生は、現場にて破砕後、対象区間沿線の道

路局指定場所（具体箇所は詳細設計後に道

路局が指定）に適切に廃棄する。 

請負業者 道路局 同上 

6 土壌汚染 工事中：集落周辺においては昼間のみの作

業、重機・工事車両の定期的な保守点検 
請負業者 道路局 同上 

7 騒音・振動 
 

工事中：重機・工事車両の定期的な保守点

検 
請負業者 道路局 同上 

8 事故 工事中：トラック等の工事関係車両の一般

道路への出入り口に警備要員の配置 
供用時：防護柵、注意標識の設置 

請負業者 
／道路局 

道路局 同上 

出所：調査団作成 
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２-２-３-１-１０ 環境管理計画・モニタリング計画 

本計画は既存道路の改修であり、大規模な新規建設工事が想定されていないことから、環境

への影響は限定的である。一方、工事中の既存の社会インフラや社会サービスへの影響を低減

し、工事現場における安全対策の徹底を図り、また、大気汚染や廃棄物の発生を低減するため

には、建設工事の契約図書に工法等の仕様と請負事業者の責任で実施すべきモニタリング項目

が適正に盛り込まれることと、確実なモニタリングを保証する施工監（管）理体制の構築が求

められる。 

表２-２.２１に、本計画のモニタリング計画を示す。 

表２-２.２１ モニタリング計画 

環境項目 項目 地点 頻度 方法 責任機関 
【工事中】 
許認可・住民説明 政府機関や住民・コミュ

ニティからの指摘事項 
対象道路周辺の集落

及び工事現場 
1回／月 ヒアリング 道路局 

水利用 地下水の水位 工事現場 1回／月 簡易計測器

ヒアリング 
道路局 

既存の社会インフ

ラや社会サービス 
交通流 工事現場 1回／月 目視法及び 

ヒアリング 
請負業者 

労働環境 安全対策の実施状況 工事現場 1回／月 ヒアリング 請負業者 
大気汚染 粉塵対策の実施状況 

（1日 3度程度の散水等）
工事現場 2回／月 目視法及び 

ヒアリング 
請負業者 

廃棄物 廃棄物の処理状況 工事現場 2回／月 ヒアリング 請負業者 
土壌汚染 土壌汚染対策の実施状況 工事現場 2回／月 ヒアリング 請負業者 
騒音・振動 騒音 工事現場周辺住宅地 2回／月 簡易測定器 

ヒアリング 
請負業者 

事故 交通安全策の実施状況 工事関係車両の一般

道路への出入口 
2回／月 目視法及び 

ヒアリング 
請負業者 

【供用時】 
労働環境 安全対策 対象道路 2回／年 ヒアリング 道路局 
事故 安全設備の設置状況 対象道路 2回／年 目視法及び 

ヒアリング 
道路局 

出所：調査団作成 

２-２-３-１-１１ ステークホルダー協議 

2018 年 4 月 25 日に調査団は、ディキル県知事、ヨボキ村長へ事業内容を共有した。住民へ

の説明や廃棄物処理場所の確保等、本事業に対して全面的な協力が示された。また、住民への

周知はディキル県知事及びヨボキ村長から行われることとなった。また、住居都市計画環境省

や農業漁業畜産水資源省と数回協議を重ね、事業内容の共有と意見交換を行ったが、特に異議

などの意見はなく、協力姿勢であることを確認した。 

道路局は工事着手前に、本計画の概要、計画の妥当性、代替案の検討結果、想定される負の

影響等を説明し、環境及び社会面に関する合意形成を図るとともに、事業の実施体制を構築す

るために、ステークホルダー協議を開催することが望ましい。主要ステークホルダーを表２-２.

２２に示す。 
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表２-２.２２ 本計画の主要ステークホルダー 

主要ステークホルダー 
中央省庁 道路局（設備運輸省） 

農業漁業畜産水資源省 
住居都市計画環境省 

関係機関 通信公社 
ディキル県知事、ヨボキ村長 

出所：調査団作成 

２-２-３-２ 用地取得・住民移転 

２-２-３-２-１ 用地取得・住民移転の必要性 

前節 2-2-3-1-4「代替案の比較検討」及び 2-2-3-1-5「スコーピング」に示した通り、本計画は

一部道路の拡幅や工事用道路や建設機材留置も既存道路の用地内、もしくは国有地に設置され

ることから民有地からの用地取得を必要としない。また、対象道路沿道に近接して立地する建

物等も存在しないため、住民移転も発生しない。 

２-２-３-２-２ 用地取得に係る法的枠組み 

「ジ」国の土地は、登記済みの土地（ terres immatriculées）と未登記の土地（ terres non 

immatriculées）に大別できる。前者は、個人、法人もしくは国の所有地で、後者は所有者のいな

い空閑地（terres vacantes et sans maître）であり国に帰属する土地とされている。登記済みの土地

は国から譲渡された土地であり、永久所有権が与えられている。これらの土地管理の権限は予

算省の国有財産局（Direction des Domaines）にあり、ここでは登記済みの土地の管理、空閑地を

含む国有地の管理、土地の分譲と登記などを所管している。なお、登記済みの土地が地図に取

りまとめられ管理されているのは、ジブチ市内の市街化された地域のみである。 

未登記の土地には、地方政府（県：Préfecture）から一時的な占有権が個人や法人に与えられ

た土地が存在する場合がある。この一時的占有権が与えられた土地の所有権はあくまでも国に

あり、恒久的な構造物の建設は認められていない。しかし、一時的占有権は県が中央政府機関

に照会することなく独自に発給することから、国有財産局がその発給状況を把握することはな

い。1997年に首相府がこの一時的占有権の発給を停止するよう地方政府に通達を出したが、慣

例的に現在も発給されているのが実情とのことである。なお、この一時的占有権には通常、許

可された構造物の 3ヶ月以内の設置が条件として付される。 

道路局が未登記の土地（国有地）を道路用地として地役権を取得する場合には、地方政府に

おいて一時的な占有権が与えられた土地の有無を確認し、占有者がいる場合には補償を行った

うえで国有財産局に申請する。国有財産局は、道路局からの申請に基づいて地役権付与に係る

大統領令の草案を作成し、これを首相府の審議に委ねる。この草案は、最終的に大統領の署名

を得て発効する。一方、登記済みの土地を道路局が収用する場合には、対象となる用地のイン

ベントリーを作成して国有財産局に土地収用に係る申請を行う。国有財産局では道路局からの

申請にもとづいて大統領令の草案を作成し、同じくこれを首相府の審議にかけ、最終的には大

統領の署名を得てこの土地収用に係る大統領令が発効し、その実施が可能となる。国有財産局

によれば、前者の地役権の取得については、申請から大統領令の発効に至るまで 1ヶ月間程度、
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また、後者の民有地の土地収用については、申請から大統領令の発効に至るまで同じく 1 ヶ月

間程度を要するとのことである。 

表２-２.２３に、「ジ」国の用地取得関連法制度を示す。 

表２-２.２３ 「ジ」国の用地取得関連法制度 

分類 法規 

法律 

土地保有関連法の適用のための細則を定める法律 1991年第 178号 
Loi n° 178/AN/91 2eL fixant les modalités d’application des lois relatives au régime foncier 
土地保有に係る組織に関する法律 1991年第 177号 
Loi n° 177/AN/91 2eL portant organisation de la propriété foncière 
私有地に係る組織に関する法律 1991年第 173号 
Loi n° 173/AN/91 2eL portant organisation du domaine privé de l’État 
公益のための土地収用を規制する法律 1991年第 172号 
Loi n° 172/AN/91 2eL réglementant l’expropriation pour cause d’utilité publique 
公有地に係る組織と確定に関する法律 1991年第 171号 
Loi n° 171/AN/91 2eL portant fixation et organisation du domaine public 

細則 

土地保有に関する国家委員会の構成と権限を規定する細則 2012年第 0469号 
Arrêté n°2012-0469/PR/SECL définissant les attributions et la composition de la Commission 
nationale de la Propriété Foncière 
国の分譲地の永続所有に関する細則 2010年第 0500号 
Arrêté n°2010-0500/PR/MEFPCP relatif à la concession définitive de l’ensemble des lotissments de 
la capitale 

出所：調査団作成 

２-２-３-２-３ 用地取得・住民移転の規模・範囲 

道路幅員は法規で定められているものではなく、本計画の基本幅員は原則 11.5m とする。既

存の道路用地（ROW）は、既存道路中心線から片側 25m 幅の計 50m であり、本計画の道路改

良はほとんどの区間はこの範囲内に収まるが、一部ガラフィ終点(PK 217+890)から 3.85km～

4.15kmの約 300mの区間（PK213+740 ~ PK214+040）は渡河構造物の新設に伴う線形改良が予

定されているため、最大約 30m幅が ROW外となる。そのため、道路局はこの範囲の地役権の

付与を国有財産局に求める必要がある。 

新たに地役権確保が必要となる区間の周辺に居住者はないことはすでに確認されているが、

申請に先立ち、道路局はジブチ県及びディキル県の双方に上記用地に一時的占有権が設定され

ていないことを確認する。その後、道路局は国有財産局へ書面にて必要箇所の地役権を国有財

産局から得る手続きを、工事開始までに実施する必要がある。 

国有財産局への手続きにより地役権の取得が必要となる箇所を図２-２.２６に示す。 
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出所：調査団作成 

図２-２.２６ 本事業により道路用地の地役権取得が必要とされる区間 

２-２-３-２-４ 苦情処理メカニズム 

対象道路周辺の住民やコミュニティから本計画実施中に苦情が出された場合、実施機関であ

る道路局は工事に先立って適当な苦情処理担当者を明確にし、迅速かつ、被影響住民にとって

納得のいく対応を行う。 

苦情処理手続きは、苦情を抱える被影響住民が必要な場合にすぐ取りかかれるよう、十分に

周知されていなければならない。（例：お知らせレターを文字の読めない人に渡す時は、信頼で

きる仲介人が口頭でも説明する）。苦情処理担当者は、名前と連絡先を関係する全ての被影響住

民に提供し、被影響住民から受けた苦情に対しては、責任を持って対処にあたる義務がある。 

住民やコミュニティは本計画に苦情がある場合、道路局へ苦情の申し立てを行う。道路局は

苦情を受け付け後ただちに苦情内容を明確化し、事実や原因と確認後、解決策の検討を行う。

苦情担当者から出された解決案が住民やコミュニティから合意された場合、解決実施および結

果を検証する。一方、苦情担当者から出された解決案に住民やコミュニティの納得がいかない

場合、被影響住民は裁判所に申し立てをすることができる。 

２-２-３-２-５ モニタリングフォーム案 

本計画において必要とされるモニタリング項目について、工事期間中は道路局が工事請負業

者からの報告に基づき、また、供用時においては道路局が自らの責任により環境測定やヒアリ

ング等を行い、定期的にモニタリング結果を報告する。供用後の報告期間は、供用開始から 3

年間とする。 

本計画に係るモニタリングフォーム案を以下に示す。 

現況の ROW 

地役権取得が必要な箇所

（最大約 30m幅） 
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【工事期間中】 

(1) 許認可・住民説明 
モニタリング項目 報告期間中の状況 

住民・コミュニティからの指摘事項への対応  

政府機関からの指摘事項への対応  

(2) 水利用（地下水） 

モニタリング項目（単位） ベースライン値 測定値 
備考 

（測定場所、頻度、方法等） 
集落の井戸の水位（－m）    

モニタリング項目 報告期間中の状況 

住民・コミュニティからの苦情等への対応  

(3) 既存の社会インフラや社会サービス（交通流） 
モニタリング項目 報告期間中の状況 

道路横断箇所の工事期間中の交通規制、人員配置等  

住民・コミュニティからの苦情等への対応  

(4) 労働環境（安全対策の実施状況） 
モニタリング項目 報告期間中の状況 

工事現場における安全対策、労働災害等  

現場作業員からの指摘事項への対応  

(5) 大気汚染（粉塵対策の実施状況） 
モニタリング項目 報告期間中の状況 

工事現場における 1日 3度程度の散水等の粉塵対策  

住民・コミュニティからの苦情等への対応  

(6) 廃棄物（廃棄物の処理状況） 
モニタリング項目 報告期間中の状況 

建設廃棄物（建設残土を含む）の EMP に基づいた
処理方法 

 

(7) 土壌汚染（土壌汚染対策の実施状況） 
モニタリング項目 報告期間中の状況 

建設機械の定期点検  

廃油処理  

(8) 騒音・振動（騒音） 
モニタリング

項目（単位）

測定値 
（平均値）

測定値 
（最大値）

参照した国際的基準

（WHO） 
備考 

（測定場所、頻度、方法等） 
騒音（dB） 50dB 70dB 70dB  
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モニタリング項目 報告期間中の状況 

住民・コミュニティからの苦情等への対応  

(9) 事故（交通安全策の実施状況） 
モニタリング項目 報告期間中の状況 

工事関係車両の一般道路への出入口等における

交通安全対策 

 

工事に起因する交通事故発生状況  

【供用後】 

(1) 労働環境（安全対策） 
モニタリング項目 報告期間中の状況 

定期点検及び維持管理作業員への安全教育  

定期点検・維持管理作業時の事故発生状況  

(2) 事故（安全設備の設置状況） 
モニタリング項目 報告期間中の状況 

送電施設における安全対策（防護柵、注意標識等）  

部外者立入り事象  
 

２-２-３-２-６ 環境チェックリスト 

道路局と調査団の共同作業により、以下の環境チェックリストが作成された。 

なお、「2-2-3 環境社会配慮」については JICA及び先方実施機関の確認を取ったものではな

い。 
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２-３ その他（グローバルイシュー等） 

本事業を実施することにより、協力対象地域に居住する全ての住民に対して社会的なサービ

スへのアクセスや交流機会が享受される。また、移動時間の短縮は、緊急時だけでなく平常時

の医療サービスへのアクセスを容易にするとともに、周辺地域の衛生環境の向上に繋がる。さ

らに、走行性向上や運搬時間短縮が農産物などの荷傷みの低減に寄与し、新鮮で高品質な生産

物の提供や、小売業の就業機会創出につながり、延いては経済的自立や貧困削減を促すことが

期待される。 

また、道路事情の改善によりバスの運行が始まれば、子供たちの教育施設への移動が容易に

なり、平等かつ質の高い教育を受ける可能性を広げることも可能になる。これは、ジェンダー

平等の観点から「ジ」国政府が開発計画のゴールの一つとして掲げる「教育の機会均等」に寄

与するものである。教育機会を生むことは、将来の雇用拡大や、地域間の格差是正につなげる

ことが出来、地域住民が住み続けられる環境を生むことができる。 

なお、本事業は現道の改修を行うものであり、家屋移転など地域住民への負の環境変化をも

たらすものではない。現道改修を計画するにあたっては、安全性や走行性の向上のため、幅員

の拡幅を行い、道路線形を可能な限りゆるいものとする。また、一部区間においては車両防護

柵の設置による走行車線からの逸脱防止など、車両運転手だけでなく歩行者の安全確保にも配

慮するよう計画に取り入れることとする。 
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第 3 章 プロジェクトの内容 

３-１ プロジェクトの概要 

３-１-１ 上位目標とプロジェクト目標 

「ジ」国の国道 1 号は、ジブチ港が位置する首都ジブチからエチオピア国境のあるガラフィ

までの 219kmを繋ぐ最重要幹線道路であり、隣国エチオピアの輸入物資の 9割以上が通過する

（出所：「ジブチ回廊情報収集・確認調査」報告書（2017年））ジブチ回廊の大動脈である。国

道 1 号はこれまでに、全区間舗装されているが、エチオピアとの国境であるガラフィ国境の通

過車両数は 2013年から 2017年の 4年間で倍増（税関情報より道路局推計）していることから、

ポットホールや路肩の損傷、舗装の剥離等が著しく進行している。特に、ガラフィ付近は通関

業務のため渋滞が発生し、停車車両を避けて大型車両が舗装端部を通過するため路肩の損傷が

加速し、通行に時間を要するとともに、大型車両の安全な走行が確保されていない。 

「ジ」国政府は、国家成長のための長期開発計画「Vision Djibouti 2035」を策定し、さらに 2015

年から 2019年までを対象とした中期計画 SCAPEの中で運輸交通セクターとして競争力のある

国際物流網整備を設定し、国道のアスファルト舗装率を 2019年までに 82%に引き上げることを

目標としている。かかる状況下、「ジ」国の国際物流網の中心的役割を果たす国道 1号のボトル

ネック区間を改修する事業は、SCAPEが目指す国際物流網強化に資するものとして位置付けら

れている。 

本計画は、こうした上位目標の達成に貢献するため、国道 1 号において既存舗装の劣化が進

行しているディキルからエチオピア国境までの 100km区間のうち、特に損傷が著しい国境付近

区間の道路整備を行うことにより、国境周辺地域の交通円滑化ならびに域外へのアクセス向上

を目標とするものである。 

３-１-２ プロジェクトの概要 

上記のプロジェクト目標を達成するため、本協力対象事業は、国道 1 号のエチオピア国境地

点からヨボキ方向への延長 20.69km を対象区間（巻頭位置図参照）とした道路建設を実施する

こととする。また、本対象区間内のうち、降雨時に冠水し通行不能を引き起こす既設の洗い越

し構造を全てボックスカルバートに更新するとともに、交通安全のための各種付帯施設を設置

することにより、通年通行を可能とする高水準な国際幹線道路として整備することとする。こ

れにより、協力対象地域における旅客・物流の増加、通行所要時間の短縮、通行不能期間の解

消、安全な交通空間の確保などが期待される。 

表３-１.１に、本協力対象事業の投入概要を示す。 

表３-１.１ 協力対象事業の投入概要 

項 目 投入規模 

加熱混合アスファルト舗装による道路整備（国境付近を除く） 20,275m

セメントコンクリート舗装による国境施設付近の車道整備 415m
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ワジ横断部の渡河構造物（ボックスカルバート）の整備 7箇所

雨水排水構造物（ボックスカルバート）の整備 33箇所

標識、ガードレール、路面表示などの付帯施設整備 1式
出所：調査団作成 

３-２ 協力対象事業の概略設計 

３-２-１ 設計方針 

（１） 基本方針 

本計画が対象とする道路区間は、事業規模を延長 20km 程度とし、以下に示す 2 つの条件に

より区間を決定することとする。 

 整備区間の終点は、エチオピアとの国境地点とする。 

 整備区間の起点は、上記終点から現況道路沿い 20km 地点付近において、現況道路

に対して安全にすり付け可能な直線区間内で決定する。 

以上の条件を踏まえた現地確認、ならびに「ジ」国関係者との協議の結果、エチオピア国境

地点からヨボキ方向に 20.69km 地点を事業の起点とし、同区間において既存道路上の改修工事

を実施することを基本方針とする。（新規ルートとの線形比較検討結果は「3-2-4-2 施設計画 (1)

平面縦断計画」参照） 

また、対象区間の道路構造については、「ジ」国の建設材料調達事情や施工事情の観点から一

般的に採用されている加熱混合アスファルト舗装を採用する方針とする。ただし、国境施設を

通過する一部区間においては、通関待ち車両によって発生する交通渋滞により、大型車両の低

速走行や停止状態での車輪動作等が常態的に観測されることから、舗装面に対して繰り返し作

用する静荷重への対抗性が優位なコンクリート舗装を採用することとする。さらに、税関事務

所に近接した交通混雑の発生源となっている一部区間に退避車線を導入し、交通渋滞の緩和を

図ることとする。 

（２） 自然環境条件に対する方針 

本協力対象地である「ジ」国は、5月～9月の乾季、10月～4月の雨季に分けられる。ただし、

年間降雨量は約 150mm程度と極めて少ないため、雨季であっても事業実施に大きな影響を与え

ることはないと考えられる。一方、6月～8月は酷暑期となり、対象エリアでは極めて厳しい環

境下での施工となるため、施工スピードの低下や作業内容が限定されることから、それを踏ま

えた施工計画が重要となる。表３-２.１に、月別平均気温データを示す。 

表３-２.１ 月別平均気温 

単位：℃ 
 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

平均最高気温 29.8 31.0 32.2 34.2 38.2 41.7 43.9 43.3 39.3 35.1 32.2 30.7 

平均最低気温 21.6 22.5 24.0 25.5 27.1 29.4 31.2 30.7 28.9 25.7 23.1 21.7 

平均気温 25.1 25.6 27.0 28.8 31.0 33.6 36.0 35.1 32.6 29.3 26.9 25.6 

出所：ジブチ空港内「ジ」国立気象台データ（2002年～2012年） 
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（３） 建設事情／調達事情に対する方針 

「ジ」国には道路設計に関する基準がないため、本計画では、幾何構造設計、舗装設計、排

水設計、構造物設計において、基本的にそれぞれ日本基準を適用する。ただし、標識や路面表

示の種別については、「ジ」国において慣例的に採用されているフランス基準に従うものとする。 

また、「ジ」国における建設資機材の調達事情としては、リース業者や市場が非常に限定的で

あり、事業毎に諸外国（欧米、ドバイ、エチオピア、中国等）から建設資機材を輸入するのが

一般的となっている。そのため、本計画の建設資機材は、現地調達の可否ならびに調達コスト

を勘案の上、計画することとする。 

また、対象サイト周辺には日本または第三国からの工事関係者が居住可能な宿泊施設が存在

しないことから、工事着手にあたり宿泊施設等の生活環境を備えた工事用基地（キャンプ）を

設営する必要があることに留意する。さらに、サイト周辺に医療施設がなく、最も近い病院は

ディキル市内となる。そのため、急病人や怪我人が発生した際の最低限の応急処置（ファース

ト・エイド）、ならびに緊急搬送の体制を構築する。 

（４） 現地業者（建設業者、コンサルタント）の活用に係る方針 

「ジ」国の道路建設事業において、現地資本の建設業者やコンサルタントは極めて限定的で

あり、一定の施工技術や実績を有するのは一部の外国資本業者（イタリア、イエメン等）に限

られることに留意する。 

（５） 運営・維持管理に対する方針 

整備対象区間の道路維持管理は、道路局工事部のディキル維持管理基地が担当している。デ

ィキル維持管理基地から対象区間起点までは約 80km あり、現況の劣悪な道路事情により片道

約 4 時間を要する。このような事情を踏まえ、道路整備後の維持管理への負担を極力軽減でき

ることを基本とする。 

以下に、維持管理軽減の観点から各施設設計において考慮する方針を示す。 

道路設計においては、舗装の早期劣化や破損を防止するため、軸重調査結果に基づいて舗装

構成を決定する。また、路面設計においても、耐流動性、耐摩耗性、耐剥離性、骨材との付着

性、たわみ追従性等を向上させるため、改質アスファルトを採用することにより、耐久性に優

れた舗装とする。 

国境施設を通過する一部区間の舗装について、静荷重への対抗性が優位なコンクリート舗装

（最大 50年間メンテナンスフリー）を採用し、維持管理費用の大幅な低減を図る。 

渡河構造物設計において、ボックスカルバート底版に土砂が堆積しないよう排除可能な勾配

を確保するとともに、流石がボックスカルバートの隔壁に直接衝突しないよう隔壁前面に鋼管

を設置して躯体への影響を軽減する。 
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（６） 施設のグレードの設定に係る方針 

国道 1 号の重要度、損傷による影響度、大型貨物が主となる交通特性などを考慮し、十分な

幅員構成ならびに舗装構成を確保し、サービス性および耐久性の高い国際物流網を確立する。 

（７） 工法／調達方法、工期に係る方針 

本計画における工法、調達方法、工期に係る方針を以下に示す。 

 既存道路の交通流に影響を与えずに当該道路を施工するため、現場発生材による迂

回路を整備し、安全かつ適正で経済的な工事を計画する。 

 対象地域周辺での現地調達が容易な工事材料を施工計画に反映する。 

 早期着工を視野に入れた施工計画とともに、材料調達の容易さ及び同時施工が可能
となる施工区分を考慮し、効率的な施工工程を策定する。 

 相手国の維持管理能力を考慮し、特殊な建設機械や技術を必要としない施設を計画
する。 

 施工計画の策定にあたっては、社会環境及び交通安全確保に十分配慮する。 

上記のうち、現地調達が可能な工事材料としては水と砕石が挙げられ、対象地域の周辺事情

や工事内容を踏まえ以下の点に留意する。 

工事用の水は、対象地域が一部の湛水地域を除き乾燥した土漠地帯であるため、新規に井戸

掘削を行うことにより地下水を採取する必要がある。本計画では同作業を全体工程に見込んで

おく必要がある。 

砕石は、コスト低減や工期短縮の観点から、良質であると判断可能な現地発生材（かき込み

砂利）を路体や路盤材として使用することとする。 
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３-２-２ 計画の範囲 

本計画の範囲は、国境から 20.69km とするが、具体的には国境緩衝地帯内にある両国の実質

の国境位置を示すコンクリート杭からヨボキ方面に 20.69km のジブチテレコム鉄塔付近までと

する。測点は、EU支援区間に現存するキロポストとの整合を図るよう机上で距離を計算し、終

点の国境コンクリート杭位置を PK217+890とすることで道路局と確認をした。またその測点に

対応したキロポスト（コンクリート製）を 1kmおきに設置する。 

 
出所：調査団作成 

図３-２.１ 本計画対象区間 

（１） 設計基準 

「ジ」国には道路設計に関する基準がないため、本計画では、幾何構造設計、舗装設計、排

水設計、構造物設計において、基本的にそれぞれ日本基準を適用する。ただし、標識および路

面標示については現地で一般に使われているフランス基準を適用する。道路横断構成において

は、本計画対象路線の隣接区間と整合を考慮して決定することとする。 

 道路幾何構造 ：日本基準（道路構造令） 

 舗装設計 ：日本基準（舗装設計施工指針、舗装設計便覧等） 

 排水設計 ：日本基準（排水工指針） 

 渡河構造物 ：日本基準（カルバート工指針） 

 防護柵：EU規格、設置条件は日本基準（防護柵の設置基準・同解説） 

 標識、路面標示 ：フランス基準、設置条件は日本基準（道路標識設置基準・同解説） 

（２） 道路幾何構造 

設計速度は 80km/時を基本とするが、国境付近の丘陵部 5km区間は現況線形でも比較的小さ

な曲線半径が緩和曲線無しで使われており、国境施設でいずれ停止する必要があることから、

設計速度を 50km/時に低減する。本計画における主要な道路幾何構造を表３-２.２に示す。 

終点となる国境杭 

終点 起点整備対象道路 (L=20.69km)
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表３-２.２ 主要な道路幾何構造 

項 目 単位
国道１号 

一般部 
(PK197+200～PK212+890)

国境付近 
(PK212+890～PK217+890)

設計速度 km/h 80 50
最小曲線半径 m 280 100
最大縦断勾配 % 4 6
最小縦断勾配 % 0.3 0.3

最小縦断曲線半径 
凸 m 3,000 800
凹 m 2,000 700

車道横断勾配 % 2.0 2.0
路肩横断勾配 % 2.0 2.0
最大片勾配 % 10 10
最小停止視距 m 140 65
最小必要追い越し視距 m 350 200
緩和曲線省略可能な限界曲線半径 m 900 350
出所：調査団作成 

３-２-２-２ 道路計画 

（１） 平面縦断計画 

1)  道路平面線形 

平面線形は、沿道家屋や埋設物などの既存施設との干渉および工事量を最小化するため、基

本的に現道の線形を踏襲することとする。ただし、国境から約 4km付近のガラフィワジ周辺に

ついては、渡河構造物の設置位置を考慮して線形を若干シフトする。 

また、図３-２.２に示す PK205～210の約 5km区間は、平坦地であり沿道に障害物がなく現

道の舗装状態も比較的良いことから、現道を工事中の迂回路として活用し、現道の隣に新たに

計画道路を構築することも考えられる。この 5km 区間について表３-２.３の比較表に示すとお

り２つの案を比較検討したが、現道上に計画道路を構築し仮設道路は現道横に新たに建設する

第１案が、排水・景観・維持管理・工事費の面から優れると判断される。 

出所：調査団作成 

図３-２.２ 比較対象区間 

整備対象道路 (L=20.69km)
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表３-２.３ 道路構築方法比較表（PK205～210） 

  第１案 第２案 

標準断面 

 

 

概 要 

 計画道路は現道上に構築 
 工事中の仮設道路は現道の横に構築 

 計画道路は現道の横に構築 
 現道は補修をした上で工事中の迂回路と

して利用 

施工期間   
仮設道路構築 1ヶ月＋計画道路構築（既設

カルバート撤去含む）6ヶ月＝7ヶ月  
計画道路構築（現道補修含む）6.5 ヶ月＋

既設カルバート撤去 0.5 ヶ月＝7ヶ月 

排 水   
特に問題なし。 

 
計画道路建設後、現道下にある既存のカ

ルバートは撤去しなければ排水上のボト

ルネックとなる懸念がある。 

景 観   
特に問題なし。 

 
計画道路建設後に残る旧道は、景観上好

ましくない。 

交通容量   
２車線道路にて 20 年後の交通量を満たす

交通容量を確保できる。 
 

２車線道路にて20年後の交通量を満たす

交通容量を確保できる。 

維持管理   

２車線分の維持管理となるため、第２案と

同等の維持管理費となる。 
 

計画道路建設後は旧道は利用しないこと

から、維持管理は新設する２車線分とな

るため、第１案と同等の維持管理費とな

る。 

工事費   

【本線/1km】 

1) 路床盛土工:1,600m3×244 円=     40 万円

2) 下層路盤:2,000m2×3,470 円=    700 万円

3) 上層路盤:10,000m2×1,457 円= 1,460 万円

4) 基層:10,000m2×1,863 円=     1,860 万円

5) 表層:10,000m2×1,388 円=     1,390 万円

【仮設道路/1km】 

1) 砕石舗装:9,000m2×1,695 円=  1,530 万円

合計 6,350 万円/km (1.0) 

21km 分の総工事費：13.3 億円 (1.0) 

 

【本線/1km】 

1) 路床盛土工:9,000m3×244 円 =  220 万円

2) 下層路盤:10,000m2×3,470 円=3,470 万円

3) 上層路盤:10,000m2×1,457 円=1,460 万円

4) 基層:10,000m2×1,863 円=    1,860 万円

5) 表層:10,000m2×1,388 円=    1,390 万円

【現道部分補修/1km】 

1) 砕石舗装:3,000m2×1,695 円=   500 万円

合計 8,900 万円/km (1.4) 

21km 分の総工事費：14.6 億円 (1.1) 

評 価   総合的に判断し、第２案より優れる。  総合的に判断し、第１案より劣る。 

出所：調査団作成 

2)  道路縦断線形 

縦断線形は、以下の点を配慮して現道より若干の嵩上げを行う。 

 現道の舗装は基本的に下層路盤として利用することとし、その上に必要な舗装厚を
確保できるよう計画高を設定する。 

 設置する横断構造物の必要土被りが確保できるよう縦断線形を設定する。 

 現道が洗越し構造となっている箇所は、カルバートによる渡河構造に変更するため、
それに対応した計画高とする。なお、洗越し構造区間の渡河構造については、3-2-2-4

章の河構造物計画に詳述する。 

 現道の縦断線形が幾何構造基準を満足しない場合は、幾何構造基準を満足するよう
縦断線形を見直す。 
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（２） 横断構成 

本計画区間は、①大型貨物車が通行車両のほとんどを占めること、②隣接区間（設計済み）

との整合を考慮し、車道幅は 3.75m（道路構造令第 1 種特例値相当）で計画する。路肩におい

ても、同路線との整合（道路幅：10.0m）を考慮しつつ、故障車が路肩に停車しても双方向の大

型車交通が確保できるよう幅員 1.25m で計画する。なお、舗装端部の保護や路上施設のスペー

スに必要な保護路肩 0.75mを加えて設置する。 

上記を踏まえた道路標準横断の構成を図３-２.３に示す。 

 
出所：調査団作成 

図３-２.３ 道路標準横断図 

３-２-２-３ 舗装計画 

（１） 設計期間、信頼性 

舗装設計の設計期間は、アフリカ地域では 15年とすることが多いが、対象道路の重要度を考

慮し、日本の幹線道路で一般的に用いられる「設計期間 20 年」、信頼性についても同様の方針

に基づき「信頼性 90％」とする。 

（２） 設計交通量 

本調査で実施した交通量調査では、8車種に分類して、平日 2日間、週末 1日間の 24時間計

測を実施した表３-２.４に調査結果を示す。 

表３-２.４ 交通量調査結果（2018年 5月実施） 

  Type 1 Type 2 Type 3 Type 4 Type 5 Type 6 Type 7 Type 8

合計 調査

日 
方向 

フルト
レーラ

セミト
レーラ

タンク
ローリ
ー（フ
ルト
レ）

タンク
ローリ
ー（セ
ミト
レ）

大型ト
ラック

トラッ
ク バス 乗用車

2018年 
5月 2日 

エチオピア行 395 329 205 53 26 34 7 95 1,144

ジブチ行 259 239 155 33 20 31 10 91 838

5月 3日 
エチオピア行 335 312 238 49 17 33 11 143 1,138

ジブチ行 162 165 131 32 18 22 6 94 630
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5月 4日 
エチオピア行 239 227 257 60 13 24 12 98 930

ジブチ行 219 218 137 34 17 30 8 115 778

車種別割合 29% 27% 21% 5% 2% 3% 1% 12% 100%

出所：調査団作成 

上記の交通量調査は、ディキルよりジブチ市側の国道１号と国道５号線の交差点付近で実施

した。そのため、交通量の 13%程度をバスおよび乗用車が占めていたが、本計画の対象区間で

はバスや乗用車はほとんど通行していないため、対象区間の交通としてはバスと乗用車を除く

Type1から Type6の貨物車を対象とした。 

一方道路局より、国道１号 PK20 付近の料金所での交通量データ（過去 3 ヶ月間の日交通量

および過去 2 年間の月交通量）を入手しており、そのデータから、1 週間の日変動および年間

の月変動を算定し、今回の交通量調査結果を補正した。その結果、表３-２.５に示すとおり、2018

年の大型車の１方向当たり年平均日交通量を 940台/日･方向と算定した。 

表３-２.５ 大型車の年平均日交通量 

調査日 

大型貨物車の日
交通量（交通量
調査結果より）

日変動補正率 月変動補正率 年平均日交通量 
（台/日･方向） 

エチオ
ピア行

(1) 

ジブチ
行 
(2) 

エチオ
ピア行

(3) 

ジブチ
行 
(4) 

エチオ
ピア行

(5) 

ジブチ
行 
(6) 

エチオピア
行 (1)×(3)
×(5) 

ジブチ行
(2)×(4)
×(6) 

平均値 

2018年 
5月 2日(水) 

1,042 737 0.87 1.46 0.99 0.94 894 1,011 952

9405月 3日(木) 984 530 0.87 2.16 0.99 0.94 850 1,073 962

5月 4日(金) 820 655 1.04 1.51 0.99 0.94 840 927 907

出所：調査団作成 

交通量の伸び率については、過去 10年間の交通量の伸び率やエチオピアの GDP の成長率は

いずれも年 10%程度であるが、この伸び率を今後 20年間に適用するのは過大であると判断され

る。一方、IMFは 2023年までのエチオピアの GDP 成長率は 8.17%と予測していることから、

2018年交通量の 8.17%（すなわち 940*8.17%=76.8台）を大型車交通量の年増加台数として適用

することとした。 

また、2018年より運用を開始している貨物鉄道は国道１号の交通量に大きな影響を与えるこ

とから、今後の貨物鉄道の運行計画をエチオピア鉄道会社に聞き取り調査を行った。その結果、

現在の 1往復/日から 2023年までに 5往復/日に順次増加させる計画であること、長期計画とし

ては 19 往復/日まで増加させる計画があるとの情報が得られた。貨物鉄道 1 編成あたり、貨物

車両 53台に相当するため、これを考慮し国道 1号の将来大型車交通量を表３-２.６に示すよう

に予測した。 

表３-２.６ 鉄道計画を反映した将来大型車交通量の予測 

年 

大型車方向別 

日交通量 
鉄道輸送 

鉄道輸送を考慮した大

型車方向別日交通量 

台/方向・日 往復/日 大型貨物車換算 台/方向・日 

2018 940 1 53 940 

2019 1,017 1.5 80 937 

2020 1,094 2 106 988 
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2021 1,170 3.5 186 984 

2022 1,247 4 212 1,035 

2023 1,324 5.5 292 1,032 

2024 1,401 6 318 1,083 

2025 1,478 7.5 398 1,080 

2026 1,555 8 424 1,131 

2027 1,631 9.5 504 1,127 

2028 1,708 10 530 1,178 

2029 1,785 11.5 610 1,175 

2030 1,862 12 636 1,226 

2031 1,939 13.5 716 1,223 

2032 2,016 14 742 1,274 

2033 2,092 15.5 822 1,270 
2034 2,169 16 848 1,321 

2035 2,246 17.5 928 1,318 

2036 2,323 18 954 1,369 

2037 2,400 19 1,007 1,393 

2038 2,477 19 1,007 1,470 

2039 2,553 19 1,007 1,546 

2040 2,630 19 1,007 1,623 

2041 2,707 19 1,007 1,700 
出所：調査団作成 

この結果、供用開始を 2021年とした 20年後の 2041年には、大型車交通量は 1,700台/日にな

ると想定される。これは交通の大部分がフルトレーラもしくはセミトレーラであることから乗

用車換算係数を 3.0と考えると、乗用車換算の断面交通量は約 10,000台/日となり、一般的な 2

車線道路の交通容量にほぼ達すると言える。 

（３） 輪荷重 

本調査では、交通量調査と併せて軸重調査を実施した。軸重調査は、平日 2日間 12時間を対

象に、エチオピアへ向かう大型車 6車種について無作為に選んで（サンプル率 16%程度）軸重

を調査した。表３-２.７に調査結果を示す。 

表３-２.７ 軸重調査結果 

輪荷重 (t) 

車種別の計測輪数 

合計 
Type 1 Type 2 Type 3 Type 4 Type 5 Type 6 

フルトレ
ーラ 

セミトレ
ーラ 

タンクロ
ーリー（フ
ルトレ）

タンクロ
ーリー（セ
ミトレ）

大型トラ
ック 

トラック 

0-1 0 0 0 0 0 0 0

1-2 0 1 0 0 1 4 6

2-3 4 21 0 0 10 2 37

3-4 58 75 17 2 2 0 154

4-5 49 45 12 1 0 1 108

5-6 119 78 24 5 1 0 227

6-7 138 91 49 6 0 1 285

7-8 42 37 8 1 0 1 89

8-9 1 9 2 0 0 0 12

9-10 0 1 1 0 0 0 2

合計 411 358 113 15 14 9 920
出所：調査団作成 
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上表は無作為サンプリングにより実際に測定した輪数であるのに対し、これを１日の輪数に

拡大するため、日交通量のデータを使って算定した車種別の拡大係数を表３-２.８に示す。な

お、車種別の日平均輪数を表３-２.９に示す。 

表３-２.８ 車種別拡大係数 

車種 

車種別拡大係数 

平均 
Type 1 Type 2 Type 3 Type 4 Type 5 Type 6 

フルトレ
ーラ 

セミトレ
ーラ 

タンクロ
ーリー（フ
ルトレ）

タンクロ
ーリー（セ
ミトレ）

大型トラ
ック トラック 

拡大係数 5.3 4.9 11.9 20.2 4.7 9.5 6.2
出所：調査団作成 

表３-２.９ 車種別日平均輪数 

輪荷重 (t) 

車種別の日輪数 合計 

Type 1 Type 2 Type 3 Type 4 Type 5 Type 6 

フルトレ
ーラ 

セミトレ
ーラ 

タンクロ
ーリー（フ
ルトレ）

タンクロ
ーリー（セ
ミトレ）

大型トラ
ック 

トラック 

0-1 0 0 0 0 0 0 0

1-2 0 5 0 0 5 38 48

2-3 21 103 0 0 47 19 190

3-4 306 369 202 40 9 0 926

4-5 259 221 142 20 0 9 651

5-6 628 384 285 101 5 0 1,403

6-7 728 448 581 121 0 9 1,887

7-8 222 182 95 20 0 9 528

8-9 5 44 24 0 0 0 73

9-10 0 5 12 0 0 0 17

合計 2,169 1,761 1,341 302 66 84 5,723
出所：調査団作成 

 

図３-２.４に軸重調査結果から判明した輪荷重の分布を

示す。ジブチの荷重制限は、1軸当たり 12t、1輪 6tである

が、これを超える輪数が全輪数の 44%を占めることが分か

る。 

本設計では、これら過積載も含めた現状の輪荷重分布を

全て考慮して 5t換算輪数へ変換した。表３-２.１０にその

結果を示す。現状の輪荷重分布を考慮した場合の 5t換算輪

数は、実際の輪数の約 2倍となることが分かる。 

 
出所：調査団作成 

図３-２.４  輪荷重の分布 
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表３-２.１０ 5t換算輪数 

出所：調査団作成 

（４） 路面設計 

対象地域のような熱帯諸国の舗装を対象としたアスファルト舗装は、路面破損である流動わ

だち掘れによる構造破損が懸念される。また、過積載車両の通行および積荷を満載するため、

走行速度が極端に遅い場合が多くあることから、アスファルト舗装の破損が想定より進行する

傾向がある。 

以上の対象区間の地域性および交通利用形態から、主な路面破損の形態である流動わだち掘

れに対策可能な路面材料（瀝青材の選定、改質材の有無）の選定が必要である。材料選定は、

下記の１）日本の設計基準を用いる場合、２）経験式を用いる場合の結果を踏まえて決定する

こととする。 

1)  日本の設計基準を用いる場合 

図３-２.５に示す対流動対策の選定フローによると、対象道路は耐流動化が必要な地域およ

び D交通、一般部に相当するため、表層および基層は改質アスファルトの適用が必要と判断さ

れる。 

 

 

 
 
出所：国土交通省関東地方整備局「道路設計要領」 

図３-２.５ 耐流動対策の選定フロー 

輪荷重 
(t) 

輪荷重代表値

(t) 

輪数 
5t換算係数 

5 t 輪荷重換算輪数 

（輪/日・1方向) (%) (輪/日・1方向) (%) 

0-1 0.5 0 0.0% 0.0001 0.0 0.0% 

1-2 1.5 48 0.8% 0.0081 0.4 0.0% 

2-3 2.5 190 3.3% 0.0625 11.9 0.1% 

3-4 3.5 926 16.2% 0.2401 222.3 1.9% 

4-5 4.5 651 11.4% 0.6561 427.1 3.7% 

5-6 5.5 1,403 24.5% 1.4641 2,054.1 17.7% 

6-7 6.5 1,887 33.0% 2.8561 5,389.5 46.4% 

7-8 7.5 528 9.2% 5.0625 2,673.0 23.0% 

8-9 8.5 73 1.3% 8.3521 609.7 5.3% 

9-10 9.5 17 0.3% 13.0321 221.5 1.9% 

合 計 5,723 100%  － 11,609.6 100% 
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2)  経験式を用いる場合 

経験式を用いる場合は、塑性変形抵抗性を要求性能の基本とし、この性能指標として塑性変

形輪数（動的安定度：DS）を交通条件に基づき設定する。対象道路において必要なアスファル

ト混合物の目標 DSは、下式より算出する。 

DS＝0.679(Y・Tr・W・V・Ct / D)  （H18 舗装設計便覧より） 

ここに DS：目標 DS（回/mm） 

Y：供用期間（日）＝ 3,650日（10年、アスファルト舗装の寿命） 

Tr：大型車交通量（台/日）＝1,223台/日（供用後、10年目の交通量） 

W：輪荷重補正係数（重車両が少ない 1.0、多い 2.0、非常に多い 3.0） 

  ※今回大型車の割合が 100%のため、非常に多いと判断。 

V：走行速度補正係数（一般部は 0.4、交差点部は 0.6） 

Ct：温度補正係数 

   ※ log(Ct)=0.0003216T2+0.01537T-2.080 

    T=1.1t×1.5+0.17exp(0.126t)、ここでは対象区間の年間平均気温＝29.7° 

（「ジ」国国立気象台データ 2002年～2012年を元に算出） 

D：わだち掘れ深さ（mm）＝40mm  

（国土交通省近畿地方整備局の舗装点検要領資料より） 

上記の式に対象区間の条件を反映し、目標 DSを求めた結果を下記に示す。 

・目標 DS= 0.679×(3650×1223×3.0×0.4×0.128／40)= 3,883（回/mm） 

計算結果の目標 DS を満足させるためには、表３-２.１１および表３-２.１２に示す通り、ス

トレートアスファルトの適用のみでは達成が難しく、耐流動性効果の高い改質アスファルトの

適用が必要と判断される。 

表３-２.１１ 瀝青材別のDS目標値の目安 

出所：H28 開発途上国における舗装施工監理/管理のあり方に関する調査報告書  
舗装施工監理/管理ハンドブック（案）p53, JICA   
 
 
 
 
 

3,000回/mmという DS値を達成するためには改質アスファルトが必要であるが、DS値 1,500

回/mmはストレートアスファルト使用の場合達成するには相当困難な値であり、骨材等の条

件が整わないと達成が困難であるとみられている。またその他の道路に関しは DS500回/mm

を確保することと規定しており、この値はアスファルト混合物の最小の要求性能であるとい

える。 
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表３-２.１２ NEXCO の表層混合物に関する動的安定度（DS）の目標値（回／mm） 

交通区分 動的安定度目標値(回/mm) 使用アスファルト 

軽中交通 5,000 台/日/一方向未満 800 ストレートアスファルト 

重交通 5,000 台/日/一方向以上 3,000 以上 改質アスファルト 

注）交通量とは初年度の大型車交通量をさす。 

出所：NEXCO 設計要領 第 集 舗装編 

以上、1) 日本の設計基準を用いる場合、2) 経験式を用いる場合の検討結果を踏まえ、対象道

路のアスファルト層の材料は、改質アスファルトの適用を基本とする。なお、性能の確認試験

は、「H27 開発途上国における舗装設計基準適用のあり方に関する調査（プロジェクト研究）

報告書（別冊）協力準備調査における道路舗装設計ハンドブック（案）」での提言を踏まえ、配

合設計段階で実施することとする。 

（５） 路床の設計 CBR 

室内 CBR試験、簡易動的コーン貫入試験からの推定値および路床の粒度特性から、路床の設

計 CBRを検討した。図３-２.６に距離と路床 CBRのプロット図を示す。 

出所：調査団作成 

図３-２.６ 距離と路床のCBRの分布 

 路床の室内 CBR試験は 7箇所で行い、CBRは最低 20%、最大 74%の結果が得られ

た。 

 500m 間隔で行った簡易動的コーン貫入試験から推定した CBR は、最低 7%、最大

80%程度で、全般には 10～20程度であった。 

 路床の粒度特性は、平原区間と扇状地錐区間で粒径分布が異なるが、細粒分・砂混
じりの礫質土で、一般に粒径幅が広い（粒度分布が良い）ことを確認した（図３-

２.７参照）。 
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Sample No Nothing ※ Easting　※

RB01  11°37'39.06"N  41°56'49.28"E Talus depsit

RB02  11°38'30.13"N  41°55'46.57"E Hanle plan depsit

RB03  11°39'21.08"N  41°55'6.05"E Hanle plan depsit

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：調査団作成 

図３-２.７ 路床の粒度分布と試験試料 

 

RB04  11°40'26.62"N  41°53'54.33"E Hanle plan depsit

RB05  11°40'56.77"N  41°52'38.04"E Hanle plan depsit

RB06  11°41'59.91"N  41°51'26.51"E Fan deposit

RB07  11°42'43.93"N  41°50'44.66"E Hanle plan depsit
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路床は、玄武岩の硬質礫を含有していること、粒度分布の良い砂質土～礫質土からなること、

問題土（強風化土壌や変質粘土）となるような土質の分布はないことを確認した。 

設計に用いる CBRは、粘土分の少ない砂質土～礫質土であると現場 CBRに比べて室内 CBR

は大きな値を示す（港湾技術研究所報告 10 巻第３号,1971）ことが知られていることから、参

考値として取り扱い、簡易動的コーン貫入試験からの推定および粒度特性などからくる一般的

な CBR値（表３-２.１３ 砂質土の代表的な CBR値参照）を参考として設定した。 

表３-２.１３ 砂質土の代表的なCBR値 

分類 土質 
乾燥密度 

(g/cm3) 

最適含水比

(%) 

圧縮試験結果(ひずみ(%)) CBR の範囲

(%) 140kPa 時点 350kPa 時点

SW 

粒度分布の良い砂、

礫質砂、細粒分は 

ほとんどなし 

1.8-2.1 16-9 0.6 1.2 20-40 

SP 粒径分布の悪い砂 1.6-1.9 21-12 0.8 1.4 10-40 

SM－SC SM と SC の中間 1.8-2.0 16-11 0.8 1.6 10-40 

SM 
シルト質砂、 

砂－シルト混合土 
1.8-2.1 15-11 0.8 1.4 5-30 

SC 
粘土質砂、 

砂－粘土混合土 
1.7-2.0 19-11 1.1 2.2 5-20 

S. Sakajo, T. Nishioka (Kiso-jiban Consultants Co., Ltd) and M. Kamimura (Something Co., Ltd), P. Jorgpradit, S. Youcuai 
(King Morgkut’s University of Technology), Wanchai Teparaksa (Chulalongkon University) 
: CBR and Sweden Sounding Test results for various sandy soils 
出所：第 43回地盤工学研究発表会（オリジナルManfred R.Hausmann,1990） 

現地の路床土は礫質砂（SW 相当）もしくは SM-SC に相当することから、CBR 値は 10～40

が期待できる。設計 CBRの設定は、平原砂の区間と扇状地堆積物・崖錐堆積物の区間に分類し

て、簡易貫入試験から換算した CBR の異常値を除いて、CBR の平均値から標準偏差を差し引

いた値とした。その結果、砂分・シルト分に富む礫質土（平原区間）を CBR=8%、基点終点の

礫分に富む礫質土区間を CBR=12%と設定した。 

設計 CBR設定値 

 起点～PK200 ： CBR=12   (山付き・崖錐堆積物を主体とする礫質土) 

 PK200～PK210： CBR=8  （平原区間；シルト・砂混じり礫質土） 

 PK210～終点  ： CBR=12 （扇状地堆積物を主体とする礫質土） 

 

   出所：調査団作成 

図３-２.８ 路床CBRの設定 
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（６） 舗装構成 

1)  アスファルト舗装 

アスファルト舗装の構造設計には次式を用いる。 

H=28.0N0.1/CBR0.6 

TA=3.84N0.16/CBR0.3 

ここに  H：舗装厚（cm） 

TA：舗装厚を表層基層用加熱アスファルト混合物で設計したときの必要厚さ（cm） 

N：供用予定期間における通過全輪荷重を 5t輪荷重に換算した数（輪/1方向） 

（３）で述べた軸重調査結果から、5t換算輪数 Nを求めるには次式を用いる。 

αi=(Pi/5)4 

20年間の 5t換算輪数は 

N=N5×α×365×20 

ここに  αi：Pit輪荷重が舗装を破壊する割合。5t輪荷重を 1とする。 

Pi ：測定輪荷重 

N5：測定地点の通過全輪荷重を 5t輪荷重に換算した数（輪/日・1方向） 

α：10年後の交通量の伸び率 

表３-２.１４に今回の設計条件においてCBRを 4から 12まで変化させた場合の舗装構成の計

算結果を、表３-２.１５に採用する舗装構成を示す。 

表３-２.１４ CBRに応じた舗装構成 

CBR=4 CBR=6 CBR=8 CBR=10 CBR=12

年 20 20 20 20 20
台/日 984 984 984 984 984
台/日 1223 1223 1223 1223 1223

5.63 5.63 5.63 5.63 5.63
2.03 2.03 2.03 2.03 2.03

N= 102,036,076 102,036,076 102,036,076 102,036,076 102,036,076
4 6 8 10 12

H= 78 61 51 45 40
TA= 49 43 40 37 35

表層・基層（アスファルト） 1.00 12 12 12 12 12
上層路盤（粒調砕石） 0.35 56 46 45 36 30
下層路盤（かき込み砂利） 0.25 70 60 50 50 50

138 118 107 98 92

5ｔ換算時の拡大係数
20年間の5t換算輪数

舗
装
構
成

（
c
m
）

合計厚

TA

舗装厚（cm）
路床の設計CBR

車両の平均軸数
10年後交通量(2031)
供用開始時交通量(2021)
設計期間

 
出所：調査団作成 
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表３-２.１５ 採用する舗装構成 

 
出所：調査団作成 

なお、下層路盤には通常クラッシャランを用いるが、今回砕石プラントの生産能力および施

行工程を考慮すると上層路盤、下層路盤、工事用迂回路の舗装に必要な膨大な量の砕石を生産

することが困難である。そのため、下層路盤には現地発生材であるかき込み砂利（礫混じり土

砂）をそのまま利用する。このかき込み砂利は、修正 CBR試験により修正 CBRが 30以上出る

ことを確認しており、クラッシャランと同等の支持力を確保できることから、TAの等値換算係

数を 0.25として評価している。 

2)  コンクリート舗装 

路床 

コンクリート舗装適用区間（国境施設付近）の路床は CBR試験結果に基づき、設計 CBR 12

とする。 

路盤 

路盤は、コンクリート舗装版から伝達される交通荷重を分散させ、路床に伝える重要な役割

を果たす部分である。従って、路盤は十分な支持力を持ち、かつ耐久性に富むものでなければ

ならない。「舗装設計便覧」(H18.2 p151)によると、普通コンクリート舗装における路盤の所要

支持力係数は、200MPa/m 以上である。所定の路盤 K 値となるように路盤の構成を路盤設計曲

線により求めることとする。 

表３-２.１６ コンクリート舗装の種類と路盤の所要支持力係数 

項目 路盤面における所要支持力係数(K30) 

交通量区分 N1～N4 N5～N7 

舗装計画交通量(台/日・方向) T＜250 250≦T 

舗装

種類 

普通コンクリート舗装 
連続鉄筋コンクリート舗装 

150MPa/m 以上 200MPa/m 以上 

転圧コンクリート舗装 200MPa/m 以上 200MPa/m 以上 

〔注〕 

1. 支持力係数の測定方法は、舗装試験法便覧「1-4-2 平板載荷試験方法」によ
る。 
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2. 支持力係数 K30直径 30cm の載荷板を用いた値である。 
3. 直径 75cm の載荷板で測定した支持力係数 K75 から K30 への換算には、K75＝
K30/2.2 の式を用いる 

出所：「舗装設計便覧 平成 18年 2月 (社)日本道路協会」P.151 

 

対象区間の路床については、図３-２.９のグラフにより、CBR結果により路床設計支持力係

数（K30）を計算すると、K30=5.4x(12)+22=87となる。 

 

 
出所：「舗装調査・試験法便覧 平成 19年 6月 (社)日本道路協会」P.[1]-203 

 
図３-２.９ 路床におけるCBRと K30の関係 

 下層路盤をクラッシャランで 20cm 厚（一層の仕上がり厚さ）とし、路盤の支持力係数

を 200MPa/mとするためには、図３-２.９に示す通り、全体路盤厚は 37cmが必要となる。 
・ 下層路盤厚＝20cm 

 ・ 上層路盤厚＝37（全体路盤厚）- 20＝17 → 20cm (5cmごとに切り上げ) 



3-20 
 

 
出所：「コンクリート舗装ガイドブック 2016 平成 28年 3月 (社)日本道路協会」P.27 

 
図３-２.１０ 路盤厚の設計曲線 

コンクリート版厚の設計 

日本では、経験に基づく設計方法を多く使うが、①対象路線で行った軸重調査結果が反映で

きないこと、②設計条件が限定的であることから、本計画には理論的設計法を採用することと

する。表３-２.１７は理論的設計法に基づいたコンクリート版厚の検討結果であり、コンクリー

ト版厚 30cmに設定することにより、疲労度(Fd)<1.0と満足する。 
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表３-２.１７ コンクリート版厚設計の計算結果 

20 (年) 目地間隔 7
200 (MPa/m)     （1)：5.0m以下，(2)：6.0m，(3)：7.5m，(4)：8.0m，

28000 (MPa)     (5)：10.0m，(6)：12.5m，(7)：15.0m

0.2 (-) 路肩の有無 1
0.00001 (/℃)     (1)：十分な路肩有り，(2)：路肩幅0.5m程度

4.4 (MPa) 片側車線数 1 車線

0.3 (m) 車 線 幅 2 （2車線の場合は0）

    版厚：0.15m，0.20m，0.23m，0.25m，0.28m，0.30mに対応    片側1車線のみ選択：(1)：3.25m，(2)：3.75m，(3)：4.50m

    ※K20セルが”(3)：実測”の場合は，実測時の版厚を入力 2   (1)：都市部，(2)：郊外部

1 1   (1)：温度小，(2)：温度大，(3)：実測

    (1)：NC，(2)：CRCP，(3)RCCP 疲労曲線 1   (1)：実績式，(2)：実験式

3 破壊確率Pf 0 　実験式の場合のみ

    (1)：自由縁部，(2)：縦目地部，(3)横目地部または横ひび割れ部

7
    (1)：50％，(2)：60％，(3)：70％，(4)：75%，(5)：80%

    (6)：85％，(7)：90％ CL 1.38 CT 1.00
(Δtemp>0) (Δtemp<0)

0.98 0.95 γR 1.80

走行頻度 温度差 発生頻度 荷重(kN) 日交通量

0.5 19℃ 0 9.8 0
0.46 17℃ 0 19.6 48
0.02 15℃ 0.007 29.4 190
0.02 13℃ 0.025 39.2 926

11℃ 0.053 49.0 651
低減係数 9℃ 0.08 58.8 1403

1.00 7℃ 0.115 68.6 1887
0.2 5℃ 0.14 78.4 528
0.1 3℃ 0.21 88.2 73
0.01 1℃ 0.37 98.0 17

-1℃ 0.48 107.8 0
-3℃ 0.38 127.4 0

0.60 -5℃ 0.12 147.0 0
0.40 -7℃ 0.02

-9℃ 0
Δtemp<0

大型車比率

走行位置

15cm
45cm
75cm

Cw

走行位置

15cm
45cm
75cm

105cm

弾性係数E

想定地域

線膨張係数α
ｺﾝｸﾘｰﾄ曲げ強度

ｺﾝｸﾘｰﾄ版厚h

ｺﾝｸﾘｰﾄの種類

105cm

Δtemp>0

0.872FD=

ポアソン比ν

応力算出位置

信 頼 性

設計耐用年数

設計条件

路盤反力係数K75

 
※ １．対象地の温度差は月平均気温の差（最高気温―最低気温）が 13 度程度であるため、温度小を適用し

た(温度小：22度の差、温度大：30度の差) 
※ ２．信頼度は同路線のアスファルト区間と同様 90％と設定する。 
 

表３-２.１８にコンクリート舗装の構成を示す。 
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表３-２.１８ コンクリート舗装の構成 

 
出所：調査団作成 

（７） 既設舗装の利用 

現況の舗装は大部分が大きな損傷を受けているが、前述のとおり路盤材が不足していること、

工期短縮、コスト削減を目的に、既設舗装を下層路盤として利用する。その際の既設舗装の残

存強度は、表層から下層路盤まで等値換算係数を 0.25程度と評価し、下層路盤に利用するかき

込み砂利と同等の等値換算係数にて計算する。既設舗装は、表層から下層路盤までで 44cm あ

ることから、その上に下層路盤材を追加して必要な下層路盤厚を確保する。またポットホール

や剥がれにより損失している部分は、その分をかき込み砂利（現地発生材）で補填する。図３-

２.１０に既設舗装上に舗装を施工するイメージを示す。 

 
出所：調査団作成 

図３-２.１１ 舗装構築のイメージ（CBR=6 の場合） 

３-２-２-４ 構造物計画 

（１） 設計条件 

1)  設計荷重 

活荷重および荷重モデルは現地で行った軸重調査結果を反映することとする。軸重調査結果

から適用する輪荷重は、95％信頼区間における最大値を採用することとし、荷重モデルは現地

主要交通種別であるフルトレーラ（6軸）を適用することとする。 

2)  幅員 

構造区間の幅員は、標準横断図で設定した幅員と同計画とする。 
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3)  余裕高、最小内空高 

構造物寸法（橋脚高、内空高）の設定は、完成後の土砂堆積等による余裕高を考慮するもの

とする。 

表 ３-２.１９ 橋梁構造およびボックスルカルバートの余裕高 

流量 
(m3/秒) 

200未満 
200以上 
500未満 

500以上 
2000未満 

2000以上 
5000未満 

5000以上 
10000未満 

10000 
以上 

余裕高(m) 0.6 0.8 1.0 1.2 1.5 2.0 

出所：「解説・河川管理施設等構造令、H12.2、（社）日本河川協会、p115」 
備考：流量に応じた余裕高を基本とるが、計画箇所の重要度や自然条件に応じて適宜ランクラップを行うもの

とする。 

 
出所：調査団作成 

図３-２.１２ 余裕高の設定（ボックスカルバート、橋梁） 

（２） 構造物計画箇所の分類 

構造物の形式選定を行うにあたり、現況のワジ規模、既設構造物、周辺環境等から、表３-２.

１８に示す 3 グループに分類を行い、各グループに対して構造形式の選定を行う。なお、パイ

プカルバートは現地でプレキャスト製品が入手できないため、施工性を考慮して計画するカル

バートは全てボックス形状とする。ボックスカルバートの最小断面は、維持管理の作業性に配

慮して、1m×1mとする。 

表３-２.２０ 構造物の分類 

分類 1 分類 2（既設構造物） グループ 

渡河部 
洗越し構造（大規模） グループ① （1箇所） 
洗越し構造（小規模） グループ② （6箇所） 

横断排水部 カルバート構造 グループ③ （33箇所） 
注： グループ①の国境から 4.038km地点のワジは本計画対象地で最大規模となるため他構造と分類する。 
出所：調査団作成 

また、構造物の各グループの代表的な現況写真を図３-２.１３に示す。 

 

 

 
 

グループ① グループ② グループ③ 

出所：調査団作成 

図３-２.１３ 各グループの代表的な現況写真 

Hw：水深
Hc：余裕高 
備考：橋梁の場合には橋脚梁下で余裕高確保 Hw

Hc 
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1)  グループ①の渡河構造形式 

グループ①は、現況延長が 100m を超える洗い越し構造であり、下流側には幅 20m、高低差

5mのコンクリート板が配置されている状況にある。当該箇所の渡河構造物の形式選定にあたり、

検討箇所が道路縦断線形の頂部に位置しており、平面曲線半径が小さいかつ急勾配の区間であ

ることから道路線形の改良について検討を行っている。従って、渡河構造物形式の検討は、こ

の道路線形検討で選定した結果を基に適用可能な構造形式の抽出、および構造性、施経済性、

水の流下等に着目して最適案の抽出を行う。次頁の表３-２.２１に示す結果から、当該箇所の構

造形式は「Case-2ボックスカルバート[改良型]」を選定する。 



 
 

表３-２.２１ 構造形式比較（グループ①） 

比較案 Case-1：ボックスカルバート Case-2：ボックスカルバート[改良型] Case-3：橋梁 

計画概要 

・通常のボックスカルバート構造 

・内空高は水深と余裕高を考慮して設定する 

・Case-1のボックスカルバートより横断スパン

を大きくして中間壁数を抑制した構造 

・内空高は水深と余裕高を考慮して設定する 

・構造物規模から 3径間の PC橋構造 

・下部工の梁下で余裕高を確保する 

・地盤条件から杭基礎形式とする 

概略図 

   

道路縦断線形 現況より緩くなる ◯ 現況より緩くなる ◯ 現況より急勾配となる △ 

水流の阻害全幅 ΣW＝8.5m △ ΣW＝5.4m ◯ ΣW＝5.0m ◯ 

概算工費(比率) 0.50億円 (1.0) 
コンクリート体積 1,183m3 

◯ 0.53億円 (1.1) 
コンクリート体積 1,249m3 

◯ 4.12億円 (8.3) △ 

評   価 △ ◎ [選 定] △ 

砕石の流下、堆積に

対する対応策 
(共通事項) 

・砕石等の堆積を回避するため、河床はコンクリート保護を行う。 
・構造物下流端における砕石等の堆積を回避するため、構造物下流端から 10m区間の河床についてもコンクリート保護を行う。 
・水流と共に流れてきた砕石が中間コンクリート壁に衝突した際の損傷を回避することを目的に、コンクリート壁上流側には鋼製保護柵による

表面保護を施す。 
・ Case-1、および Case-2内空高、および Case-3橋脚高は、水位、周囲の砕石径、および流量から決まる余裕高（当該ワジの特性からランクラ
ップ）を考慮して設定を行う。 

L=81.5m L=81.6m L=81.6m
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2)  グループ①のコスト縮減可能性の検討 

選定したボックスカルバート改良案に対して、流路幅を縮小し更なるコスト削減が可能であ

るかを検討した。現況流路幅に合わせたボックスカルバートの場合は 9 連の構造が必要となる

が、ボックス内での水深は 20cm 程度であり内空断面的には十分な余裕がある。そこで流路幅

を 3分の 1の 3連ボックスとした場合を検討した。表３-２.２２に示すとおり、3連ボックスと

した場合、護岸構築を含めた工事費は逆に割高となり、工事費以外にもデメリットが多いこと

から、流路幅は縮小せず 9連構造のボックスカルバートを採用した。 

表３-２.２２ グループ①のコスト縮減可能性の検討結果 

比較案 ボックスカルバート 9連構造 ボックスカルバート 3連構造 

概要 

・9連流路幅 72.3m 

・護岸はボックスの取り付け部のみに設置

する。 

・ボックスカルバートを 3 連にして流路幅

を 23.7mに縮小する。 

・流路幅を滑らかにすり付けるため、護岸

およびその背面に盛土が必要となる。 

平面配置 

構造 

・ボックスカルバート 9連 

・上流側護岸：フトンカゴ 10m×9段 

・下流側護岸：フトンカゴ 10m×10段 

・護床工：フトンカゴ 73.3m×8列 

・ボックスカルバート 3連 

・上流側護岸：フトンカゴ 10m×9段 

・下流側護岸：フトンカゴ 10m×10段 

・護床工：フトンカゴ 25.1m×8列 

・上流側導流堤 h=3.0m×400m 

・下流側導流堤 h=3.0m×100m 

水深 ・0.4m ・0.7m 

特徴 

○現況流下断面を確保しており安定してい

る。 

△流路幅を 3分の 1に縮小するため、水流

の乱れを極力抑えるべく長い護岸が必要

となる。 

△水深が深くなり流速も上がる事から、ボ

ックスの転倒に関するチェックが必要で

ある。 

△水深が深くなり流速も上がる事により、

径の大きな礫が移動しやすくなる。 

概算工費 0.65億円 0.78億円 

評価 ○[選定] △ 

出所：調査団作成 

護岸 400m 

護岸 100m

取付護岸 10m

取付護岸 10m 盛土

盛土 

取付護岸 10m 

取付護岸 10m
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3)  グループ②の構造形式 

グループ②は現況が洗越し構造となっており、降雨時には現道上に水が流れ込むことを許容

（道路縦断も前後より低く計画）するため、車両通行が規制されるほか、安全上も課題となっ

ている。当該グループの渡河構造形式は、図３-２.１４に示すように道路線形の改良を行った

上でカルバート構造を配置し、全天候型走行が可能な計画に変更を行うものとする。 

ワジ区間には法面保護、およびカルバート取り付け上下流部の洗掘防止のため、ふとんかご

を配置するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出所：調査団作成 

図３-２.１４ グループ②の渡河構造物計画と道路縦断改良計画 

 

国境より約3.3km付近のワジ

洗越し構造 
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4)  グループ③の構造形式 

グループ③の現況はボックスカルバート、またはパイプカルバートが配置されている状況に

ある。現地調査による確認の結果、既設構造のコンクリート部材に損傷が見受けられるほか、

周辺道路法面の崩落等による呑口、吐口の詰まりも確認されている。道路幅員の改良に伴い、

既設構造物の延長が不足することからも、全て撤去・新設を行う計画とする。計画するカルバ

ートの設置位置およびサイズは、現況と同等以上とし、衛星地形データを使った水理シミュレ

ーション（平面二次元不定流計算）の結果から決定する。 

また、カルバート取り付け上下流部周辺には、グループ②と同様に法面保護と洗掘防止のた

めのジャカゴを配置するものとする。 

5)  構造計画一覧 

対象区間の構造計画一覧を以下の表３-２.２３に示す。 

表３-２.２３ 構造物の計画一覧 

断面寸法 延長

B×H, (mm) L(m)

197+484.800 パイプカルバート 1000 9.8 ◯ 延長不足、損傷多数 Box-1 1.0 x 1.0 - 1

197+792.900 パイプカルバート 800 11.0 ◯ 延長不足、損傷多数 Box-2 1.0 x 1.0 - 1

198+019 パイプカルバート 800 9.7 ◯ 延長不足、損傷多数 Box-3 1.0 x 1.0 - 1

198+269.500 パイプカルバート 800 11.0 ◯ 延長不足、損傷多数 Box-4 1.0 x 1.0 - 1

198+485.200 パイプカルバート 800 11.0 ◯ 延長不足、損傷多数 Box-5 1.0 x 1.0 - 1

198+692.900 パイプカルバート 800 9.7 ◯ 延長不足、損傷多数 Box-6 1.0 x 1.0 - 1

198+863.900 ボックスカルバート 1000×1000(2連) 11.0 ◯ 延長不足、損傷多数 Box-7 1.5 x 1.0 - 1

199+279.100 パイプカルバート 1000(2連) 15.0 ◯ 延長不足、損傷多数 Box-8 1.5 x 1.0 - 1

200+376.500 パイプカルバート 600 8.4 ◯ 延長不足、損傷多数 Box-9 1.0 x 1.0 - 1

201+030 既設なし - - - Box-10 1.0 x 1.0 - 1

201+942.900 パイプカルバート 600 8.7 延長不足、損傷多数 Box-11 1.0 x 1.0 - 1

202+800 パイプカルバート 600 9.5 ◯ 延長不足、損傷多数 Box-12 1.0 x 1.0 - 1

204+585 既設なし - - - Box-13 1.5 x 1.0 - 1

205+700 既設なし - - - Box-14 2.0 x 1.0 - 1

207+020 既設なし - - - Box-15 1.0 x 1.0 - 1

207+560 既設なし - - - Box-16 1.5 x 1.0 - 1

208+156 既設なし - - - Box-17 2.0 x 1.0 - 1

208+790.600 パイプカルバート 600 9.5 ◯ 延長不足、損傷多数 Box-18 1.0 x 1.0 - 1

209+191.600 パイプカルバート 600 9.2 ◯ 延長不足、損傷多数 Box-19 1.0 x 1.0 - 1

209+592 既設なし - - - Box-20 2.0 x 1.0 - 1

209+828 既設なし - - - Box-21 2.0 x 1.0 - 1

210+140 既設なし - - - Box-22 2.0 x 1.0 - 1

210+738 既設なし - - - Box-23 1.0 x 1.0 - 1

211+125 既設なし - - - Box-24 1.0 x 1.0 - 1

211+250 既設なし - - - Box-25 2.0 x 1.0 - 2

211+872.400 ボックスカルバート 2000×1500 8.4 ◯ 延長不足、損傷多数 Box-26 2.0 x 1.5 - 1

211+992 洗い越し - 10.0 ◯ 洗い越し不適 Box-27 2.0 x 1.0 - 1

212+288 洗い越し - 10.0 ◯ 洗い越し不適 Box-28 2.0 x 1.0 - 1

212+550 洗い越し - 10.0 ◯ 洗い越し不適 Box-29 1.5 x 1.0 - 1

212+753.700 ボックスカルバート 1000×800 10.0 ◯ 延長不足、損傷多数 Box-30 1.0 x 1.0 - 1

212+819 パイプカルバート 600(2連) 8.8 ◯ 延長不足、損傷多数 Box-31 1.0 x 1.0 - 1

213+126.700 パイプカルバート 600 9.0 ◯ 延長不足、損傷多数 Box-32 1.0 x 1.0 - 1

213+355.100 パイプカルバート 600 9.0 ◯ 延長不足、損傷多数 Box-33 1.0 x 1.0 - 1

213+411.300 パイプカルバート 600 9.0 ◯ 延長不足、損傷多数 Box-34 1.0 x 1.0 - 1

213+514.700 ボックスカルバート 2000×1500 10.0 ◯ 延長不足、損傷多数 Box-35 3.0 x 2.0 - 2

213+852 洗い越し - 10.0 ◯ 洗い越し不適 Box-36 7.5 x 3.7 - 9

214+675 洗い越し - 10.0 ◯ 洗い越し不適 Box-37 3.5 x 2.0 - 2

214+760 洗い越し - 10.0 ◯ 洗い越し不適 Box-38 3.5 x 2.0 - 6

216+765 洗い越し - 10.0 ◯ 洗い越し不適 Box-39 2.0 x 1.5 - 1

217+875.400 パイプカルバート 800 9.0 ◯ 延長不足、損傷多数 Box-40 1.0 x 1.0 - 1

構造物形式
渡河構造物の新設、
再構築の必要性

断面寸法
B×H(m) - 連

計画
構造物
番号

計画

測　　点

現況

 
※1：計画の内空断面および延長は、測量データ結果および縦断線形計画より変更になる可能性あり。 
※2：黒字は付け替え、青地は新設を示す。 
出所：調査団作成 
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３-２-２-５ 国境施設計画 

国境施設は、現時点において常時の渋滞は見られないものの、下記を起因とする渋滞が生じ

ることがある。 

 人的ミスやオペレーションシステムの問題により長時間停車を余儀なくされる車両
が１日に３台程度発生するためそれを待つ車両による渋滞 

 道路上で発生した事故や冠水等で通過待ちした車列が一度に国境施設に押し寄せた
場合に国境の処理能力を超えることによる渋滞 

 エチオピア側国境施設でのトラブルによる渋滞 

これらの状況を勘案し、国境の税関施設を通過する箇所に退避車線を設け、待機車両により

発生する混雑を緩和する計画とする。税関施設の退避車線は渋滞が発生するエチオピア行きの

みに設置し、幅員は 3.0m、延長はフルトレーラ 2台が停車できる 50mとする。（図３-２.１５

参照） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
待避所の平面寸法 

出所：調査団作成 

図３-２.１５ 国境施設の道路計画 
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また、この国境施設付近では、大型車両の加減速や徐行により舗装へのダメージが大きいた

め、図３-２.１５に示すシフト長を含む 415m の区間では静荷重に対して耐久性を有するコン

クリート舗装を採用する。コンクリート版の設計は、軸調査の実際値を反映した理論的設計法

を用いることとし、路盤設計には路床および交通条件から所定の路盤支持力係数を求める路盤

曲線法を採用することとする。 

（１） 防護柵 

車両用防護柵は、EU支援区間との整合および日本の「防護柵の設置基準・同解説」を参照し、

車両が路外に逸脱した場合の危険度が高い、および逸脱の可能性の高い以下の箇所に設置する。 

 カルバート設置区間 

 急カーブ区間（片勾配 6%以上）の外側 

 高盛土区間（路側高さ 4m以上） 

防護柵の種別は、現地での入手性を考慮し、EU 支援区間と同じ EU 規格の BMSNA2/C とす

る。 

（２） 標識 

設計速度に応じた速度規制標識を日本の「道路標識設置基準・同解説」を参照し、800m間隔

で設置する。なお、実際の設置にあたっては、所管する交通警察等と協議の上設置する。 

（３） 距離程 

距離程は、EU支援区間と同様にコンクリート製の距離程を 1km間隔で設置する。 

（４） 排水施設 

対象区間のほとんどは土漠地帯を通過することから、路面排水は現道と同様に沿道に垂れ流

しとする。ただし、沿道の地形が道路方向に傾斜しており雨水が道路の盛土法尻に集まる区間

は、法尻の洗掘防止を目的に張りコンクリートを行なう。 
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３-２-３ 概略設計図 

基本計画、設計条件に基づいた道路の基本設計図面を添付資料 8「概略設計図」に示す。図

面目次は表３-２.２４の通りである。 

表３-２.２４  図面目次 

No. DRAWING TITLE  
1  LOCATION MAP  

2 – 3 TYPICAL CROSS SECTION (1), (2)  
4 – 19 PLAN & PROFILE (1)～(16)  

20 – 123 CROSS SECTION (1)～(104)  
124 – 125 STANDARD DRAWING OF BOX CULVERT (1), (2)  

126 GENERAL DRAWING OF BOX CULVERT(Box-36 at PK213+843)  
127 STANDARD DRAWING OF GAURDRAIL  
128 STANDARD DRAWING OF FOOT STRUCTURE OF SLOPE  
129 STANDARD DRAWING OF PK POST  

３-２-４ 施工計画／調達計画 

３-２-４-１ 施工方針／調達方針 

（１） 建設業者選定までの基本事項 

本計画は無償資金協力であり、その実施にあたり日本政府閣議の決定を通して、日本国政府

及びジブチ国政府間で交換公文(E/N)及び贈与契約(G/A)が結ばれ、事業がスタートする。 

コンサルタント会社は、その締結後「ジ」国政府と詳細設計及び監理契約を結び、詳細設計

作業を行う。コンサルタント会社は、設計図書、仕様書、積算書、契約に必要な図書を作成し、

入札業務を行い、建設会社を選定する。入札は「ジ」国政府の承認の上、必要な入札、審査手

続きを経て行う。 

（２） 施工上の基本方針 

本計画が日本国の無償資金協力の枠組みで実施されることを考慮し、計画にあたり以下の基

本方針とする。 

 施工方法およびその工事手順は、現地の砂漠地形や厳しい気象、それに伴う短期の
洪水などの自然条件、道路の舗装状況、大型車通行および事故などの現況交通の状

況を把握し、それに適した計画を立案する。 

 現地での施工を容易にし、また短期の洪水発生に伴う危険を回避し施工時の安全を
確保した適正な施設の配置を行う。 

 建設機械は「ジ」国では非常なコスト増となるため、施工に必要な主要な機材につ
いては日本または隣国エチオピアからの調達とする。 

 資材は現地調達が可能な自然材以外のものはジブチ市内からの搬入となるため、資
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材は現地渡しとなるが、その輸送にあたり安全な輸送計画の確認を行う。 

 本計画道路は、大型車通行に伴い舗装状況が劣化しており、交通規制による片側工
事は困難と判断される。別途、迂回路を設けて大型車を誘導する必要があり、その

安全性を十分に確保した計画とする。 

 施工会社やコンサルタント事務所の工事用基地は、浸水からの安全性と快適性、平
坦性を確保できる地域に設けるよう計画する。現在の候補地としては、ガラフィよ

り約 4.5km南東側にある道路西側の約 300m四方の平地を有力地として考えている。 

 工事用基地用の深井戸は、その少し北側に計画している。他に工事用の井戸もその
約 2kmの地点を候補地に考えているが、水量が十分確保できない場合は、起点側に

新たな可能性のある地点を探す必要がある。 

 
出所：調査団作成 

図３-２.１６  計画道路と工事用基地候補地 

（３） 現地コンサルタント及び建設業者の活用と方法 

1)  建設コンサルタント 

商工会議所の登録リストによると、「ジ」国には現地コンサルタントが 17 社あるが、その他

にも多数の会社が存在している。3 社を除き殆どの会社は技術者が少数であり、またコンサル

タントは建築の設計・監理を主体としており、土木分野の業者は限定されるか建築との兼務が

殆どであり土木技術者は少人数でもある。 

建築設計分野では、大小様々な規模の現地コンサルタントが存在している。また施工業者が

兼務で参加してケースもある。 

土木設計分野では、道路や構造物設計だけを行う現地コンサルタント会社はなく、殆どが建

築設計を行いながら、土木があればその設計に従事するタイプの会社である。 

計画道路 L=20.69km 

工事用基地候補地 

深井戸

候補地 

ガラフィ 
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水関係の現地コンサルタントとしては、2社ほどあるがいずれも小規模である。 

地質調査、測量や交通調査などの調査は現地建設業者が行っているケースもある。現地建設

業者の中には試験室を持つものもあるが、殆どの現地建設業者は試験室を持たないためや、独

自の検査は検査結果として国に認めてもらえないなどの制約もあり、設備運輸省の中央試験所 

(Central Laboratory) に検査を依頼している。 

2)  建設会社 

商工会議所の登録リストでは、建設会社は 89社が登録されているが、そのリストに載らない

業者も多数あると思われる。大規模総合建設業者は外資系としてイタリア系やイエメン系のも

のがある。地場系がグループの中に建設会社を設けているケースがあり、殆どの会社が中～小

規模である。また中国系の建設会社が数社鉄道事業、ホテル事業等を通して進出している。こ

の他の地場の建設会社は小規模の建設業者が殆どである。この他外国の建設会社が、プロジェ

クトだけを目的として短期的に事業を行うケースもある。 

建設会社の中心事業はビルディングの建設であるが、どのレベルの会社も規模の違いがある

が道路事業も手がけている。表３-２.２５に、「ジ」国建設会社の事例を示す。 

表３-２.２５  ジブチの建設会社の種別（2018年 4月時点） 

外資系 COSMEZZ, HAWKS, VERZI, etc. 

地場系 

 

グループ GSK Group, AL-GAMIL Group, Halt Group, Inmaa Group etc. 

単独 Nalco, ALDHAFRA. O’CON s.a.r.l., Rayane, etc. 

中国系 CCECC, CHEC, CSCEC, Sinoma, etc. 

出所：調査団作成 

大～中規模の業者は、建設機材を有しているが、現地零細建設業者は建設機材の貸し借りを

行い、必要な工事に振り当てている状況である。幹線での道路工事は、海外からの各国ドナー

の資金を受け、これらの中～大規模の建設業者が行っている。 

これらの状況を踏まえると、建設業者には道路建設の経験豊富な業者が多いことから、サブ

コントラクターとしての協力は期待できるものと思われる。またコンサルタントの施工監理業

務には、少人数ではあるか、道路施工分野での経験者を経た人材を選定することができる。 

（４） 派遣技術者の役割 

道路局で働く建設業者の技術者は一様に若く、日本からの技術者派遣での指導・教育を必要

性が増えるものと思われる。必要とされる技術分野は広く、道路の設計から工事までの各分野

での技術者派遣が望ましいと思われる。 

（５） 現地道路局の実施体制 

本計画道路は前述（図２-１.１参照）した通り、設備運輸省が管轄する道路局が管理を行う。

この道路局における 3 部門のうち、本計画の実施主体となるのは工事部である。ディキル維持

管理基地は、国道１号のうち国道 9 号線との分岐にあたる PK51 よりディキル側と、ディキル
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とガラフィ間の道路を担当しており、整備対象区間はこのディキル維持管理基地の所掌道路の

範囲にある（図３-２.１７）。 

 
出所：調査団作成 

図３-２.１７  国道１号におけるディキル管理区域と計画道路 

３-２-４-２ 施工上／調達上の留意事項 

施工業者は、施工にあたり以下のことに留意する。 

（１） 労働基準法の遵守 

「ジ」国においては労働者の１週間の労働時間が 48時間と定められているのでそれを遵守す

ることを基本に、他の条件例えば最低賃金の月額 35,000ジブチフラン（約 200米ドル相当）や

休日などについても現地の労働法に準拠して施工を行う。6 月から 8 月にかけての酷暑期につ

いては、労働者の労働環境や社会的風習等に配慮した時間等の工夫を行う。 

（２） 施工上の留意事項 

施工上の留意事項を以下に示す。 

1)  施工方法 

 夏季の過酷な気象条件化での施工は、現地事情を十分に考慮して行う。 

 現道の取り壊しに伴い発生するアスファルト殻やコンクリート殻については、道路
工事区間の範囲内における道路局指定の場所に運搬し、埋め立て処分を行う。 

PK51 

ディキル維持管理基地

本 計 画 対 象 約 道 路 約

ディキル管理区域 

国道 1号線

ガラフィ 

ジブチ
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 工事開始にあたっては、計画道路区間に 2 箇所程度の井戸を掘り、工事に必要な水

量を確保する。井戸の掘削については、事前に農業省の許可を得る。その 2 箇所に

ついては他の井戸への影響がない場所の選定を行ったが、水量の確保が出来ない場

合は他の地点での試掘を検討する。 

 工事を気象の影響を受けずスムーズに進められ、また極力施工期間を短くするため、
工区を分割して施工する。 

 アスファルトプラントや砕石プラントは、氾濫平野を避けやや高台の水害の影響が
ない場所に設ける。プラントからの廃水あるいは施工業者のキャンプからの排水は、

処理後適切な箇所に排水することとする。 

 現在ある道路横の送水管や通信管に対しては、住民に影響しないようにまた損傷し
ないように十分に配慮して施工を行う。 

 大型構造物（国境から 4km付近）の施工は、夏の突発的な降雨による洪水流が建設

中の構造物に影響を与えないように、洪水流を誘導しながら行う。 

 基地と工事施工箇所や資材運搬車両などとの連絡は、トランシーバーを活用する。 

 気温が高い時間に打ち込んだコンクリートは温度が高くなり、単位水量の増加、ワ
ーカビリティーやスランプの低下、早い凝結、長期強度の低下などが起きるため、

朝または夕方の気温が下がった時に、打設を行うこととする。気温は 25度以下を目

安とする。厚さ対策としては、各種材料や骨材の貯蔵設備には覆いを設け、その上

に散水し温度を下げる等の工夫を行う。水も冷水を使うことが望ましい。 

 合板型枠の転用回数は、合板に合成樹脂を下塗塗料と上塗り剤として塗装したもの
を想定し、透水性を考慮し 4回を限度とする。ただカルバートは、1.0m×1.0mサイ

ズが殆どであり、統一されているため鋼製の型枠の使用が望ましい。 

 埋め戻し土は、現場の砂質土系を使用するため、水による締め固め工法を採用する。
徹出し厚は、30cmを基本とする。 

2)  交通規制 

 工事に伴う交通規制は、規制計画図を作成し道路局の承認を得る。承認後施工を開
始するものとする。交通規制は、通知看板、防護コーン、誘導表示機等を設置して

行うとともに、交通誘導員を工事箇所の両側に配置し、事故防止に努めるとともに、

適切な交通誘導を行う。 

 工事に伴う迂回路については、トラフィカビリティを考慮し、砕石を敷き通行大型

車への振動を極力減ずるための方策をとる。 

3)  作業環境 

 現地の自然条件は過酷であり、工事施工者や施工監理員及び雇用する現地労働者等
の必要最小限の生活環境を保持するため、専用の基地を設ける。基地は、安全上ガ

ラフィ付近の南西側の台地上に設ける。以前砕石を採取した跡と思われる 300m 四

方の平地であり、保安上の対応も十分に行うことが出来る。 

 基地近辺は、適切な医療施設が不在であることから、応急装置可能な体制（医療ス
タッフ常駐等）を考慮する。 
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 現地業者の労働時間は、土曜日から水曜日まで 6:00~12:00と 15:00~18:00の 9時間で、

木曜日は 6:00~13:00の 7時間で、金曜日が休日となっている。 

 6月～8月の酷暑期において日中の最高気温が 40度を超え、最低気温についても 30

度を超えているため、朝は 6時～9時の 3時間、夕方の 16時～18時の 2時間の合計

5時間の労働時間となっている。 

 ラマダン時期 (5月中旬から 6月中旬) の 1ヶ月間も気温が高く、早朝と夕方の 4時

間労働とする。 

 「ジ」国でも我が国と同じ、1週間 48時間の労働時間となっており、同法規に遵守

し施工計画を立案する。 

 過酷な自然条件に配慮して、施工監理者には健康管理を目的とした休息を考慮する。 
 「ジ」国の祝日は下記の通りであり、不稼動日の決定に考慮する。これらの日付は
年により移動するため、計画にはそれを加味する必要がある。 

 夏季の高温時の施工にあたっては、猛暑をさけるテントを設け、労働者が休める環
境を整えるとともに、水の補給や菓子などの提供を行い、体力の維持に努める必要

がある。 

表３-２.２６ 2018年の祝日 

日付 平日 祝日の名前 祝日の種別 

1月 1日 月曜 新年 祝日 

3月 20日 火曜 月の春分 シーズン 

6月 15日 金曜 イド・アル＝フィトル 祝日 

6月 21日 木曜 6月のソルスティス シーズン 

6月 27日 水曜 独立記念日 祝日 

8月 22日 水曜 イド・アル・犠牲祭 祝日 

8月 23日 木曜 イド・アル・犠牲祭 祝日 

8月 24日 金曜 イド・アル・犠牲祭 祝日 

9月 12日 水曜 暦 祝日 

9月 23日 日曜 9月の春分 シーズン 

12月 21日 金曜 12月のソルティス シーズン 

出所：調査団作成 

３-２-４-３ 施工区分／調達・据付区分 

本事業を実施するにあたり、日本および「ジ」国政府それぞれの負担事項の概要を下記にし

めす。 

（１） 日本側負担範囲 

1)  道路建設工事 

 対象区間の 20.69kmの既存道路改修に伴う、土工、路盤工、基層・表層工、排水工、

渡河構造物、道路付属施設（保安施設、案内標識など）、道路区画線、構造物施工に
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伴う仮設工事、井戸掘削と水の供給施設工事、迂回路および工事用基地や材料プラ

ントの設置工事 

2)  労務・資機材の調達 

 道路建設にともなう必要な労務、建設資材および建設機械の調達 

3)  安全対策 

 工事実施に伴う、安全管理及び対策 

4)  コンサルタント業務 

 実施設計、入札・契約書の作成、入札の補助と工事の施工監理 

 施工段階での先方機関への教育（OJT） 

（２） 「ジ」国側の負担範囲 

1)  道路建設用地および仮設ヤード用地の確保 

 道路敷き用地の確保、迂回路用地、「工事施工計画」に示された工事用基地建設に必

要な用地の確保、建設に伴い発生する廃棄物の処分場の確保、アスファルトプラン

トや骨材調達に必要な砕石プラントの確保、及び井戸用地の確保と掘削許可。 

2)  迂回路及び道路・付帯施設の維持管理・補修 

 建設された道路および付帯施設の維持管理、工事関係者に起因しない迂回路の維持

管理・補修、一般車両の事故処理及び事故後の道路補修、洪水後の道路補修等。 

3)  通関、免税措置 

 工事開始に先立ち作成された、工事資機材輸入品リストを基にした、「ジ」国での通
関。免税処置を行うための便宜供与。また移設に伴う監督員の配置と関連費用の確

保。 

4)  カウンターパート 

 カウンターパートを指名した場合のその関連費用、カウンターパート職員の現地滞
在費用・交通費等。 

5)  その他 

 必要に応じて簡易影響評価手続き、環境モニタリング、本計画の実施に従事する入
国・滞在および出国に対する便宜供与、日本国の無償資金によるもの以外の所要経

費。 
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３-２-４-４ 施工監理計画／調達監理計画 

（１） 施工監理の基本方針 

施工監理は、工事施工に先立って、契約条件に基づき道路舗装及びそれに付随する工事の設

計図書に示す目標を達成するため、工期内に要求事項や品質を確保し、安全に施工することを

目的とし、工事計画及び管理を行うことである。その内容は、下記の通りである。 

1)  工程管理 

工期内に計画と実際の工程を比較し、差異がある場合はその原因を調査し除去し、工事が計

画通り進むよう管理する。 

2)  出来形監理 

正確に直接測定による出来形管理を実施し、その管理表を作成するとともに、問題がある場

合はデータの評価に基づく是正を行う。また写真撮影を段階ごとに行い、施工後には確認でき

ない工事の出来形・数量を確認する。 

3)  品質管理 

適切に品質管理基準に基づき、物理的・化学的試験を実施し、その結果をみて、問題点や改

善方法を見つけ、良好な品質を確保するよう管理する。 

4)  原価管理 

経済的に実施予算書作成時に算定した予定原価と、既に発生した実際の原価等を比較し、工

事の進捗状況を確認するとともに（進捗率）、工事が予定原価を超えることがないように管理す

る。 

5)  安全管理 

安全に現場の諸条件を勘案し、安全に施工できる体制や環境を計画・整備し、また問題点が

あれば改善にし、事故の発生がないよう指導・管理を行う。特に大型車の通行規制時の安全を

確保する。 

（２） 施工監理の留意点 

施工監理上の留意点を以下に示す。 

 現在の道路は大型車の通行が交通の殆どを締めており、また舗装状況が悪く、道路
からの転落事故も多く発生している。このため迂回路を設け大型車を誘導するにし

ても、それらの車両が安全に通行できるように適切な交通規制を行う必要がある。 

 特に夏季の暑さ対策を万全に行い、労働者やその監督員の体調や健康管理に配慮し、
無理な工程は避ける。 

 舗装工事での安全のチェックにあたっては、誘導員が適切に配置されているか、立
入り禁止区域を設置しそれを分かる形で示しているか、建設機械の作動時に死角を
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確認しているか、建設機械への作業員の巻き込みの危険性がないか、レールに障害

物がないかの確認をしているか、進行方向の安全を行っているか、作業員への安全

教育を行っているか等を中心に行う。 

（３） 施工監理の体制 

施工業者の工事開始前に、業務主任が現地入りし、工事着工前の施工業者を含む関係機関と

の調整を行い、工事監理を適切に開始できる体制を作る。それに基づき、まず常駐監理責任者

が契約 1 月後に、その後、副責任者が現地入りし、現地の技術者要員を雇用するとともに、施

工管理事務所の整備を行い、業務をスタートさせる。 

工事竣工時においては、完成検査員の審査を受け、合格した場合に工事の完成となる。 

表３-２.２７及び図３-２.１８に、コンサルタントの施工監理体制について示す。 

表３-２.２７  施工監理の担当者とその役割 

担当 役割 

日本人技術者 業務主任 総括管理、着工前と着工後の各機関との調整 

瑕疵検査員 工事竣工 1年後の瑕疵検査 

常駐監理責任者 施工管理現場責任者、常駐 

常駐監理副責任者 施工管理現場副責任者、常駐 

現地雇技術者 施工監理補助技術者 1 施工管理業務の補助 

施工監理補助技術者 2 施工管理業務の補助 

施工管理補助技術者 3 施工管理業務の補助 （事務を兼ねる) 

 

注）図中の太枠は現場常駐技術者を示す。 
出所：調査団作成 

図３-２.１８  施工監理体制 

業務主任 

常駐監理責任者 

常駐監理サブ責任者 

現地雇人：施工管理補助技術者１ 現地雇人：施工管理補助技術者 2

完成検査員 

現地雇人：施工管理補助技術者 3 
（事務担当兼務） 
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（４） 施工管理者の工事管理体制 

表３-２.２８及び図３-２.１９に、施工業者の施工管理体制について示す。 

表３-２.２８  施工管理者の担当と役割 

担当 役割 
日本人技術者 所長 工事の総括責任者として、役所やコンサルタント、

地元利害者などの関係機関、及びサブコンとの調整

を行うとともに、工程管理・原価管理・品質管理・

安全管理を実施する。完成後１年目の検査に立ち会

う。 
副所長 所長の意を受け、工事の担当者や現地雇入れ技術者

等へ指示を行い、工事の遂行を行う。交渉時には、

所長の代理を行う場合がある。 
工区担当責任者 工区の施工及び品質管理・出来形管理等を担当す

る。同時に担当工区の竣工図面作成を行う。 
構造物施工専門技術者 渡河構造物に関する型枠・鉄筋・コンクリート打設

等の施工に特化し専門家としてサブコンの指導・監

督を行う。 
舗装施工専門技術者 舗装に関する施工に特化し専門家としてサブコン

の指導・監督を行う。 
経理・事務担当 施工会社の経理と社内・社外事務処理を担当する。

ジブチに常駐し、必要な時に現場に赴く。 
現地雇技術者 設計・施工・事務・キ

ャンプや機材の管理等

を行う技術者 

設計書の作成・工事の指揮・管理、事務処理や対外

交渉、機材の管理・気象観測等を行う複数の技術者

で構成される。 
警備担当 常駐基地の安全を担当する。 

 
出所：調査団作成 

図３-２.１９  施工業者工事管理体制 

所長 

副所長 

1工区担当責任者 2工区担当責任者 

経理・事務担当 
（ジブチ在住） 

構造物施工専門技術者 舗装施工専門技術者 コック 

現地雇入：技術者（設計、施工、メカニズム、他） 
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３-２-４-５ 品質管理計画 

（１） アスファルト舗装基準試験 

盛土、路盤、表層・基層、渡河構造物、迂回路等々の施工にあたり、対象工種それぞれにつ

いて試験・計測の品質管理を行う。当該工事は大規模工事であり、アスファルトプラントにつ

いて工事期間中に 2 度の定期点検を行う必要がある。基準試験は、日本の JIS 規格に基づいて

実施する。それによらない型枠の転用回数・施工温度等は、適正な作業標準を定めて、所定の

品質が確保できるようにする。 

工事は舗装施工面積が 10,000m2以上であり、中規模工事以上として試験計画を行う。 

表３-２.２９  基準試験内容（中規模工事以上） 

項目 基準試験 
品質管理 

出来形管理
プラント管理 その他 

実施時期 施工前、材料変更時 混合物製造時 施工時 
方法 試験成績書または試

験の実施 
粒度、アスファルト試

量などの抽出試験、

JISによる試験 

試験・計測 

出所：舗装施工便覧（社団法人日本道路協会）より中規模工事以上摘出 

基準試験は、使用する材料や施工の方法が適正ものであるかどうかを確認するためのもので、

通常施工開始以前に実施するが、当該工事では施工中も必要な項目について実施する。 

基準試験の項目は、施工時の品質試験項目に準じる。協力対象地周辺は、酷暑で知られた地

域であり、暑さが工事にどのように影響するかを掴むことが重要である。 

 使用する材料が適正なものか判断する。 

 管理や検査に必要な数値をあらかじめ求めておく。 

 主要な使用機材の性能を確認しておく。 

 場合により試験施工を行うこともある。これにより作業標準を得ることが可能にな
る。 

（２） アスファルトプラントの定期点検 

アスファルトの材料品質を確保する観点から、アスファルトプラントも定期点検の対象とす

る。表３-２.３０に、アスファルトプラントの定期点検目標値を示す。 

表３-２.３０  アスファルトプラントの定期点検目標値 

点検項目 目標値 

計量機 秤量の 1/2未満 1目盛または秤量の±0.5%以内 

秤量の 1/2以上 2目盛または秤量の±1%以内 

温度計 標準温度計とのずれ ±5℃以内 

タイムラグ 6分以内 

アスファルト吐出量 ±1%以内 

出所：舗装施工便覧（社団法人日本道路協会） 
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（３） アスファルト舗装の試験施工 

実際に路盤材料や混合物を敷きならし、締固めを行い、品質や作業性を確認するとともに、

それぞれの作業での作業標準を定める。管理限界値・頻度等も設定が可能になる。試験施工は、

あくまでも現場の一部を利用して設置し、実施に適合したものとする。 

表３-２.３１に、試験施工の項目を示す。 

表３-２.３１  試験施工で検討する項目の一例（アスファルト舗装） 

検討項目 内容 

施工機械の確認 敷きならし機械の適否など 

締固め機械の選択、組合せなど 

混合物の確認 粒度、アスファルト量など 

作業性、材料分離の有無など 

混合物の廃棄限界 混合物の下限温度など 

敷きならし条件 余盛り量など 

締固め条件 混合物温度、転圧の順序、回数、速度など 

出所：舗装施工便覧（社団法人日本道路協会） 

（４） 舗装の出来形管理 

出来形管理とは、出来形が設計図書を満足しているかどうかの確認で、基準高さ・幅・厚さ

について行う。表３-２.３２に、出来高管理項目と頻度及び管理の限界の参考例を示す。 

表３-２.３２  出来高管理項目と頻度及び管理の限界の参考例 

工種 項目 頻度 標準的な管理の限界

路床 基準高 40mごと ±5cm以内 

幅 40mごと -10cm以上 

下層路盤 基準高 20mごと ±4cm以内 

厚さ 20mごと -4.5cm以上 

幅 40mごと -5cm以上 

粒度調整 厚さ 20mごと -2.5cm以上 

幅 100mごと -5cm以上 

上 層

路盤 

セメント・ 

石灰安定処理 

厚さ 20mごと -2.5cm以上 

幅 100mごと -5cm以上 

瀝青安定処理 厚さ 1,000mごと -1.5cm以上 

幅 100mごと -5cm以上 

セメント・ 

瀝青安定処理 

厚さ 20mごと -3cm以上 

幅 40mごと -5cm以上 

コンクリート版 厚さ 100mごと -0.8cm以上 

幅 40mごと -2.5cm以上 

平坦性 車線ごと全延長 2.4mm以下 
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基層・表層 

加熱アスファルト混合物 

基層の厚さ 1,000m2ごと -0.9cm以上 

表層の厚さ 1,000m2ごと -0.7cm以上 

幅 100mごと -2.5cm以上 

平坦性（表層） 車線ごと全延長 2.4mm以下 

出所：舗装施工便覧（社団法人日本道路協会） 

（５） 舗装の品質管理試験項目と頻度 

表３-２.３３及び表３-２.３４に、品質管理項目と頻度及び管理の限界の参考例を示す。 
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表３-２.３３  品質管理項目と頻度及び管理限界の参考例―1 

凡例 〇：定期的または随時実施することが望ましいもの 
    △：異常が認められたとき、または、特に必要なとき実施するもの 
出所：舗装施工便覧（社団法人日本道路協会） 

工種 

工事規模別項目、 
実施の有無 実施する 

場合の頻度 
標準的な 
管理の限界 

試験方法 
中規模以

上の工事

小規模の

工事 

下

層

路

盤 

含水比 
PI 
粒度 

△ ― 
視察により異常が

認められたとき 
 

舗装試験法

便覧 

締固め度 〇 △ 1,000㎡に 1個 
最大乾燥密度の

93％以上 
 

プローフローリング 〇 ― 随時  目視観察 

粒

度 

調

整 

含水比 
PI 

△ △ 
観察により異常が

認められたとき 
 

舗装試験法

便覧 

粒度 
2.36㎜ 〇 ― 1～2回/日 ±15％以内 

75   △ ― 1～2回/日 ±6％以内 

締固め度 〇 △ 1,000㎡に 1個 
最大乾燥密度の

93％以上 

上

層

路

盤 

セ
メ
ン
ト
・
石
灰
安
定
処
理 

粒度 
2.36㎜ 〇 ― 1～2回/日 ±15％以内 

75   △ ― 1～2回/日 ±6％以内 

セメント量

石灰量 

定期試験 △ ― 1～2回/日 ±1.2％以内 

使用量 〇 〇 随時  空袋確認 

締固め度 〇 △ 1,000㎡に 1個 
基準密度の 93％
以上 舗装試験法

便覧 
含水比 △ △ 

観察により異常が

認められたとき 
 

セ
メ
ン
ト
瀝
青
案
安
定
処
理

セメント量 〇 〇 1～2回/日  
使用量確認

アスファルト乳剤量 〇 〇 1～2回/日  

密度（締固め度） 〇 △ 1,000㎡に 1個 
基準密度の 93％
以上 舗装試験法

便覧 
含水量 〇 △ 1～2回/日  

瀝
青
安
定
処
理

 

温度 〇 〇 随時  温度計 

粒度 〇 ― 

印字記録：全数又

は抽出・ふるい分

け試験 
1～2回/日 

印字記録の場合

〔注〕参照 
ふるい分け試験

の場合 
2.36 ㎜±15%以
内 
75  ±6％以内

舗装試験法

便覧 

アスファルトの量 〇 △ 

印字記録：全数 
又は抽出・ふるい

分け試験 
1～2回/日 

印字記録の場合

〔注〕参照 
抽出分け試験の

場合 
－1.2%以内 

締固め度 〇 △ 1,000㎡に 1個 
基準密度の 93％
以上 
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表３-２.３４  品質管理項目と頻度および管理限界の参考例―2 

凡例 〇：定期的または随時実施することが望ましいもの 
   △：異常が認められたとき、または、特に必要なとき実施するもの 
出所：舗装施工便覧（社団法人日本道路協会） 

（６） コンクリート構造物の品質管理試験 

コンクリート構造物が、当初設定された要求性能を満足し、施工した構造物が受け取り可能

かどうかを判定するための検査を行う。現場での検査の方法や基準は、JISまたは日本の土木学

会等に定められた方法を標準とする。これらの費用は、共通仮設費率の計上に含まれる。 

1)  渡河構造物の基準値 

本計画に使用する渡河構造物の品質は、「内陸部の鉄筋構造物」として以下の品質条件表を目

安とする。 

表３-２.３５  コンクリートの品質条件表 

項目 目安値 

設計基準強度 (N/mm2) 24 

スランプ(cm) 8.0~12.0 

空気量(%) 4.0~4.5 

工種 

工事規模別項目、 
実施の有無 実施する 

場合の頻度 
標準的な 
管理の限界 

試験方法 
中規模以

上の工事

小規模の

工事 

コ
ン
ク
リ
ー
ト
版 

粒度、単位容積質量 〇 △ 
細骨材 300  、粗
骨材 500  に 1回
又は 1回/日  

― 
JISA1102 
JISA1104 

細骨材の表面水 〇 △ 2回/日 ― JISA1111 

コンステンシー 〇 〇 2回/日 設計の範囲 JISA1101 

空気量 〇 〇 2回/日 設計の範囲 JISA1128 

コンクリート温度 〇 〇 
コンシステンシー

測定時 
― 温度計 

コンクリート強度 〇 〇 2回/日 設計強度以上 
JISA1132 
JISA1106 
JISA1108 

表
層
・
基
層 

加
熱
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
混
合
物 

外観 〇 〇 随時  観察 

温度 〇 〇 随時  温度計 

粒度 〇 △ 

印字記録：全数 
又は抽出・ふるい

分け試験 
1～2回/日 

印字記録の場合 
〔注〕参照 
ふるい分け試験

の場合 2.36㎜ 
±15%以内 
75  ±5％以内 

舗装試験法

便覧 
 
 
 
 
 

アスファルト量 〇 △ 

印字記録：全数 
又は抽出・ふるい

分け試験 
1～2回/日 

印字記録の場合 
〔注〕参照 
抽出試験の場合 
－0.9%以内 

 

締固め度 〇 △ 1,000㎡に 1個 
基準密度の 94％
以上 
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最大セメント比(%) 55 

粗骨材最大寸法 mm 25 

最小単位セメント量 (kg/m3) 300~330 

鉄筋の種類 SD345または同等 

出所：施工技術、（一財）経済調査会 

2)  コンクリート受入れ時検査項目 

コンクリート受入れ時の検査項目を以下に示す。 

表３-２.３６  コンクリート受入れ時検査項目 

項目 試験方法 試験基準 

試験練 セントラル・ラボラト

リーへの委託 
工事開始前 1回 

スランプ試験 JIS A1101 荷卸時、1回/日または 50m3ごとに 1回 
空気量測定 JIS A1106, JIS A1108, 

JIS A1128 
荷卸時、1回/日または 50m3ごとに 1回 

塩化物総量規制 コンクリートの耐久

性向上 
1回/日 

単位水量測定  1回/日または 50m3ごとに 1回 
コンクリートの圧

縮強度試験 

JIS A 1108 荷卸時、1回/日または 50m3ごとに 1回、テ
ストピースは材齢 7日×3本、材齢 28日×
3本 

出所：調査団作成 

3)  渡河構造物の品質試験管理 

渡河構造物の品質試験管理項目を以下に示す。 

表３-２.３７  渡河構造物の品質試験管理項目 

項目 品質管理 検査 
コンクリートの性能 コンクリート施工性能の監理 

（スランプやスランプフローなど） 
硬化コンクリートの性能の管理 
（単位水量や水セメント費の管理、強

度特性など） 

配合計画書の検査 
荷卸時のコンクリート

の検査 
硬化コンクリートの検

査 
コンクリー

トの施工 
鉄筋 鉄筋の可能、組み立て作業の管理（数

量、位置、継ぎ手、空き、固定度など） 
設計通りであることを

確認 
型枠、 
支保工 

型枠、支保工の組立管理（型枠組立精

度、堅固度など） 
設計通りであることを

検査 
運搬と 
打込み 

生コン供給の時間管理 
運搬、打込み機械の整備、準備、管理、

打込み速度の管理など 

計画通りであることを

作業に立ち会って確認 

締固め 振動機の整備、準備、管理 
均等で十分な締固め作業が行われてい

るかの管理 
仕上げ 仕上げ時期の管理、仕上げ装置の整備、

準備、管理 
養生 湿潤養生方法とその期間の管理 温度と養生期間の確認 

構造物の 仕上がり 部材の位置や寸法、平坦度、概観、不 出来形検査 
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性能 状態 具合の有無 目視検査 
非破壊検査 耐久性能 コンクリートの品質の管理、施工の管

理、完成後の構造物のかぶりの性能、

かぶり厚の確保 

出所：中国地方整備局、「コンクリート構造物の品質確保・向上の手引き（案）」 

4)  出来高検査値 

渡河構造物は、以下の出来形検査を行い、範囲内の出来形管理値を得なければならないこと

とする（表３-２.３８参照）。 

表３-２.３８  出来形管理値 

基準高 ±30mm 

厚さ ‐20mm 

内空幅 ‐30mm 

内空高さ ±30mm 

延長 ‐200mm 

出所：国土交通省 

３-２-４-６ 資機材等調達計画 

（１） 調達に関する方針 

1)  資材 

ジブチ市内では、施工に必要な、主に道路舗装工事と渡河構造物工事に使用される資材に関

しては既に輸入され市場にはそれらの資材が流通しており、施工業者や販売業者の資機材の倉

庫に保管されていることから、「ジ」国内での調達が可能である。特殊な街路灯とかを除き、殆

どの部材の調達が可能である。 

水については、現地で井戸を掘削し地下水のくみ上げにより塩分を余り含まない品質の良い

水を確保する。骨材については、現地の道路の両側に広がる玄武岩を主体とする丘陵地から原

材料を採掘し、その場所で砕石プラントやアスファルトプラントを設け、舗装に必要な資材を

確保する。 

現場での調達はジブチからの輸送による調達になるが、ディキルから現場に至る道路は非常

に過酷な凸凹道であり、事故も多発していることから、その輸送ルートでの安全を十分に検討

する必要がある。 

2)  機材 

主要な建設機材は、全て「ジ」国内において調達可能であるが割高な機材もあるため、日本

または隣国エチオピアからの輸入機材と費用比較のうえ調達先を決定する。（主要機材調達先は

表３-２.４０参照） 



 
3-48 

 

3)  労務 

雇用機会の創出とその結果としての地域経済の活性化、現地への技術移転に伴う現地技術者

や労働者の技術水準の向上を目的とし、現地からの雇用を優先する。しかし現地の技術水準で

は達成が難しい技能部門については、日本からの専門技術者（技能工）の派遣を行う。 

（２） 主要資材の調達区分 

主要資材は、骨材やセメント（普通品質）などを除き、その資材の殆どがエジプト、パキス

タン、カタール、トルコ、ドバイ、中国、インドなどのさまざまな近隣諸国から輸入されて市

場に流通している。建設関係者への取材では、輸入品の土木資材の 90%がドバイ経由の輸入と

なるようである。しかし企業の経営者の出身国（イタリア、フランスなど）により、そこから

の直接輸入を行うこともある。工具には、日本のMAKITA製もみえる。なお信号、街路灯は民

間を経由せず政府が直接輸入し、民間業者が加工後、施工は道路局が行っている。 

表３-２.３９  主要資材の調達区分 

資材名称 
調達区分 

備考 
現地 日本 第三国 

瀝青材 ●    

舗装用骨材 ●    

セメント ●  ● パキスタン等 

コンクリート用骨材 ●    

コンクリートブロック ●    

鉄筋、鉄線 ●    

木材（合板、角材、板材） ●    

燃料（ガソリン、ディーゼル、軽油） ●    

油脂材 ●    

ペイント（塗料、区画線） ●    

形鋼・鋼管・平鋼 ●    

ガードレール ●    

出所：調査団作成 

舗装やコンクリート工事に使用する砕石や土砂は、道路建設現場から約数百 m横の原石採取

場所に設けた砕石プラントより、現場への搬入を行う。 

（３） 建設機械 

道路建設に必要な機械は、建設会社や建機レンタル会社が保有していることから、これらの

機械の借り上げ（リース）をする、あるいはサブコントラクターとしてこの民間会社と提携す

る場合は、ほとんどの建設機械を「ジ」国内で調達することは可能である。しかし、道路建設

に必要な主要な機材は、今回の調査から殆どは日本の損料の 5～10 倍のリース代と非常な割高

になることが判明したため、日本または隣国エチオピアから輸入することとする。 
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補助的な機材は、コストへの影響が少ないこと、また現地での修理が可能なことから、これ

らは「ジ」国内で調達する。 

表３-２.４０に主要建設機械の調達区分を示す。 

表３-２.４０  主要建設機械の調達区分 

機械名称 規格・緒元等 
調達先 

現地 第三国 日本 
アスファルトプラント 容量：60トン/時、バッチ式  ●  
コンクリートプラント    ● 
ブルドーザ 3t, 10t, 15t, 21t, 及びリッパ付   ● 
バックホウ 0.11m3, 0.45m3, 0.80m3 バケット   ●  
パワーショベル  ●   
ベルトコンベアー  ●   
トラッククレーン 4t, 15t, 21t 吊 ●   
タイヤーローラー 8t~20t   ● 
ロードローラー 8t~10t タンデム式、マカダム式   ● 
大型ブレーカー    ● 
コンクリートクラッシャ   ●  
クローラードリル 10t ●  ● 
アスファルトフィニッシャ 2.4~6.0m   ● 
モルタルミキサー 0.1m3 ●   
コンクリートミキサー 0.25m3, 0.50m3 ●   
コンクリートミキサー車 9.0m3, 4~6m3 ●   
コンクリートポンプ車 28m, 90~110m3/分   ● 
タンパー 60~100kg   ● 
バイブレーションローラ 6~7.5t, 8~10t   ● 
ハンドローラー 600kg   ● 
電動式空気圧縮機 0.7kW 移動式 ●   
電気溶接機 300A ●   
コンクリート切削機  ●   
モーターグレーダー 刃 3.1~3.4m   ● 
アスファルトディストリビュータ 0.2~2.0t/m2 ●   
エンジンスプレーヤー  ●   
移動式ミキサー  ●   
移動式アスファルトプラント  ●   
トラック 10t ●   
クレーン付トラック 2.9~4.9t ●   
ダンプトラック 4t, 10t  ●  
ウォータータンク車 3,000 、10,000リットル ●   
ラフテレン・クレーン 最大荷重 25～30t   ● 

ショットブラスト  ●   
散水車  ●   

燃料タンク 5,000リットル ●   
水タンク 3,800m3, 10.000m3 ●   
発電機 工事用 150kVA、井戸用(40kVA) ●   
井戸用掘削機 12inch  ●  
井戸用ポンプ 18.5kW, 25Hp  ●  
砕石プラント 容量：300トン/時  ●  

出所：施工会社からの聞き取り調査に基づき調査団作成 
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３-２-４-７ 実施工程 

日本側負担分の実施設計、施工監理についての実施工程を以下に示す。 

表３-２.４１ 実施工程表 

 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

実
施
設
計

  

 

                  

施
工
監
理 

                    

 

３-３ 相手国側分担事業の概要 

E/N及び G/A締結後、「ジ」国側は責任機関及び各実施機関の協力の下、以下の作業を負担す

る。 

1) 工事着工前までに実施 

 E/N及び G/A締結後速やかに、我が国の銀行に口座を開設（同口座開設に伴う費用は「ジ」
国側負担） 

 PQ公示前までに、道路建設用地の確保 

 PQ公示前までに、簡易環境影響評価手続き 

 仮設ヤード用地の確保（迂回路用地、アスファルト・コンクリート・砕石の各プラント設

置用地、工事用基地の建設用地、建設に伴い発生する廃棄物の処分場用地、井戸掘削用地

及び掘削許可の取得） 

 エチオピア国境周辺での工事活動のための許可取得 

2) 工事中に実施 

 通関、免税措置 

 環境モニタリング 

 本プロジェクト関係者（日本、第三国）の入国・滞在及び出国に対する便宜供与 

 日本国の無償資金によるもの以外の所要経費（カウンターパート職員の現地滞在費用・交
通費等） 

（国内解析・詳細設計）

（入札図書作成） 

計 7.0ヶ月 （入札評価） 

（入札） 

（準備工） 
（本体工）

（片付工）

計 20ヶ月

（現地承認）
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 工事関係者に起因しない迂回路の維持管理・補修業務（一般車両の事故処理及び事故後の

道路補修、洪水後の道路補修等） 

3) 事業完了後 

 建設された道路および附帯施設の維持管理 

３-４ プロジェクトの運営・維持管理計画 

プロジェクト実施後の道路維持管理は、道路局工事部傘下のディキル維持管理基地が主体と

なり実施する。日常的および緊急的な維持管理は、ディキル維持管理基地が直接実施するが、

大規模な維持管理工事は道路局計画監理部が行なう「ジ」国全体の維持管理計画に従い、ディ

キル維持管理基地による直営工事もしくは民間業者への外注によって維持管理工事を実施する。 

ディキル維持管理基地には、我が国の 2015年度無償資金協力「道路維持管理機材整備計画」

により必要な道路維持管理機材を調達しており、本計画対象区間の維持管理に対して投入可能

である。また、ディキル維持管理基地には、図２-１.３に示すとおり 30名超の人員が配置され

ており、当該道路の維持管理に必要な人員および機材は揃っている。 

なお、対象区間起点はディキル維持管理基地から約 80km の遠隔地にあり、道路状況が悪い

ためアクセスに時間を要し維持管理が十分でない傾向にあるが、今後他ドナー支援により同

80km区間の道路改修事業が実現し対象区間へのアクセス改善が期待される。さらに、道路局は、

対象区間に近いヨボキ付近にも維持管理基地を新規整備する将来構想を有していることから、

今後はさらなる維持管理体制の強化が期待される。 
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３-５ プロジェクトの概略事業費 

３-５-１ 協力対象事業の概略事業費 

（１） 日本側負担経費 

調達業者契約認証まで非公表。 
 

（２） 「ジ」国負担経費 

「ジ」国側により負担されるべき費用を以下に示す。 

概略事業費 約 4百万円（36,000米ドル） 

費    目 概略事業費（米ドル） 

銀行口座開設に基づく銀行手数料 36,000
 

（３） 積算条件 

1. 積算時点 ： 平成 30年 4月 

2. 為替交換レート ： 米貨対日本円 1米ドル = 109.22円 

3. 施工期間 ： 施工期間は「3-2-4-7 実施工程」に示す実施工程表のとおり。 

4. その他 ： 積算は、日本国政府の無償資金協力の制度を踏まえて行うことと

する。 
 

なお、これら概略事業費については JICAの確認を取ったものではない。 
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３-５-２ 運営・維持管理費 

本事業で整備される施設に必要となる主な維持管理業務は表３-５.１に示す日常・定期維持管

理業務であり、維持管理費（年平均換算）は約 86,000USD（約 15百万ジブチフラン相当）と推

定される。これは道路局の過去 5年の道路局維持管理の平均予算額の 3.8%に相当し、この負担

額は｢ジ｣国実施機関にとって支出可能な範囲といえる。 

表３-５.１ 維持管理内容と費用 

（単位：USD）
項目 頻度 内容 仕様 単位 単価(USD) 数量 回数 費用

年1回 舗装補修 舗装面積の1 % m2 21.0 2047.8 10 430,032

430,032

路盤補修 舗装面積の2 % m2 9.6 4176.7 2 79,775
オーバーレイ 舗装面積の2 % m2 34.3 4095.6 2 280,627
構造物の補修 構造物の1 % m3 958.1 36.0 2 68,984

429,386
859,417

III の10 % 一式 85,942運営・管理費

5 年に1回

-

小計-I　10年の合計＝
日常維持管理

小計-II　10年の合計＝

定期維持管理

日常・定期維持管理の合計 III (=I+II)＝

 
為替レート：1米ドル=178.0ジブチフラン（2018年 4月時点） 
出所：調査団作成 
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第 4 章 プロジェクトの評価 

４-１ 事業実施のための前提条件 

本計画の事業実施にあたっては、「ジ」国側による以下の負担事項が確実に行われることが前

提条件となる。 

 道路建設用地の確保 

 仮設ヤード用地（アスファルトプラント、コンクリートプラント、砕石プラント設置ヤ

ード、建設機材駐機ヤード、工事関係者キャンプ等）の確保及び無償提供 

 簡易環境影響評価手続き、必要に応じた環境許可書の取得等、環境・持続開発局との各

種調整 

 本計画道路工事のための資機材輸入の免税及び通関手続き、ならびに速やかな国内輸送

のための措置 

 日本国の無償資金を使用するものに対し「ジ」国内で課税される法人税、関税、内国税

及びその他税金の負担 

 本計画に従事する日本人及び第三国要員が「ジ」国へ入国及び滞在するために必要な法

的措置ならびに労務許可 

 本計画実施上必要となる経費のうち、日本国の無償資金によるもの以外の所要経費の負

担 

 本計画に関し日本に開設する銀行口座の手数料の負担 

４-２ プロジェクト全体計画達成のために必要な相手方投入（負担）事項 

本計画の全体計画を達成するために「ジ」国側が投入（負担）すべき事項は以下の通りであ

る。 

本計画により建設する国道 1号協力対象区間の適切な運営及び維持管理 

 上記運営及び維持管理のために必要な人員ならびに予算の配置 

４-３ 外部条件 

「ジ」国は 1990年と 2008年に隣国エリトリアと国境紛争により軍事衝突があった。しかし、

現在のところ特段の動きは見られず安定している。また、隣国ソマリア海域の海賊対策として

アメリカ軍、フランス軍、中国軍、自衛隊が駐留するほかドイツやイタリアなど西側の艦船が

頻繁に寄港しており重石となっている。 

かかる背景のもと、プロジェクトの効果を発現・持続するための外部条件としては、「ジ」国

内及び周辺諸国との治安情勢が引き続き安定的に保たれることが重要となる。 

４-４ プロジェクトの評価 

４-４-１ 妥当性 

我が国は、対「ジ」国支援について地域安定化の基盤の強化と経済社会に寄与すること（大



4-2 

目標）をめざして以下の重点支援分野を設定している 

Ⅰ. 持続可能な発展のための経済社会基盤整備 

Ⅱ. 経済社会開発を下支えする人材の育成 

Ⅲ. 地域の安定化努力強化 

本計画は、上記のⅠに合致するもので、我が国の対「ジ」国支援の方針との整合性が高いも

のといえる。協力対象とする国道 1 号は、隣接するエチオピアとの交易のため「ジ」国政府よ

り最重要路線に位置付けられており、安定した交通確保のための道路改善が喫緊の課題とされ

ている。 

以上の背景から、本協力対象道路は改修事業の緊急性が高く、「ジ」国政府により持続可能な

発展のための整備優先路線に位置付けられていることから、本計画の妥当性は高い。 

４-４-２ 有効性 

（１）定量的効果 

本計画において道路整備が実現した際の定量的効果を表４-４.１に示す。 

表４-４.１道路整備の定量的効果 

 指標 
基準値 
(2018年) 

目標値 
(2024年) 

1 旅客数 50人/日 1 90人/日 2 
2 貨物量 32,900トン/日 3 37,900トン/日 4 
3 対象 20km区間の非混雑時の平均所要時間 約 1時間 5 20分 6 
4 ワジの氾濫による通行止めの発生頻度 10回/年 7 0回/年 
備考 1 基準値は現地調査および聞き取り調査結果により設定。 

2 目標値は 2018年の基準値から年増加率を 10%として算定。 
3 基準値は 2018年平均日交通量 940台/日･方向に大型車 1台あたり貨物量を 35トンとして算定。 
4 目標値は 2024年平均日交通量 1,083台/日･方向に大型車 1台あたり貨物量を 35トンとして算定。 
5 基準値は実走行結果により設定。 
6 平均時速 60kmとして設定。 
7 道路局への聞取り調査結果より設定。 

表４-４.１に示す指標のうち、「1」及び「2」は目標年次において実施機関が交通量調査を行

うことにより測定、「3」は実施機関が整備対象区間を実走行することにより測定、「4」はディ

キル維持管理基地や周辺住民への聞き取り調査により確認が可能である。 
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（２）定性的効果 

本計画において道路整備が実現した際の定性的効果を表４-４.２に示す。 

表４-４.２ 道路整備の定性的効果 

現状と問題点 本協力対象事業での対策 事業の効果・改善程度 

(1) 対象区間を含む国道 1号ジブチ

港をハブとした海外とアフリ

カ東部の内陸国を結ぶ国際貨

物輸送ルートである。現在、対

象区間の全線で劣化が進行し

ており、走行の安全性や迅速性

に重大な支障が生じている。 

対象区間全線にわたり道

路幅員の増幅、アスファル

ト舗装の打ち替え等の道

路改修工事を行う。 

「ジ」国の主要産業である貿易サ

ービスを支える国道 1 号経由の物

資輸送の円滑化、走行性の改善、

及び横転事故の減少等の交通安全

対策に効果がある。 

(2) 対象区間はディキル県各地か
らディキル市やジブチ市まで

の物資の運搬路や緊急医療へ

のアクセスとして重要である

が、路面状態の劣化により迅速

な自動車の走行が妨げられて

いる。 

対象区間全線にわたり道

路幅員の増幅、アスファル

ト舗装の打ち替え等の道

路改修工事を行う。 

当該区間はディキル県内各地から

ディキル市やジブチ市間の緊急医

療アクセスや安定した物資の運搬

を確保する効果がある。 

(3) 対象区間に数か所存在するワ
ジの洪水により通行止めや車

両の横転等の自己が頻発し、円

滑な交通に重大な支障が生じ

ている。 

対象区間の全ての洗い越

し形式を通年通行可能な

カルバート形式に構造変

更する。 

 

 

「ジ」国の主要産業である貿易サ

ービスを支える国道 1 号経由の物

資輸送の円滑化（ワジ渡河部のボ

トルネック解消）、走行性の改善、

及び横転事故の減少等の交通安全

対策に効果がある。 

以上、本章「4-4 プロジェクトの評価」に述べた内容により、本計画の妥当性は高く、また

有効性が見込まれると判断される。 
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資料-１ 調査団員・氏名 



 

 

1. 調査団員・氏名 

【第一次現地調査】 

 

氏 名 担当業務 現 職 

田中 顕士郎 総括／計画管理 

独立行政法人 国際協力機構 

社会基盤・平和構築部 

運輸交通・情報通信グループ 

企画役 

高橋 功 
業務主任／ 

道路計画 1 
八千代エンジニヤリング（株） 

小宮 雅嗣 
副業務主任／ 

道路計画 2 
八千代エンジニヤリング（株） 

三宅 清孝 道路・舗装設計 八千代エンジニヤリング（株） 

エスマエル オマ

ー 
道路・舗装設計補助／交通需

要予測 
八千代エンジニヤリング（株） 

林 志勲 渡河構造物・排水設計 八千代エンジニヤリング（株） 

高木 豊博 調達事情／施工計画／積算 八千代エンジニヤリング（株） 

古市 久士 自然条件調査（地質） 八千代エンジニヤリング（株） 

高橋 麻衣子 
自然条件調査（水文）／河川解

析 
八千代エンジニヤリング（株） 

原口 彩 環境社会配慮 八千代エンジニヤリング（株） 

村田 慎 渡河構造物・排水設計補助 八千代エンジニヤリング（株） 

福田 亮一 通訳（仏語） 
八千代エンジニヤリング（株） 

(補強：株式会社フランシール) 
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【補足現地調査】 

 

 

【第 2 次現地調査】 

 

 

氏 名 担当業務 現 職 

三宅 清孝 道路・舗装設計 八千代エンジニヤリング（株） 

林 志勲 渡河構造物・排水設計 八千代エンジニヤリング（株） 

古市 久士 自然条件調査（地質） 八千代エンジニヤリング（株） 

氏 名 担当業務 現 職 

高橋 功 
業務主任／ 
道路計画 1 

八千代エンジニヤリング（株） 

小宮 雅嗣 
副業務主任／ 
道路計画 2 

八千代エンジニヤリング（株） 

三宅 清孝 道路・舗装設計 八千代エンジニヤリング（株） 

ケビン・リビエール 通訳（仏語） 
八千代エンジニヤリング（株） 

(補強：株式会社フランシール) 
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資料-２ 調査行程 



2. 調査行程

JICA団員

総括／計画管理
業務主任/
道路計画１

副業務主任/
道路計画２

道路・舗装設計
道路・舗装設計補
助/交通需要予測

渡河構造物・排
水設計

調達事情/施工
計画/積算

自然条件調査
（地質）

自然条件調査（水
文）/河川解析

環境社会配慮
渡河構造物・
排水設計補助
（自社負担）

通訳（フランス語）

田中 顕士郎 高橋 功 小宮 雅嗣 三宅 清孝
エスマエル
オマー

林　志勲 高木　豊博 古市　久士 高橋　麻衣子 原口　彩 村田　慎 福田　亮一

1 3月16日 金
Narita to Addis Ababa
by flight ET673 (20:10-

>07:40(+1))

Narita to Doha by
flight QR807 (22:20-
>04:45(+1))

－

2 3月17日 土
Addis Ababa to Djibouti
by flight ET362 (9:45-

>11:00)

Narita to Doha by
flight QR807 (22:20-
>04:45(+1))

－

3 3月18日 日

9:00 ＪＩＣＡジブチ支所表敬
10:00 設備運輸省道路局(道路
局) インセプション説明・協議
15:00 設備運輸省次官協議
16:00 日本大使館表敬

[ジブチ着 00:35]
業務主任と同行程

ジブチ市内

4 3月19日 月
・ジブチ市内で情

報収集
業務主任と同行程

ジブチ市内
ディキル

5 3月20日 火 ・ジブチ市内で情報
収集/団内協議

業務主任と同行程 ジブチ市内

6 3月21日 水 業務主任と同行程 ジブチ市内

7 3月22日 木 業務主任と同行程 ジブチ市内

8 3月23日 金
Narita to Doha by flight
QR807 (22:20->04:45(+1)) 業務主任と同行程 ジブチ市内

9 3月24日 土
Djibouti to Addis Ababa
by flight ET365 (19:05-

>20:15)

Doha to Djibouti by
flight QR1437 (20:10-

>00:35(+1))
業務主任と同行程 ジブチ市内

10 3月25日 日
Addis Ababa to Narita
by flight ET672 (23:35-

>20:35(+1))

[ジブチ着 00:35]
9:00 道路局協議
11:00 現地業者面談
13:00 現地業者面談
ジブチ市内で情報収

集

Narita to Addis Ababa
by flight ET673
(21:25->07:45)

業務主任と同行程 ジブチ市内

11 3月26日 月
Arrival in Addis
Ababa (07:45)

・サイトへ移動
ジブチ市内
アジスアベバ

12 3月27日 火
アジスアベバで情
報収集

業務主任と同行程
ジブチ市内
アジスアベバ

13 3月28日 水

8:30 JICAジブチ支所
協議
10:30 現地業者面談
15:00 道路局協議
団内協議

アジスアベバで情
報収集

業務主任と同行程
ジブチ市内
アジスアベバ

14 3月29日 木

8:00 設備運輸省次官
協議 / 10:30 現地業
者面談 / 15:00 JICA
ジブチ支所協議 /
17:30 道路局協議

Djibouti to
Doha by flight
QR1438
(00:50->05:55)

9:00 現地業者 / 10:30
現地業者 / 15:00
JICA  ジブチ支所 /
17:30 道路局

アジスアベバで情
報収集

9:00 現地業者
面談 / 10:30 現
地業者面談 /
15:00 JICAジブ
チ支所協議

ジブチ市内で情
報収集
15:00 JICAジブ
チ支所協議

10:30 現地業者面
談
15:00 農業水省面
談

10:30 現地業者
面談
15:00 JICAジブ
チ支所協議

業務主任と同行程
ジブチ市内
アジスアベバ

15 3月30日 金 団内協議
Doha to Narita by
flight QR806 (02:20-

>18:40)
団内協議

Addis Ababa to
Djibouti by flight ET
364 (16:00->18:20)

業務主任と同行程 ジブチ市内

16 3月31日 土
9:00 現地業者面

談
団内協議

Nrita to Doha by flight
QR807 (22:20-
>04:45(+1))

業務主任と同行程 ジブチ市内

17 4月1日 日
9:00 道路局協議
ジブチ市内で情報

収集

Doha to Djibouti by
flight QR1437 (20:10-

>00:35(+1))
業務主任と同行程 ジブチ市内

18 4月2日 月
6:00JICAジブチ支所

協議
現地業者面談

業務主任と同行程 ジブチ市内

19 4月3日 火 サイト調査 業務主任と同行程 ディキル

20 4月4日 水 サイト調査 業務主任と同行程 ディキル

21 4月5日 木 サイト調査 業務主任と同行程 ジブチ市内

22 4月6日 金 ・資料整理 ・資料整理 資料整理 資料整理 資料整理 資料整理 資料整理 資料整理 業務主任と同行程 ジブチ市内

23 4月7日 土 ・資料整理 ・資料整理 資料整理 資料整理 資料整理 資料整理 資料整理 資料整理 業務主任と同行程 ジブチ市内

24 4月8日 日
9:00 道路局協議
JICAジブチ支所協議

9:00 道路局
16:00 国有財産局

業務主任と同行程 ジブチ市内

25 4月9日 月 道路局協議等 道路局協議等
道路局協議・交通

量
道路局協議等

ジブチ市内で情
報収集

資料整理 気象庁、CERD CERD、水省 業務主任と同行程
ジブチ市内
ディキル

26 4月10日 火 道路局協議等 道路局協議等
道路局協議・交通

量
道路局協議等

ジブチ市内で情
報収集

サイト調査 降雨・流量解析
ジブチ市内で情
報収集

業務主任と同行程
ジブチ市内
ディキル

27 4月11日 水 道路局協議等 道路局協議等
道路局協議・ジブ

チ港
道路局協議等

ジブチ市内で情
報収集

サイト調査 降雨・流量解析
ジブチ市内で情
報収集

業務主任と同行程
ジブチ市内
ディキル

28 4月12日 木 道路局協議等 道路局協議等
道路局協議・交通

量
道路局協議等

ジブチ市内で情
報収集

サイト調査 ・報告書作成
ジブチ市内で情
報収集

業務主任と同行程 ジブチ市内

29 4月13日 金 資料整理 資料整理 資料整理 資料整理 資料整理 資料整理
Djibouti to Doha by flight
QR1438 (00:50->05:55) 資料整理 業務主任と同行程 ジブチ市内

30 4月14日 土 資料整理 資料整理 資料整理 資料整理 資料整理 資料整理
Doha to Narita by flight
QR806 (02:20->18:40) 資料整理

Nrita to Doha by
flight QR807 (22:20-

>04:45)
業務主任と同行程 ジブチ市内

31 4月15日 日 道路局協議等
・ジブチ市内で情
報収集

ジブチ市内で情報
収集

ジブチ市内で情
報収集

ジブチ市内で情
報収集

ジブチ市内で情
報収集・再委託

作業

ジブチ市内で情
報収集

Doha to Djibouti by
flight QR1437
(20:10->00:35)

業務主任と同行程 ジブチ市内

32 4月16日 月 道路局協議等
報告書作成
道路局協議等

ジブチ市内で情報
収集

ジブチ市内で情
報収集

ジブチ市内で情
報収集

ジブチ市内で情
報収集・再委託

作業

ジブチ市内で情
報収集

[ジブチ着
00:35]

・サイトへ移動
業務主任と同行程 ジブチ市内

33 4月17日 火
・サイト調査
・現地業者面談

報告書作成
道路局協議等

再委託作業
サイト調査（渡河構
造物調査等）

ジブチ市内で情
報収集

サイト調査（渡河
構造物調査等）

サイト調査（周辺状
況調査等）

サイト調査（渡河
構造物調査等）

業務主任と同行程
ジブチ市内
ディキル

34 4月18日 水 ・現地業者面談
Djibouti to Doha by flight
QR1438 (00:50->05:55) 再委託作業

サイト調査（渡河構
造物調査等）

ジブチ市内で情
報収集

サイト調査（渡河
構造物調査等）

サイト調査（周辺状
況調査等）

サイト調査（渡河
構造物調査等）

業務主任と同行程
ジブチ市内
ディキル

35 4月19日 木 道路局協議等
Doha to Narita by flight
QR806 (02:20->18:40)

交通量調査サイト
確認

サイト調査（渡河構
造物調査等）

ジブチ市内で情
報収集

サイト調査（渡河
構造物調査等）

ジブチ市内で情
報収集

サイト調査（渡河
構造物調査等）

業務主任と同行程 ジブチ市内

36 4月20日 金
報告書作成
団内協議

報告書作成
団内協議

報告書作成
団内協議

報告書作成
団内協議

報告書作成
団内協議

報告書作成
団内協議

報告書作成
団内協議

業務主任と同行程 ジブチ市内

37 4月21日 土
報告書作成
団内協議

報告書作成
団内協議

報告書作成
団内協議

報告書作成
団内協議

報告書作成
団内協議

報告書作成
団内協議

報告書作成
団内協議

業務主任と同行程 ジブチ市内

38 4月22日 日
報告書作成
道路局協議等

Djibouti to Addis Ababa by
flight ET363 (11:00-
>13:15)

報告書作成
道路局協議等

報告書作成
道路局協議等

再委託作業
ジブチ市内で情
報収集

報告書作成
道路局協議等

業務主任と同行程
ジブチ市内
アジスアベバ

39 4月23日 月
JICAジブチ支所協

議
道路局協議等

アジスアベバで情
報収集

報告書作成
道路局協議等

報告書作成
道路局協議等

再委託作業
ジブチ市内で情
報収集

報告書作成
道路局協議等

業務主任と同行程
ジブチ市内
アジスアベバ

40 4月24日 火 道路局報告等
アジスアベバで情
報収集

報告書作成
道路局協議等

報告書作成
道路局協議等

報告書作成
道路局協議等

ディキル県知事
協議等

報告書作成
道路局協議等

業務主任と同行程
ジブチ市内
アジスアベバ

41 4月25日 水 道路局報告等
アジスアベバで情
報収集

Djibouti to Doha by flight
QR1438 (00:50->05:55)

ジブチ市内
アジスアベバ

42 4月26日 木
・JICAジブチ支所
調査報告
・日本大使館報告

アジスアベバで情
報収集

Doha to Narita by flight
QR806 (02:20->18:40)

ジブチ市内
アジスアベバ

43 4月27日 金 資料整理
アジスアベバで情
報収集

資料整理 資料整理 資料整理 資料整理 資料整理
ジブチ市内
アジスアベバ

44 4月28日 土 Djibouti to Doha by flight
QR1438 (00:50->05:55)

Addis Ababa to Narita by
flight ET672
 (23:35->)

再委託作業
Djibouti to Doha by
flight QR1438 (00:50-

>05:55)

Djibouti to Doha by
flight QR1438
(00:50->05:55)

ジブチ市内
アジスアベバ

45 4月29日 日 Doha to Narita by flight
QR806 (02:20->18:40)

Addis Ababa to Narita by
flight ET672
 (->20:35)

再委託作業
Doha to Narita by flight
QR806 (02:20->18:40)

Doha to Narita by
flight QR806 (02:20-

>18:40)

ジブチ市内
アジスアベバ

46 4月30日 月 再委託作業
ジブチ市内
アジスアベバ

47 5月1日 火
Djibouti to Doha by
flight QR1438 (00:50-

>05:55)
－

48 5月2日 水
Doha to Narita by
flight QR806 (02:20-

>18:40)
－

Djibouti to Doha by flight QR1438
(00:50->05:55)

Doha to Narita by flight QR806
(02:20->18:40)

道路局協議等

サイト調査（Drone調査、渡河構造物調査、道路現況調査等）

道路局協議等

道路局協議等

道路局協議等 道路局協議等

農業省、CERDヒアリング

9:00 道路局協議
ジブチ市内で情報収集

9:00 道路局協議
ジブチ市内で情報収集

6:00　JICAジブチ支所協議
現地業者面談

サイト調査（Drone調査、渡河構造物調査、道路現況調査等）

サイト調査（Drone調査、渡河構造物調査、道路現況調査等）

8:30 JICAジブチ支所協議
ジブチ市内で情報収集

11:00 現地業者面談
ジブチ市内で情報収集

団内協議

9:00 現地業者面談
団内協議

9:00 現地業者面談
団内協議

9:00 道路局協議
11:00 現地業者面談
13:00 現地業者面談

9:00 道路局協議
11:00 現地業者面談
13:00 現地業者面談
ジブチ市内で情報収集

ジブチ市内で情報収集
17:00 現地業者面談

ジブチ市内で情報収集
17:00 現地業者面談

8:00 JICAジブチ支所協議
ジブチ市内で情報収集

ジブチ市内で情報収集
資料整理

・9:00 道路局協議 (M/D協議)
・12:00 M/D署名

・9:00 道路局協議 (M/D協議)
・12:00 M/D署名 (在ジブチ日本国大使館M/D報告)

17:00 現地業者面談

サイト調査
（ジブチ市内周辺道路）

業務主任と同行程

・資料整理 資料整理

6:30 サイトへ移動
・サイト調査

業務主任と同行程

・ジブチへ移動
・団内協議

業務主任と同行程

・9:30 道路局 (M/D協議)
・11:00 外務省二国間協力局表敬

・ジブチ市内で情報収集
・再委託作業

Narita to Doha by flight QR807
(22:20->04:45(+1))

Narita to Doha by flight QR807 (22:20->04:45(+1))

Doha to Djibouti by flight QR1437
(20:10->00:35(+1))

Doha to Djibouti by flight QR1437 (20:10->00:35(+1))

[ジブチ着 00:35]
9:00 ＪＩＣＡジブチ支所表敬
10:00 設備運輸省道路局 インセプション
説明・協議
15:00 設備運輸省次官協議
16:00 日本大使館表敬

[ジブチ着 00:35]
業務主任と同行程

第一次現地調査

日順 月日 曜日

コンサルタント

宿泊地
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道路・舗装設計 渡河構造物・排水設計 自然条件調査（地質）

三宅 清孝 林　志勲 古市　久士

1 5月26日 土 ジブチ

2 5月27日 日 ジブチ

3 5月28日 月 ジブチ

4 5月29日 火 ジブチ

5 5月30日 水 サイト調査 ジブチ市内で情報収集 サイト調査
三宅・古市：ヨボキ
林：ジブチ

6 5月31日 木 サイト調査 ジブチ市内で情報収集 サイト調査 ジブチ

7 6月1日 金 ジブチ

8 6月2日 土 ジブチ

9 6月3日 日 ジブチ

10 6月4日 月 ジブチ

11 6月5日 火 ジブチ

12 6月6日 水 ジブチ

13 6月7日 木 機中

14 6月8日 金

補足現地調査日程

日順 月日 曜日 宿泊地

コンサルタント

00:01 羽田 → 06:00 ドーハ 18:55 → 23:50 ジブチ

ＪＩＣＡジブチ支所表敬
ADRと打合せ

ジブチ市内で情報収集
ADR、再委託業者との打合せ

ＪＩＣＡジブチ支所調査報告
再委託業者との打合せ

18:00 ジブチ → 23:05 ドーハ

02:20 ドーハ → 18:40 成田

ジブチ市内で情報収集
ADR、再委託業者との打合せ

ジブチ市内で情報収集
ADR、再委託業者との打合せ

ジブチ市内で情報収集
ADR、再委託業者との打合せ

資料整理

ジブチ市内で情報収集
ADR、再委託業者との打合せ

ジブチ市内で情報収集
ADR、再委託業者との打合せ

資料整理
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第二次現地調査日程 

暦

日 
日付 

活動内容 
備考 

高橋 小宮／三宅／ケビン（通訳） 
1 10月 18日（木） 日本発   
2 10月 19日（金） 23:50 ジブチ着（QR1437便）  
3 10月 20日（土） セミナー準備 ジブチ→ディキルに移動 

（ディキル泊） 

 

4 10月 21日（日） - 実施機関とセミナー
事前協議・準備 

対象道路現地調査 
（ディキル→ガラフィ→ジブチ）

ジブチ帰着 

 

5 10月 22日（月） - JICAジブチ支所協議 
- 実施機関協議 

 

6 10月 23日（火） - 実施機関協議  
7 10月 24日（水） - 技術セミナー開催 

- 住居・都市計画・環境省環境・持続開発局協議 

 

8 10月 25日（木） - 外務国際協力省二国間協力局表敬訪問 
- 日本大使館報告 
- 実施機関協議 

 

9 10月 26日（金） 補足調査及び資料整理  
10 10月 27日（土） 同上  
11 10月 28日（日） - 実施機関協議 

- JICAジブチ支所報告 
18:20 ジブチ発（QR1440便） 

 

12 10月 29日（月） 日本帰着  
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資料-３ 関係者（面会者）リスト 



 

3 関係者（面会者）リスト 

所属及び指名      職位 

設備運輸省 

Ministère de l'Equipement et des Transports 
Mr. Mohamed Abdoulkader Moussa Helem Minister 

Mr. Said Nouh Hassan Secretary General 

設備運輸省道路局 

Agence Djiboutienne de la Route 
Mr. Osman Houssein Bouraleh Acting Director General 
Mr. Salah Ibrahim Osman Director of Study 
Mr. Ahmed Adem Obsieh Director of Works 
Ms. Nouna Ahmeh houbah Director of Finance 
Mr. Abdillohi Aden Manager of Service Programmation 
Mr. Mohamehman Aden Manager of Topography 
Mr. Hamza Kalil Civil Engineer 

 
外務省 

Ministère des Affaires Etrangéres et de la Coopération Internationale 
Mr. Yachin Houssein Douale Director for Bilateral Relations 

 
予算省  

Ministère du Budget 
通関・間接税局 

Direction Générale des Douanes et Droits Indirects  
Mr. Abdourahman Aouad Izzi Deputy Director General 

国有財産局 

Direction des domaines et de la conservation foncière 
Mr. Houssein Mahamoud Barreh Director 

税務署 

Direction des Impôts 
Mr. Seid Guelleh Darar Director of Tax Administration 

 
経済・財務省 

Ministère de l’Economie des Finances, Chargé de l’Industrie 
Mr. Nouh Omar Miguil Secretary General 
Mr. Mehdi Ismail Darar Deputy Director of the External Finance 



 

労働・行政改革省 

Ministère du Travail Chargé de la Réforme de l'administration  
雇用・訓練・統合専門技術局 

Agence Nationale de l’Emploi, de la Formation et de l’Insertion Professionnelle  
Ms. Mouna Mohamed Director of Service 

 
住居・都市計画・環境省 国土開発・環境局 

Derection de l’Environnement et of Environment and sustainable development (DEDD), 
Ministère de l'Agriculture, de l'Élevage et de la Mer  

Mr. Mohamed Ali Houssein Secretary General 

 
農業・漁業・畜産資源省 

Ministre de l'Agriculture, de la Pêche, de l'Elevage et des Ressources Halieutiques 
Mr. Tabarek Mohamed Ismael Minister's Advisor 

Mr. Saleh Daoud Saleh Head of Technical Department 

Mr. Said Kaireh Youssouf Hydrogeologist Engineer 

 
国立学術研究所 

Centere d’Études et de Recherches de Djibouti 
Mr. Mohamed Jalludin Director General 

Mr. Abdourahman Daher Meraneh Director of Institute of Life Sciences 

Mr. Antoine Marie Caminiti Geologist Exploration 

Mr. Mohamed Osman Aweleh Director of the Institute of Earth Sciences 

 
ディキル県知事 

Préfet de la Région de Dikhil 
Mr. Mohamed Cheiko Hassan Prefect of the Dikhil region 

 
在ジブチ日本国大使館 

Embassy of Japan 
米谷光司 

角田崇成 

特命全権大使 

参事官 

難波侑司 

大谷壮矢 

経済・開発協力担当 

政務・広報文化担当 

 
JICAジブチ支所 

JICA Djibouti Office 
外川徹 支所長 

大橋功二 企画調査員 

グジャビ夕紀 企画調査員 
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G/A NO. XXXXXXX 
PMR prepared on DD/MM/YY 

Project Monitoring Report 
on 

Project Name 
Grant Agreement No. XXXXXXX 

20XX, Month 
 

 
 
Organizational Information 
 

Signer of the G/A 
(Recipient) 

 
     
Person in Charge (Designation)      
                      
Contacts          Address:      
   Phone/ FAX:      
   Email:       

Executing 
Agency 

 
     
Person in Charge (Designation)      
                      
Contacts         Address:      
   Phone/ FAX:      
   Email:       

Line Ministry  

 
     
Person in Charge (Designation)      
                      
Contacts         Address:      
   Phone/ FAX:      
   Email:       

 
 
General Information:  
 

Project Title  

E/N Signed date: 
Duration: 

G/A Signed date: 
Duration: 

Source of Finance Government of Japan: Not exceeding JPY         mil. 
Government of (          ):                  

 

Annex 6 
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G/A NO. XXXXXXX 
PMR prepared on DD/MM/YY 

 
1-1 Project Objective 
 
 
 
 

 
1-2 Project Rationale 

- Higher-level objectives to which the project contributes (national/ regional/ sectoral 
policies and strategies) 

- Situation of the target groups to which the project addresses 
 
 
 
 

 
1-3 Indicators for measurement of  Effectiveness  
 
Quantitative indicators to measure the attainment of project objectives 

Indicators Original (Yr       ) Target (Yr      )
   
   
   
Qualitative indicators to measure the attainment of project objectives

 

 
 

 
2-1 Location 

 
2-2 Scope of the work 

 
Reasons for modification of scope (if any). 
(PMR) 
 

Components 
 

Original 
(proposed in the out line design)

Actual 
 

1.   

Components 
 

Original* 
(proposed in the out line design)

Actual* 
 

1.  
  
  

  

A4-52

- 英訳（参考） -



G/A NO. XXXXXXX 
PMR prepared on DD/MM/YY 

 
2-3 Implementation Schedule 

Items 
Original 

Actual (proposed in the 
outline design) 

(at the time of signing 
the Grant Agreement)

  
  
    

 
Reasons for any changes of the schedule, and their effects on the project (if any) 
 
 

 
2-4 Obligations by the Recipient 

2-4-1 Progress of Specific Obligations 
See Attachment 2. 

 
2-4-2 Activities 

 See Attachment 3. 
 

2-4-3 Report on RD 
 See Attachment 11. 
 
2-5 Project Cost  
 

2-5-1 Cost borne by the Grant(Confidential until the Bidding) 
 

Components Cost
(Million Yen) 

 Original 
(proposed in the outline design) 

Actual
(in case of any  
modification) 

Original1),2)

(proposed in 
the outline 

design)

Actual

 1. 
  
  

Total 
Note:  1) Date of estimation:  

2) Exchange rate: 1 US Dollar =   Yen 
 
2-5-2 Cost borne by the Recipient 

 
Components Cost

(1,000 Taka) 
 Original 

(proposed in the outline design) 
Actual

(in case of any  
modification) 

Original1),2) 

(proposed in 
the outline 

design)

Actual

 1.  
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G/A NO. XXXXXXX 
PMR prepared on DD/MM/YY 

Note:  1) Date of estimation:  
2) Exchange rate: 1 US Dollar =  

 
Reasons for the remarkable gaps between the original and actual cost, and the countermeasures 
(if any) 
(PMR) 
 
 

 
2-6 Executing Agency 

- Organization s role, financial position, capacity, cost recovery etc, 
- Organization Chart including the unit in charge of the implementation and number 

of employees. 
Original (at the time of outline design) 
name:  
role:  
financial situation:  
institutional and organizational arrangement (organogram):  
human resources (number and ability of staff):  
 
Actual (PMR) 
 
 
 

 
2-7 Environmental and Social Impacts 
- The results of environmental monitoring based on Attachment 5 (in accordance with Schedule 
4 of the Grant Agreement). 
 - The results of social monitoring based on in Attachment 5 (in accordance with Schedule 4 of 
the Grant Agreement). 
 - Disclosed information related to results of environmental and social monitoring to local 
stakeholders (whenever applicable). 
 
 

 
3-1 Physical Arrangement 

- Plan for O&M (number and skills of the staff in the responsible division or section, 
availability of manuals and guidelines, availability of spareparts, etc.) 
 

Original (at the time of outline design) 
 
 
Actual (PMR) 
 
 
 
3-2 Budgetary Arrangement 

- Required O&M cost and actual budget allocation for O&M  
 
Original (at the time of outline design) 
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G/A NO. XXXXXXX 
PMR prepared on DD/MM/YY 

Actual (PMR) 
 
 
 

 
- Potential risks which may affect the project implementation, attainment of objectives, 

sustainability 
- Mitigation measures corresponding to the potential risks 

 
Assessment of Potential Risks (at the time of outline design) 

Potential Risks Assessment 
1. (Description of Risk) Probability: High/ Moderate/ Low

Impact: High/ Moderate/ Low
Analysis of Probability and Impact:
 
 
Mitigation Measures:
 
 
Action required during the implementation stage:
 
 
Contingency Plan (if applicable):
 
 

2. (Description of Risk) Probability: High/ Moderate/ Low
Impact: High/ Moderate/ Low
Analysis of Probability and Impact:
 
 
Mitigation Measures:
 
 
Action required during the implementation stage:
 
 
Contingency Plan (if applicable):
 
 

3. (Description of Risk) Probability: High/ Moderate/ Low
Impact: High/ Moderate/ Low
Analysis of Probability and Impact:
 
 
Mitigation Measures:
 
 
Action required during the implementation stage:
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G/A NO. XXXXXXX 
PMR prepared on DD/MM/YY 

Contingency Plan (if applicable):
 
 

Actual Situation and Countermeasures 
(PMR) 
 
 
 
 

 
5-1 Overall evaluation 
 
Please describe your overall evaluation on the project. 
 
 

 
5-2 Lessons Learnt and Recommendations 
Please raise any lessons learned from the project experience, which might be valuable for the 
future assistance or similar type of projects, as well as any recommendations, which might be 
beneficial for better realization of the project effect, impact and assurance of sustainability.  
 
 
 

 
5-3 Monitoring Plan of the Indicators for Post-Evaluation 
Please describe monitoring methods, section(s)/ department(s) in charge of monitoring, 
frequency, the term to monitor the indicators stipulated in 1-3.
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G/A NO. XXXXXXX 
PMR prepared on DD/MM/YY 

Attachment 
 
1 Project Location Map 
2 Specific obligations of the Recipient which will not be funded with the Grant 
3 Monthly Report submitted by the Consultant 
Appendix - Photocopy of Contractor s Progress Report (if any) 

- Consultant Member List 
- Contractor s Main Staff List 

4 Check list for the Contract (including Record of Amendment of the Contract/ Agreement and 
Schedule of Payment) 

5 Environmental Monitoring Form /  Social Monitoring Form 
6 Monitoring sheet on price of specified materials (Quarterly) 
7 Report on Proportion of Procurement (Recipient Country, Japan and Third Countries) (PMR 

(final )only) 
8 Pictures (by JPEG style by CD-R) (PMR (final)only) 
9 Equipment List (PMR (final )only) 
10. Drawing (PMR (final )only) 
11. Report on RD (After project) 
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第一次現地調査　テクニカルノート

- 仏語 -



L’Etude Préparatoire pour le Projet 

D’Amélioration de la route nationale 1 en République de Djibouti 

 

 

Notes techniques 

 

Préface 

Concernant Les discussions et les notes qui ont eu lieu et convenues entre le Ministère de 

l’Équipement du Transport ainsi que L’Agence Djiboutienne des Route et JICA le 22 mars 2018, 

l’équipe de JICA ont établis une étude de la route nationale a Galafi dans la région de Dhikil. 

L’équipe a entrepris des pourparlers des détails supplémentaires du projet avec les officiels de 

L’ADR. 

À la suite du sondage et de la discussion, l'équipe a précisé les détails des éléments techniques 

suivants 

 

1. Partie Ciblé  

2. Normes de conception applicables  

3. Représentation d’une coupe transversale   

4. Le concept des éléments géométriques  

5. Le type de la chaussée   

6. Structure et Conceptualisation de l’oued  

7. Modèle du système de drainage  

8. Modèle de formalisation autour du poste des douanes  

 

En d’autres termes tous les études et les données dans ce document vont être soumis et 

décidés après plusieurs consultations et d’études supplémentaires par le Gouvernement du 

Japon et ses personnes autorisées. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A5-2



1 
 

1. Partie Ciblé 

 Point de départ : Frontière de Galafi (voir Figure-1) 

 Fin de la section : approx. 20.5~20.8 km de la frontière (voir Figure-2) 

NB : Des changements seront nécessaires a la fin de la section, après les résultats du 

sondage de la topographie. 

 
Figure-1 Point de Dé                       Figure-2 Fin de la Section  
 

2. Normes de conception applicables 

L’absence de normes propres à l’ADR incite l’utilisation des normes japonaises pour les concepts 

cités ci-dessous 

 Conception Géométrique  

 Modèle de la chaussée; Le concept d’AASHTO (Association Américaine des Autoroutes 
D’États et du Transport) sera applique à moitié indispensablement 

 Concept drainage 

 Types de Structures comportant les normes de plans 

 

3. Représentation d’une coupe transversale  

La section suivante sera appliquée comme une section transversale de la voie 

 
Figure-3 Représentation d’une coupe transversale pour la route ciblé

Telecom tower
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 Route-largeur de la voie; 3,75m, la largeur maximale de la voie au Japan et en France en ne 

tenant pas compte des véhicules poids lourds qui occupant plus 90% du Traffic. Les 

ajustements pour les connections des sections sont considéré aussi. 

 Bande d’arrêt d’urgence-largeur de la bande d’arrêt d’urgence; 1.25 en respectant l’espace 

pour le stationnement des voitures en panne (la composition sera la même que la voie). 

 Accotement-largeur de l’accotement; 0.5 est établis a l’extérieur de la bande d’arrêt 

d’urgence pour protéger la chaussée des dégradations 

NB ; Un stationnement d’urgence sera suggérer pour la sécurité du le trafic 

 

4. Le concept des éléments géométriques 

La vitesse de conception serait essentiellement de 80 km / h, tandis que les 5 derniers 

kilomètres jusqu'à la frontière seraient de 50 km / h, compte tenu de la topographie variable et 

de l'arrêt au poste de contrôle frontalier. Les éléments géométriques de chaque section sont 

indiqués dans le tableau ci-dessous : 

Table-1 Concept des éléments géométriques 

Concept d’élément Unité

RN1  
PK199-PK214 PK214-PK219

(Partie près de 
la frontière) 

Vitesse Km/h 80 50 
Rayon de la courbe minimale horizontale 
(Voulue) 

M 280 100 

Rayon de la courbe minimale horizontale 
(imperatif) 

M 230 80 

Maximum de l’inclinaison longitudinal (voulue) % 4 6 
Maximum de l’inclinaison longitudinal (imperatif) % 7 9 
Inclination minimal longitudinal % 0.3 0.3 
Rayon de la courbe longitudinal M 2,000 700 
Courbe Transversal chute % 2.5 2.5 
Courbe transversal accotement % 4 4 
Surélévation maximal % 10 10 
La distance min de visibilité d’arrêt M 140 65 
Distance min de visibilité de doublage M 350 200 

 

5. Le concept de la chaussée 

(1) Volume du la circulation 

Les données suivantes vont anticiper le volume du trafic dans le futur : 

 Données du trafic enregistres aux péages de RN1 

 Donnes sur Circulation et la cadence au port 

 Données du Chemins de fer 

 Etude du volume de la circulation a faire de la section ciblé par l’Équipe 

 Etude sur la charge par essieu 
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(2) Période de modélisation 

Compte tenu de l'importance des routes, 20 années de conception seront appliquées à la route     

nationale et du corridor international de Djibouti. 

6. Structure et Conceptualisation de l’oued 

1) Concept général de la structure de l'oued 

 La structure qui permet de traverser l’oued est infranchissable durant la crue donc celle-ci ne 

sera pas appliquée dans la partie cible pour des raisons de sécurité de circulation et 

d’accessibilité durant l’année entière. 

 Les structures existantes de traversées de l’oued seraient améliorées par rapport à la structure 

de type dalot avec une modification de l'alignement longitudinal en considérant le jeu 

déterminé en fonction de la quantité d'eau qui coule (voir la figure 4). 

 

  

Approx. 3.3km from borer

Ford Clossing Structure

Figure-4 Design Concept of Existing Ford Clossing Structure 
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2)  Proposition de structure pour une grande échelle de l'oued près de Galafi 

L'oued situé à 4 km de la frontière, est le plus grand oued dans la section ciblé. Non seulement le 

volume d'eau, mais la possibilité d’apport rocheux doivent être examinés de près lors de la 

conception d'une structure de cette section. C'est un point de différence par rapport aux autres 

sections d'oued. 

Dans cette section, compte tenu de l'alignement défavorable de la route existante, une contre-mesure 

complète incluant l'ajustement de l'alignement est nécessaire, de sorte que l'examen de l'alignement 

soit précédé avant la sélection du type de structure. 

Table-2 Comparaison d’ Alignement routier 

Option d'alignement Plan du Modèle 

Alignement original 
(Plan d'itinéraire original) 
· Nécessité d'une route de déviation 
pendant la construction (médiocre) 
· Nécessaire de la voie d'escalade 
en raison d'une pente longitudinale 
raide : env. 7% (médiocre) 
· Longue structure, mais installée 
sur la zone de l'oued stablement 
formée (Juste) 

△ 

Alternative A 
(Environ 25m de distance de 
l'itinéraire original) 
 
· Pas besoin de détournement (Bon)
· Pente longitudinale douce : env. 
4% (Moyen) 
· Longue structure, mais installée 
sur la zone de l'oued stablement 
formée (Juste) 
◎ Suggestion de 'ingénieur 

 

Alternative B 
(Alignement passant par la section 
étroite de l'oued) 
 
· Pas besoin de détournement 
pendant la construction (Bon) 
· Pente longitudinale douce : env. 
3% (Moyen) 
· Minimiser la longueur de la 
structure, mais installé sur un flux 
instable en aval de la zone de l'oued 
(médiocre) 

△ 
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7. Concept de conception du système de drainage 

  Modèle de fossé latéral : Modèle de maçonnerie en pierre 

 Caniveau pour une surface plane : Installation canalisation à intervalles réguliers 

 

8. Modèle de formalisation autour du point de contrôle frontalier 

Dans la section qui entoure le point de contrôle frontalier, on observe une file d'attente de camions 

en attente d’une autorisation à un rythme lent.  

 Type de chaussée : La chaussée de béton de ciment serait provisoirement considérée  

 Longueur de la section : Envi. 500m de long 

Au sujet de la composition des voies de cette zone, l'équipe est seulement en mesure de procéder à 

la conception dans la zone de compétence ADR. Dans cette condition, la figure 5 montre la 

proposition provisoire de l'équipe concernant la composition des voies sur la zone frontalière. 

Cependant, ce plan est assujetti à des modifications après la conclusion des réunions des autorités 

concernées.  

Note: Après la discussion avec le Département des douanes et des impôts indirects, du Ministère 

du budget, en présence de l'ADR, l'Équipe prendra en compte une éventuelle mesure contre les 

embouteillages occasionnels causés au point de contrôle douanier de la frontière Galafi. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Figure-5 Plan à la frontière (Tentative) 
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- 英語 -

第一次現地調査　テクニカルノート



 

PREPARATORY SURVEY 

 FOR 

 THE PROJECT FOR UPGRADING OF NATIONAL ROAD ROUTE 1 

 

Technical Note 

 

Preface 

Based on the Minutes of Discussions agreed between Ministry of Equipment and Transport, 

Djiboutian Road Agency (hereinafter referred to as “ADR”) and JICA on 22th March, 2018 

(hereinafter referred to as “the Minutes of Discussions”), the JICA Survey Team (hereinafter referred 

to as “the Team”) of the above captioned Survey conducted a field survey along National Road 

Route 1 in Galafi, Dikhil Region. Moreover, the Team discussed details of proposed project with 

concerned officials of ADR. 

As a result of the survey and discussion, the Team specified details of technical items on this 

document 

 

1. Target Section  

2. Applicable Design Standards  

3. Typical Cross Section  

4. Geometric Design Elements 

5. Pavement Design Elements  

6. Design Concept of Wadi Structure  

7. Design Concept of Drainage System 

8. Design Concept around the Border Checkpoint 

 

However, all the items and components described in this document will be decided after 

further studies in Japan and consultations with the concerned officials of the Government of 

Japan. 
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1. Target Section 

 Beginning point: Galafi border (refer to Figure-1) 

 End point: Approx. 20.5~20.8 km from border (refer to Figure-2) 

Note) Exact end point would be fixed considering horizontal and longitudinal alignment 

after result of topographic survey 

 
Figure-1 Beginning Point                       Figure-2 End Point  
 

2. Applicable Design Standards 

Since ADR doesn’t have own standards, Japanese standards would be generally applied for the 

following designs. 

 Geometric Design  

 Pavement Design (AASHTO, American Association of State Highway and Transportation, 
will be partially applied as necessary) 

 Drainage Design 

 Structure Design including Standard Drawings 

 

3. Typical Cross Section 

The following cross section would be applied as typical cross section: 

 
Figure-3 Typical Cross Section for Target Road  

Telecom tower
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 Carriageway - width of lane: 3.75m, maximum width of lane in Japan as well as France 

excluding exceptional case taking account of heavy vehicles which occupy more than 90 % 

of the traffic. It is also considered the adjustment with connecting section for route 

consistency. 

 Hard Shoulder - width of hard shoulder: 1.25m, taking account of parking space for 

broken-down cars observed often. Pavement composition of hard shoulder would be same 

with carriageway pavement. 

 Soft Shoulder - width of soft shoulder: 0.5m, is applied on outside of the hard shoulder in 

order to protect pavement from the damage. 

Note: Emergency parking area would be considered for traffic safety 

 

4. Geometric Design Elements 

The design speed would be basically 80km/h, while approximately last 5km until the border 

would be 50km/h taking account of rolling topography and stopping at border checkpoint. The 

geometric elements for each section are shown in the table below: 

Table-1 Geometric Design Elements 

Design Element Unit
RN1  

PK199-PK214 PK214-PK219 
(Section near Border) 

Design Speed km/h 80 50 
Min. Horizontal Curve Radius 
(desirable) 

M 280 100 

Min. Horizontal Curve Radius 
(absolute) 

M 230 80 

Max. Longitudinal Gradient 
(desirable) 

% 4 6 

Max. Longitudinal Gradient 
(absolute) 

% 7 9 

Min. Longitudinal Gradient  % 0.3 0.3 
Longitudinal Curve Radius M 2,000 700 
Normal Cross fall % 2.5 2.5 
Shoulder Cross fall % 4 4 
Maximum Superelevation % 10 10 
Min. Stopping Sight Distance M 140 65 
Min. Passing Sight Distance M 350 200 

5. Pavement Design Elements 

(1) Traffic Volume 

The future traffic volume will be forecasted using the following data: 

 Traffic Data recorded in tollgate on RN1 

 Traffic and Throughput Data recorded in ports 

 Railway Data 

 Traffic Volume Survey to be done at the target section by the Team 

 Axle Load Survey 
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(2) Design Period 

Taking account of significance of road, designated National Road and international corridor in 

the Djibouti, 20 years of design period would be applied. 

 

6. Design Concept of Wadi Structure 

1) General concept of wadi structure 

 Ford crossing structure which is impassable during overflowing water would be not 

applied on the target section for securing safety traffic and accessibility of road in the 

whole year. 

 Existing ford crossing structures would be improved to culvert type structure with 

modification of longitudinal alignment considering the clearance determined according 

to the amount of flowing water (refer to Figure-4). 

 

  

Approx. 3.3km from borer

Ford Clossing Structure

Figure-4 Design Concept of Existing Ford Clossing Structure 
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2)  Structure proposal for a large scale of the wadi near Galafi    

The wadi, 4km apart from the border, is the largest scale wadi in the target section. Not only water 

volume, but possibility of rock flow shall be closely examined when designing a structure of this 

section, and that is difference point compared with other wadi sections. 

In this section, since considering the adverse alignment of the existing road, comprehensive 

countermeasure including adjustment of alignment is required, so that alignment review shall be 

preceded before selection of structure type.  

Table-2 Comparison of Road Alignment 

Alignment Options Conceptional Plan 

Original Alignment 
(Original route plan) 
・Necessity of a diversion route 
during construction (Poor) 
・Necessary of climbing lane due 
to a steep longitudinal slope: 
approx. 7% (Poor) 
・ Long structure length, but 
installed on the stably formed 
wadi area (Fair) 

△ 

Alternative A 
(Approx. 25m apart from Original 
route) 
 
・No need diversion (Good) 
・ Gentle longitudinal slope : 
approx. 4% (Fair) 
・ Long Structure length, but 
installed on the stably formed 
wadi area (Fair) 
 
◎ Engineer`s Proposal 

Alternative B 
(Alignment passing through 
narrow wadi section) 
 
・ No need diversion during 
construction (Good) 
・ Gentle longitudinal slope: 
approx. 3% (Fair) 
・Minimize structure length, but 
installed on unstable down stream 
of wadi area (Poor) 
 

△ 
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7. Design Concept of Drainage System 

 Type of Side Ditch : Stone masonry type 

 Culvert for flat area: Pipe culvert installation at regular intervals 

 

8. Design Concept around the Border Checkpoint 

In the section around the border checkpoint, queue of trucks waiting for custom clearance and 

slow movement of trucks are observed.  

 Type of Pavement: Cement concrete pavement would be tentatively considered  

 Length of the Section: Approx. 500m long  

About the lane composition of this area, the Team is only able to proceed the design within ADR 

jurisdiction area. Under this condition, Figure-5 shows the Team’s tentative proposal of lane 

composition on the border area. However, this plan is subject to modified depends on the result of 

relevant authorities meeting.  

Note: According to the discussion with Customs and Indirect Taxes Department, Ministry of 

Budget, in the presence of ADR, The Team will take into account a possible measure against 

occasional traffic congestion caused at the custom check-point of Galafi border. within a 

practicable manner of the project. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Figure-5 Plan on Border Area (Tentative) 
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資料-６ 免税情報シート 

 



更新日：2018年6月6日

ジブチ国免税情報シート

（シート１）企業の所得に課される税金（法人税など）

（シート２）企業の従業員の所得に課される税金（個人所得税など）

（シート３）付加価値税（VAT)等の間接税

（シート４）資機材の輸入及び再輸出の際に課される税金や手数料

（シート５）その他、優先的に免税を確保すべき税目

以下、JICA内部情報
在外事務所の担当者（名前、連絡先）：
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O
f
fi
c
e
）
へ
の
聞
取
り
調
査
に
よ
る
と
「
原
則
免
税
項
目
で
は
な
い
」
と
の
こ
と
で
あ
り
、
E
/
N
で
免
税
項
目
と
し
て
明
確
化

す
る
こ
と
が
重
要
。

①
現
地
企
業
は
納
税
者
証
明
番
号
（
N
I
F
:
n
u
m
e
r
o
 
d
’
 
i
d
e
n
t
i
f
i
c
a
t
i
o
n
 
f
i
s
c
a
l
）
を
取
得

②
実
施
機
関
か
ら
、
経
済
・
財
務
省
の
外
部
取
締
役
（
t
h
e
 
E
x
t
e
r
n
a
l
 
D
i
r
e
c
o
r
a
t
e
 
o
f
 
t
h
e
 
M
i
n
i
s
t
r
y
 
o
f
 
E
c
o
n
o
m
y
 
a
nd

F
i
na
n
c
e
）
宛
に
免
税
申
請
。

申
請
書
に
は
、
E
/
N
の
コ
ピ
ー
を
添
付
す
る
。
E
/
N
に
は
、
現
地
企
業
の
免
税
も
合
意
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
明
記
さ
れ
て
い
る
必

要
が
あ
る
。

③
経
済
・
財
務
省
か
ら
関
係
機
関
（
T
a
x
 
O
f
f
i
c
e
）
に
指
示
し
、
免
税
手
続
き
が
行
わ
れ
る
。

○
E
x
e
m
p
t
(
A
d
v
a
n
c
e
d
)

-
E
x
e
m
p
t
(
b
o
r
n
e
 
b
y
 
t
h
e
 
R
e
c
i
p
i
e
n
t
)

R
e
i
m
b
u
r
s
e

【
P
o
i
n
t
s
 
o
f
 
A
t
t
e
n
t
i
o
n
】

【
R
e
f
e
r
e
n
c
e
】
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S
h
e
e
t
 
2
 
T
a
x
 
w
i
t
h
 
r
e
s
p
e
c
t
 
t
o
 
p
e
r
s
o
n
a
l
 
i
n
c
o
m
e
（
P
e
r
s
o
n
a
l
 
I
n
c
o
m
e
 
T
a
x
）

税
目

免
税

免
税
方
式

根
拠
法
、
条
項

税
率
：

計
算
方
法
：

【
免
税
に
必
要
な
情
報
（
手
順
、
申
請
先
、
所
要
期
間
）
】

過
去
の
実
績
、
問
題
の
有
無
、
内
容

外
国
人
に
対
す
る
個
人
所
得
税

○
事
前

G
 
n
 
r
a
l
 
d
e
s

I
m
p
 
t
s

(
G
e
n
e
r
a
l
 
T
a
x

C
o
d
e
)

-
-

申
請
先
：
Ag
e
n
c
e
 
N
a
t
i
o
n
a
l
e
 
d
e
 
l
'
E
m
p
l
o
i
 
d
e
 
l
a
 
F
o
r
m
a
t
i
o
n
 
E
t
 
d
e
 
l
'
i
n
s
e
r
t
i
o
n
 
P
r
o
f
e
s
s
i
o
n
n
e
l
l
e
:
A
N
E
F
I
P

手
順
：

　
※
ド
ナ
ー
と
実
施
機
関
の
間
で
、
外
国
人
労
働
者
の
所
得
税
免
税
の
合
意
が
と
れ
て
い
る
こ
と
が
前
提

①
外
国
人
労
働
者
は
A
N
E
F
I
P
に
労
働
許
可
申
請
を
提
出
す
る
。
（
雇
用
契
約
書
、
雇
用
宣
言
書
、
労
働
許
可
申
請
書
、
C
V
、
パ
ス

ポ
ー
ト
コ
ピ
ー
、
証
明
写
真
を
添
付
）

②
実
施
機
関
か
ら
、
経
済
・
財
務
省
の
外
部
取
締
役
（
t
h
e
 
E
x
t
e
r
n
a
l
 
D
i
r
e
c
o
r
a
t
e
 
o
f
 
t
h
e
 
M
i
n
i
s
t
r
y
 
o
f
 
E
c
o
n
o
m
y
 
a
n
d

F
i
n
a
n
c
e
）
宛
に
免
税
申
請
。
申
請
書
に
は
、
E
/
N
の
コ
ピ
ー
を
添
付
す
る
。

③
経
済
・
財
務
省
か
ら
関
係
機
関
（
A
N
E
F
I
P
）
に
指
示
し
、
免
税
手
続
き
が
行
わ
れ
る
。

現
地
請
負
者
に
対
す
る
個
人
所
得
税

G
 
n
 
r
a
l
 
d
e
s

I
m
p
 
t
s

(
G
e
n
e
r
a
l
 
T
a
x

C
o
d
e
)

-
-

申
請
先
：
Ag
e
n
c
e
 
N
a
t
i
o
n
a
l
e
 
d
e
 
l
'
E
m
p
l
o
i
 
d
e
 
l
a
 
F
o
r
m
a
t
i
o
n
 
E
t
 
d
e
 
l
'
i
n
s
e
r
t
i
o
n
 
P
r
o
f
e
s
s
i
o
n
n
e
l
l
e
:
A
N
E
F
I
P

手
順
：

　
※
ド
ナ
ー
と
実
施
機
関
の
間
で
、
ジ
ブ
チ
人
労
働
者
の
所
得
税
免
税
の
合
意
が
と
れ
て
い
る
こ
と
が
前
提
。
経
済
財
務
省
へ
の

聞
取
り
調
査
に
よ
る
と
「
原
則
免
税
項
目
で
は
な
い
」
と
の
こ
と
。

①
ジ
ブ
チ
人
労
働
者
は
A
N
E
F
I
P
に
労
働
許
可
申
請
を
提
出
す
る
。

②
実
施
機
関
か
ら
、
経
済
・
財
務
省
の
外
部
取
締
役
（
t
h
e
 
E
x
t
e
r
n
a
l
 
D
i
r
e
c
o
r
a
t
e
 
o
f
 
t
h
e
 
M
i
n
i
s
t
r
y
 
o
f
 
E
c
o
n
o
m
y
 
a
n
d

F
i
n
a
n
c
e
）
宛
に
免
税
申
請
。
申
請
書
に
は
、
E
/
N
の
コ
ピ
ー
を
添
付
す
る
。

③
経
済
・
財
務
省
か
ら
関
係
機
関
（
A
N
E
F
I
P
）
に
指
示
し
、
免
税
手
続
き
が
行
わ
れ
る
。

○
E
x
e
m
p
t
(
A
d
v
a
n
c
e
d
)

-
E
x
e
m
p
t
(
b
o
r
n
e
 
b
y
 
t
h
e
 
R
e
c
i
p
i
e
n
t
)

R
e
i
m
b
u
r
s
e

【
P
o
i
n
t
s
 
o
f
 
A
t
t
e
n
t
i
o
n
】

【
R
e
f
e
r
e
n
c
e
】
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（
S
h
e
e
t
3
）
 
i
n
d
i
r
e
c
t
 
t
a
x
 
e
t
c
 
(
s
u
c
h
 
a
s
 
V
A
T
,
 
C
o
m
m
e
r
c
i
a
l
 
T
a
x
)
 

税
目

免
税

免
税
方
式

根
拠
法
、
条
項

税
率
：

計
算
方
法
：

【
免
税
に
必
要
な
情
報
（
手
順
、
申
請
先
、
所
要
期
間
）
】

過
去
の
実
績
、
問
題
の
有
無
、
内
容

外
国
企
業
/現
地
企
業

-
還
付

G
 
n
 
r
a
l
 
d
e
s

I
m
p
 
t
s

(
G
e
n
e
r
a
l
 
T
a
x

C
o
d
e
)

1
0
%

-

申
請
先
：
税
務
署
（
T
a
x
 
O
f
f
i
c
e
）

手
順
：

　
※
ド
ナ
ー
と
実
施
機
関
の
間
で
、
間
接
税
免
税
の
合
意
が
と
れ
て
い
る
こ
と
が
前
提

①
外
国
企
業
・
現
地
企
業
と
も
に
は
納
税
者
証
明
番
号
（
N
I
F
:
n
u
m
e
r
o
 
d
’
 
i
d
e
n
t
i
f
i
c
a
t
i
o
n
 
f
i
s
c
a
l
）
を
取
得

②
実
施
機
関
か
ら
、
経
済
・
財
務
省
の
外
部
取
締
役
（
t
h
e
 
E
x
t
e
r
n
a
l
 
D
i
r
e
c
o
r
a
t
e
 
o
f
 
t
h
e
 
M
i
n
i
s
t
r
y
 
o
f
 
E
c
o
n
o
m
y

a
n
d
 
F
i
n
a
nc
e
）
宛
に
、
免
税
の
合
意
文
書
と
共
に
免
税
申
請

※
還
付
請
求
は
、
3
か
月
、
6
か
月
、
1
年
毎
の
い
づ
れ
か
で
行
う

③
経
済
・
財
務
省
か
ら
関
係
機
関
（
T
a
x
 
O
f
f
i
c
e
）
に
指
示
し
、
免
税
手
続
き
が
行
わ
れ
る
。

○
E
x
e
m
p
t
(
A
d
v
a
n
c
e
d
)

-
E
x
e
m
p
t
(
b
o
r
n
e
 
b
y
 
t
h
e
 
R
e
c
i
p
i
e
n
t
)

R
e
i
m
b
u
r
s
e

【
P
o
i
n
t
s
 
o
f
 
A
t
t
e
n
t
i
o
n
】

【
R
e
f
e
r
e
n
c
e
】

A6-4



（
S
h
e
e
t
4
）
D
u
t
i
e
s
 
e
t
c
.

税
目

免
税

免
税
方
式

根
拠
法
、
条
項

税
率
：

計
算
方
法
：

【
免
税
に
必
要
な
情
報
（
手
順
、
申
請
先
、
所
要
期
間
）
】

過
去
の
実
績
、
問
題
の
有
無
、
内
容

海
外
輸
入
品

○
事
前

J
o
u
r
n
a
l

O
f
f
i
c
i
e
l

(
L
o
i
n
1
4
0
/
A
N
/

1
1
/
6
 
m
e
 
L

p
o
r
t
a
n
t
 
c
r
 

a
t
i
o
n
 
d
'
u
n

C
o
d
e
 
d
e

D
o
u
a
n
e
s
)

品
目
に

よ
り
異

な
る

-

申
請
先
：
税
務
署

手
順
：

　
※
ド
ナ
ー
と
実
施
機
関
の
間
で
、
免
税
の
合
意
が
と
れ
て
い
る
こ
と
が
前
提

①
実
施
機
関
か
ら
経
済
・
財
務
省
の
外
部
取
締
役
（
t
h
e
 
E
x
t
e
r
n
a
l
 
D
i
r
e
c
o
r
a
t
e
 
o
f
 
t
h
e
 
M
i
n
i
s
t
r
y
 
o
f
 
E
c
o
n
o
m
y
 
a
n
d

F
i
n
a
n
c
e
）
に
、
当
該
事
業
に
つ
い
て
の
レ
タ
ー
を
発
出
（
ド
ナ
ー
と
被
援
助
国
政
府
の
間
で
交
わ
さ
れ
て
い
る
免
税
の
合
意
文
書

を
添
付
）

②
経
済
・
財
務
省
か
ら
税
務
署
に
当
該
事
業
の
免
税
に
つ
い
て
事
前
に
通
知

③
実
施
機
関
か
ら
経
済
・
財
務
省
に
、
ド
ナ
ー
側
で
準
備
し
た
1
.
一
時
的
に
輸
入
す
る
機
材
の
リ
ス
ト
、
2
.
輸
入
資
材
リ
ス
ト
を
提

出 ※
使
用
後
の
機
材
等
を
売
却
す
る
場
合
、
原
価
償
却
を
加
味
し
た
金
額
に
課
税
さ
れ
る
。

A
D
R
の
過
去
案
件
で
は
特
に
問
題
な
し

（
2
0
1
8
年
4月
2
2
日
聞
き
取
り
）

○
E
x
e
m
p
t
(
A
d
v
a
n
c
e
d
)

-
E
x
e
m
p
t
(
b
o
r
n
e
 
b
y
 
t
h
e
 
R
e
c
i
p
i
e
n
t
)

R
e
i
m
b
u
r
s
e
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（
S
h
e
e
t
 
5
）
O
t
h
e
r
 
t
a
x
e
s
 
a
n
d
 
l
e
v
i
e
s

税
目

免
税

免
税
方
式

根
拠
法
、
条
項

税
率
：

計
算
方
法
：

【
免
税
に
必
要
な
情
報
（
手
順
、
申
請
先
、
所
要
期
間
）
】

過
去
の
実
績
、
問
題
の
有
無
、
内

容

石
油
ガ
ス
税

○
事
前

J
o
u
r
n
a
l

O
f
f
i
c
i
e
l

(
L
o
i
n
1
4
0
/
A
N

/
1
1
/
6
 
m
e
 
L

p
o
r
t
a
n
t
 
c
r
 

a
t
i
o
n
 
d
'
u
n

C
o
d
e
 
d
e

D
o
u
a
n
e
s
)

種
類

（
S
u
p
e
r
,
P
e

t
r
o
l
e
,
G
a
s
o

i
l
）
に
よ
り

異
な
る

G
a
s
o
i
l
 
(
軽
油
)
の
場
合
、

1
.
T
I
C
:
 
2
3
%

2
.
S
u
r
c
h
a
r
g
e
 
T
a
x
:
 
6
%

3
.
I
m
p
o
r
t
e
d
 
T
a
x
:
1
0
%

4
.
C
o
n
t
r
i
b
u
t
i
o
n
 
o
f
 
U
n
i
o
n

A
f
r
i
c
a
n
:
 
0
.
2
%

5
.
 
R
o
y
a
l
t
y
:
 
1
8
.
2
3
F
D
/
L
i
t
e
r

6
.
 
V
A
T
:
 
1
0
%

申
請
先
：
税
務
署

手
順
：

　
※
ド
ナ
ー
と
実
施
機
関
の
間
で
、
免
税
の
合
意
が
と
れ
て
い
る
こ
と
が
前
提

①
実
施
機
関
か
ら
経
済
・
財
務
省
の
外
部
取
締
役
（
t
h
e
 
E
x
t
e
r
n
a
l
 
D
i
r
e
c
o
r
a
t
e
 
o
f
 
t
h
e
 
M
i
n
i
s
t
r
y
 
o
f
 
E
c
o
n
o
m
y
 
a
n
d

F
i
n
a
n
c
e
）
に
、
当
該
事
業
に
つ
い
て
の
レ
タ
ー
を
発
出
（
ド
ナ
ー
と
被
援
助
国
政
府
の
間
で
交
わ
さ
れ
て
い
る
免
税
の
合
意
文
書
を

添
付
）
。

②
経
済
・
財
務
省
か
ら
税
務
署
に
当
該
事
業
の
免
税
に
つ
い
て
事
前
に
通
知
。

③
工
事
を
受
注
し
た
コ
ン
ト
ラ
ク
タ
ー
が
、
工
事
に
必
要
な
燃
料
別
リ
ス
ト
を
税
務
署
・
税
関
に
提
出
。

④
ジ
ブ
チ
港
敷
地
内
の
輸
入
免
税
区
域
に
て
、
デ
ィ
ス
ト
リ
ビ
ュ
ー
タ
ー
か
ら
燃
料
が
直
接
配
給
さ
れ
る
。

A
D
R
の
過
去
案
件
(
E
U
基
金

に
よ
る
国
道
1
号
線
の
改
修

事
業
、
2
0
1
0
年
)
で
は
特
に

問
題
な
し

○
E
x
e
m
p
t
(
A
d
v
a
n
c
e
d
)

-
E
x
e
m
p
t
(
b
o
r
n
e
 
b
y
 
t
h
e
 
R
e
c
i
p
i
e
n
t
)

R
e
i
m
b
u
r
s
e

【
P
o
i
n
t
s
 
o
f 
A
t
t
e
n
t
i
o
n
】

【
R
e
f
e
r
e
n
c
e】
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